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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人福祉医療機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和３年度（第４期） 
中期目標期間 平成３０年度～令和４年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 厚生労働大臣 
 法人所管部局 社会・援護局 

社会・援護局障害保健福祉部 
医政局 
年金局 
労働基準局 
子ども家庭局 
健康局 

担当課、責任者 社会・援護局福祉基盤課 宮下 雅行 福祉基盤課長 
社会・援護局障害保健福祉部企画課 矢田貝 泰之 企画課長 
医政局医療経営支援課 和田 昌弘 医療経営支援課長 
年金局資金運用課 西平 賢哉 資金運用課長 
労働基準局労災保険業務課 千葉 茂雄 労災保険業務課長 
子ども家庭局母子保健課 山本 圭子 母子保健課長 
健康局難病対策課 簑原 哲弘 難病対策課長 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策立案・評価担当参事官室 山田 航 参事官 
 
３．評価の実施に関する事項 
令和４年８月８日に法人の理事長・監事からヒアリング及び外部有識者からの意見聴取を実施した。 
 

 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ  
評定に至った理由 項目別評定は 15 項目中、Ａが４項目、Ｂが 11 項目であり、うち重要度「高」であるものはＡが４項目であった。 

全体の評定を引き下げる事象はなかったことから、厚生労働省独立行政法人評価実施要領に定める総合評定の評価基準に基づき算出した結果、Ｂとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 新子育て安心プランに基づく待機児童解消に必要な受け皿の整備や地域包括ケアシステム、地域共生社会の実現が求められる中、必要な施設整備の資金等の融資を実施する

にあたって、福祉医療貸付制度の周知・広報回数や協調融資金融機関数など、定量面において計画を達成する実績をあげているだけでなく、政策融資の果たすべき役割を踏ま 
え、社会福祉施設等及び医療機関等の維持及び存続を図りつつ、貸付債権区分別に適正な期中管理を実施していること等、定性面においても多くの実績をあげていることは高 
く評価できる。 
 また、新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化した福祉医療施設に対する資金繰り支援を行い、その経営安定化に大きく貢献していることは高く評価できる。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に重大な影響を与える事象はなかった。 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
特になし。 
 

その他改善事項 特になし。 
 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
特になし。 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 【監事からの意見】 

業務執行は適切に行われている。また、理事長のリーダーシップのもと、目標に対する業務の進歩状況や実務管理を経営陣がマネジメントし、各部門それぞれが求められる役

割を適切に果たし、しっかりと成果に結びついていると評価している。 
その他特記事項 特になし。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
  ３０

年度 
元年

度 
２年

度 
３年

度 
４年

度 
  ３０

年度 
元年

度 
２年

度 
３年

度 
４年

度 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 福祉医療貸付事業 

Ａ○重 Ａ○重 Ｓ○重 Ａ○重  １－１    業務・システムの効率化と情報

化の推進 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  ２－１ 指標設

定困難 
福祉医療経営指導事業 
 

Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  １－２    経費の節減 
Ｃ重 Ｃ重 Ｂ Ｂ  ２－２  

 社会福祉振興助成事業 
 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  １－３     
       

 退職手当共済事業 
 

Ｂ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  １－４   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

 心身障害者扶養保険事業 
 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  １－５    運営費交付金以外の収入の確保 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  ３－１ 指標設

定困難 
福祉保健医療情報サービス事業

（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 
Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重 Ａ○重  １－６    自己資金調達による貸付原資の

確保 
年金担保貸付事業及び労災年金担

保貸付事業 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  １－７    不要財産の国庫納付 

 承継年金住宅融資等債権管理回収

業務 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  １－８   

 
         

 一時金支払等業務及び補償金支払

等業務 
－ Ｂ Ｂ Ｂ  １－９ 指標設

定困難 
 Ⅳ．その他の事項  

  
 

         効率的かつ効果的な業務運営体

制の整備 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  ４－１ 指標設

定困難 
 
 

         内部統制の充実 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  ４－２ 指標設

定困難 
 
 

         人事に関する事項 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  ４－３ 指標設

定困難 
  

 
                 

 
※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 
※４ 「項目別調書 No.」欄には、元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 福祉医療貸付事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 1 号、2 号、

第 3 号、第 5 号及び第 6 号 
当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉、介護及び医療サービスの安定的かつ効率

的な提供体制を構築することが喫緊の課題となっており、国において「ニッ

ポン一億総活躍プラン」等の政策方針の推進に全力を挙げているところで

あり、民間の社会福祉施設及び医療関係施設等の整備に対する長期・固定・

低利の資金の提供等によりこの取組に寄与する本事業は重要度が高いもの

である。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 794・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

制度の周知・広報

回数（計画値） 
100 回以上 － 100 回以上 100 回以上 100 回以上 100 回以上 100 回以上  予算額（千円） 

41,126,966 38,503,401 34,692,196 50,917,108  

制度の周知・広報

回数（実績値） 
－ 126 回 126 回 136 回 151 回 123 回   決算額（千円） 

37,772,043 34,222,305 31,767,325 30,304,739  

達成度 
 

－ － 126.0％ 136.0％ 151.0％ 123.0％   経常費用（千円） 
43,815,149 33,645,816 38,180,043 59,412,501  

協調融資金融機関

数（計画値） 
最終年度に 65
機関以上増加 

－ 13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

13 機関 
以上 

 経常利益（千円） △ 2,875,705 4,442,862 817,896 △21,939,110  

協調融資金融機関

数（実績値） 
－ 362 機関 13 機関 

(372 機関) 
13 機関 

(380 機関) 
16 機関 

(393 機関) 
16 機関 

(408 機関) 
  行政コスト（千円） 

－ 34,779,623 38,180,043 59,412,501  

達成度 
 

－ － 100.0％ 100.0％ 123.1％ 123.1％   行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,726,006 － － －  

実地調査等の実施

先数（計画値） 
55 貸付先以上 － 55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
55 貸付先

以上 
 従事人員数 

152.52 人 146.38 人 149.93 人 158.18 人  

実地調査等の実施

先数（実績値） 
－ 88 貸付先 74 貸付先 70 貸付先 71 貸付先 72 貸付先         

達成度 
 

－ － 134.5％ 127.3％ 129.1％ 130.9%         

 

  

（注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第３ 国民に対し

て提供するサ

ービスその他

の業務の質の

向上に関する

事項 

通則法第29条第2
項第2号の国民に対

して提供するサービ

スその他の業務の質

の向上に関する事項

は、次のとおりとし、

1～9の各項目を一

定の事業等のまとま

りとする。 

 
１ 福祉医療貸付

事業 

少子高齢化が進

展する中、福祉、介

護及び医療サービス

の安定的かつ効率的

な提供体制を構築す

ることが喫緊の課題

となっている。「ニッ

ポン一億総活躍プラ

ン」においても、待

機児童解消の実現を

目指した保育の受け

皿整備や介護ニーズ

に応じた機動的な介

護サービス基盤の整

備、地域包括ケアの

推進、地域における

小児・周産期医療体

制の充実や質が高く

効率的な医療提供

体制の実現が挙げら

第１ 国民に対して

提供するサービ

スその他の業務

の質の向上に関

する目標を達成

するためにとる

べき措置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 福祉医療貸付

事業 

少子高齢化が進展

する中、福祉、介護及

び医療サービスの安

定的かつ効率的な提

供体制を構築するこ

とが喫緊の課題とな

っている。「ニッポン

一億総活躍プラン」

においても、待機児

童解消の実現を目指

した保育の受け皿整

備や介護ニーズに応

じた機動的な介護サ

ービス基盤の整備、

地域包括ケアの推

進、地域における小

児・周産期医療体制

の充実や質が高く効

率的な医療提供体制

の実現が挙げられて

第１ 国民に対して

提供するサービ

スその他の業務

の質の向上に関

する目標を達成

するためにとる

べき措置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 福祉医療貸付

事業 

福祉医療貸付事業

については、民間の社

会福祉施設及び医療

関係施設等の整備に

対し長期・固定・低利

の資金を提供するこ

と等により、施設開

設者等の負担軽減を

図り、福祉、介護及び

医療サービスを安定

的かつ効率的に提供

する基盤整備に資す

るとともに、政策融

資としての役割を踏

まえ、地域における社

会福祉施設及び医療

関係施設等の維持及

び存続を図ることを

最優先とし、新型コ

ロナウイルス感染症

＜主な定量的指標＞ 
① 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報を毎年度 100 回

以上実施する。 

 

② 協調融資金融機

関数について、中期

目標期間の最終年

度において第３期

中期目標期間最終

年度と比べて 65機

関以上増加させる。 

 

③ 今後リスク管理

債権化する恐れの

ある貸付先に係る

実地調査等を毎年

度 55 貸付先以上に

実施する。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 福祉医療関係団体や地方公共団体に対する福祉医療貸付

制度の周知・広報を 123 回実施した。 
 
 
 
 
 
② 協調融資制度の覚書締結金融機関数を 16 機関増加させ、

制度利用者が速やかに民間資金を活用できるよう体制整備

を推進した。 
 
 
 
 
 
③ 今後リスク管理債権化する恐れのある貸付先に係る実地

調査等を 72 貸付先に実施した。 
 
 
 
 
 
（実績） 
○福祉貸付 

区  分 令和 3 事業年度 

貸付契約額 

資金交付額 

362,382,700 千円 

373,673,300 千円 

○医療貸付 
区  分 令和 3 事業年度 
貸付契約額 
資金交付額 

315,090,000 千円 
320,082,400 千円 

 

 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ 福祉貸付事業においては、政策融資

の果たすべき役割を踏まえ、地域にお

ける医療及び介護の総合的な確保を

推進する施設整備に係る補助対象事

業への支援として、特別養護老人ホー

ム等に対する融資率の引上げによる優

遇融資（64 件）、新子育て安心プラン

の実現に向けた保育所等の整備に対す

る融資率の引上げによる優遇融資

（274 件）等を実施した。当該融資の

実施にあたっては、利用者ニーズに迅

速かつ的確に対応することにより、国

の目指す福祉、介護サービスを安定的

かつ効率的に提供する基盤の維持や整

備を支援するとともに、当該施設に従

事する介護職員等の新たな雇用の創

出に貢献することができた。 
また、国の政策を踏まえ、次の整備

事業に係る融資条件の優遇措置を延

長した。 
a 老朽民間社会福祉施設整備事業 
b 保育関連施設及び放課後児童クラ

ブの整備 
c 障害福祉サービス事業 
d アスベスト対策事業 
更なる取組みとして、新型コロナウ

イルス感染症の影響により事業の継続

に支障が生じた事業者への経営資金の

優遇融資を行った結果、令和 3 年度に

おける審査実績は 7,023 件、205,651
百万円、貸付契約額は 228,654 百万

円、資金交付額は 228,654 百万円とな

った。 
○ 医療貸付事業においては、政策融資

の果たすべき役割を踏まえ、国の医療

施策に即して病院の耐震化整備事業

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
○福祉貸付事業 
福祉貸付事業においては、政策

融資の果たすべき役割を踏まえ、

特別養護老人ホーム等に対する

融資率の引上げによる優遇融資

（64 件）、新子育て安心プランの

実現に向けた保育所等の整備に

対する融資率の引上げによる優

遇融資（274 件）等を実施してお

り、福祉、介護サービスを安定的

かつ効率的に提供する基盤の維

持や整備を支援するとともに、当

該施設に従事する介護職員等の

新たな雇用の創出に貢献してい

る。 
また、新型コロナウイルス感染

症の影響により事業の継続に支

障が生じた社会福祉施設等に対

し資金繰り支援を行うため、無利

子・無担保等の優遇融資（7,023
件）を行い、経営安定化に貢献し

ている。 
 
○医療貸付事業 
医療貸付事業においては、政策

融資の果たすべき役割を踏まえ、

病院の耐震化整備事業に対する

融資率の引上げによる優遇融資

（９件）、地域医療構想に基づく

建築、改築等の整備事業への支援

として、病院に対する貸付利率の

引下げによる優遇融資（６件）、

医療機能分化の観点から、特定病

院（規模の大きな病院及び専門的

な医療を行う病院）に対する融資
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れている。 

こうした政策目的

の実現に向けて、福

祉医療貸付事業で

は、民間の社会福祉

施設及び医療関係施

設等の整備に対し長

期・固定・低利の資金

を提供すること等に

より、施設開設者等

の負担軽減を図り、

福祉、介護及び医療

サービスを安定的か

つ効率的に提供する

基盤整備に資すると

ともに、政策融資とし

ての役割を踏まえ、地

域における社会福祉

施設及び医療関係施

設等の維持及び存続

を図ることを最優先

としつつ、貸付債権の

適正な管理を行うこ

とが必要であり、以下

の点に特に留意して

その適正な実施に努

めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いる。 

こうした国の政策

目的の実現に向け

て、福祉医療貸付事

業では、民間の社会

福祉施設及び医療関

係施設等の整備に対

し長期・固定・低利の

資金を提供すること

等により、施設開設

者等の負担軽減を図

り、福祉、介護及び医

療サービスを安定的

かつ効率的に提供す

る基盤整備に資する

とともに、政策融資

としての役割を踏ま

え、地域における社

会福祉施設及び医療

関係施設等の維持及

び存続を図ることを

最優先としつつ、貸

付債権の適正な管理

を行うことが必要で

あり、以下の点に特

に留意してその適正

な実施に努める。 

福祉貸付事業につ

いては、国の福祉政策

に即して民間の社会

福祉施設等の整備に

対し長期・固定・低利

の資金を提供するこ

と等により、福祉、介

護サービスを安定的

かつ効率的に提供す

る基盤整備に資する

ため、以下の点に特に

留意してその適正な

実施に努める。 

 

による影響を受けた

施設等への融資につ

いては、その緊急性に

鑑み着実に実施しつ

つ、貸付債権の適正

な管理を行うことと

し、以下の点に特に

留意してその適正な

実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に対する融資率の引上げによる優遇融

資（9 件）、地域医療構想に基づく建

築、改築等の整備事業への支援とし

て、病院に対する貸付利率の引下げに

よる優遇融資（6 件）、医療機能分化の

観点から、特定病院（規模の大きな病

院及び専門的な医療を行う病院）に対

する融資限度額の特例を適用する優

遇融資（29 件）及び中小規模病院に

対する融資率の引上げを適用する優遇

融資（3 件）等を実施した。当該融資

の実施にあたっては、利用者ニーズに

迅速かつ的確に対応することにより、

国の目指す医療サービスを安定的かつ

効率的に提供する基盤の維持や推進

を支援することができた。 
また、国の政策を踏まえた新たな融

資メニューとして、地域医療構想に基

づく病院の統廃合の残債処理における

既往貸付の繰上償還に伴う弁済補償

金の免除を創設するとともに、次の資

金に係る融資条件の優遇措置を延長

した。 
a 持分なし医療法人へ移行する医療

施設等の経営安定化資金 
b 医療従事者の働き方改革支援資金 
更なる取組みとして、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、事業の継

続に支障のある事業者への経営資金の

優遇融資を行った結果、令和 3 年度に

おける審査実績は3,160件156,111百

万円、貸付契約額は 213,678 百万円、

資金交付額は 215,254 百万円となっ

た。 
○ 福祉医療貸付共通の事項として、定

期借地権を設定する場合の一時金に

係る融資条件の優遇措置を延長する

とともに、令和 3 年 8 月暴風雨及び豪

雨に係る災害復旧を支援するため、特

別優遇融資を実施した。 
○ 借入申込み等の手順を整理した「融

限度額の特例を適用する優遇融

資（29 件）及び中小規模病院に

対する融資率の引上げを適用す

る優遇融資（３件）等を実施して

おり、利用者ニーズに迅速かつ的

確に対応することにより、国の目

指す医療サービスを安定的かつ

効率的に提供する基盤の維持や

推進を支援できている。 
また、新型コロナウイルス感染

症の影響により事業の継続に支

障が生じた病院等に対し資金繰

り支援を行うため、無利子・無担

保等の優遇融資（3,160 件）を行

い、経営安定化に貢献している。 
 
○緊急時における資金需要への

対応 
新型コロナウイルス感染症の

影響により事業の継続に支障が

生じた事業者へ経営資金の優遇

融資について、前年度までの併任

体制による組織から、専任体制に

よる「新型コロナウイルス対応支

援室」に改組し体制を強化した上

で支援を継続するとともに、令和

３年８月暴風雨及び豪雨に係る

災害復旧を支援するため、特別優

遇融資を実施するなど、緊急時に

おける資金需要に的確に取り組

んでいる。 
 
○新たな融資メニューの創設等 
国の政策を踏まえた新たな融

資メニューとして、医療貸付事業

では、地域医療構想に基づく統廃

合の残債処理における既往貸付

の繰上償還に限り、弁済補償金を

免除する優遇措置を実施してい

る。 
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（1）国の福祉医療

政策における

政策目標を着

実に推進する

ため、毎年度、

国と協議の上、

当該年度にお

ける融資の基

本方針を定め

た融資方針に

基づき、政策優

先度に即して

効果的かつ効

率的な政策融

資を実施する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（1）政策優先度に

即して効果的か

つ効率的な政

策融資を行うた

め、毎年度、国

と協議の上、当

該年度における

融資の基本方

針を定めた融資

方針に基づき、

福祉医療貸付

事業を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（1）政策優先度に

即して効果的か

つ効率的な政

策融資を行うた

め、利用者等に

対し、融資方針

の周知等に努

め、当該方針に

基づき事業を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 
○ 毎年度、国と協

議のうえ、当該年

度における融資の

基本方針を定めた

融資方針に基づ

き、政策優先度に

即した効果的かつ

効率的な政策融

資を実施している

か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 国及び地方公共団体の福祉医療政策と緊密に連携し、地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進する施設整備や

新子育て安心プランの実現に向けた保育所整備等、政策優先

度に即した効果的かつ効率的な政策融資について、地方公共

団体の意見を踏まえるとともに厚生労働省関係部署と調整の

うえ策定した令和 3 年度融資方針に基づき実施した。 
また、新型コロナウイルスの影響により事業停止等となっ

た福祉医療関係施設の事業者に対して、新型コロナウイルス

対応支援資金による融資を引き続き実施した。 
なお、令和 3 年度融資方針については、政策優先度に即し

て効果的かつ効率的な政策融資を行うため、機構ホームペー

ジに公表するとともに、都道府県・指定都市・中核市、受託

金融機関及び協調融資覚書締結金融機関あて通知により周知

した。 
○ 令和 3 年度における貸付審査の実績は、次のとおりである。

（（）書は、新型コロナウイルス対応支援資金の再掲） 
《福祉貸付》                     （金額の単位：百万円） 

施設の種類 
令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 

（金額） 件数 金額 件数 金額 

老人福祉関係施設
3,701 
(3,574) 

183,448 
(114,692) 

5,075 
(4,885) 

300,716 
(201,201) 61.0% 

 うち特養 
295 
(196) 

73,621 
(10,305) 

600 
(449) 

114,979 
(23,793) 64.0% 

児童福祉関係施設
1,753 
(1,439) 

70,367 
(37,360) 

2,152 
(1,793) 

96,848 
(60,702) 72.7% 

 うち保育所 
300 
(117) 

20,460 
(4,086) 

337 
(113) 

24,668 
(4,221) 82.9% 

障害者福祉関係施設 
2,067 
(1,902) 

65,883 
(50,234) 

2,176 
(1,948) 

84,325 
(66,622) 78.1% 

そ の 他 
121 
(108) 

5,253 
(3,366) 

75 
(65) 

4,843 
(2,460) 108.5% 

計 
7,642 
(7,023) 

324,950 
(205,651) 

9,478 
(8,691) 

486,733 
(330,984) 66.8% 

 
 
 
 
 
 
 
 

資のポイント」等を借入申込者、協調

融資機関及び地方公共団体など関係

機関に対して公表し、融資相談から事

業完了までの事務手続き及び審査の

要点等について周知するとともに、令

和 3 年度に発生した災害（令和 3 年 8
月暴風雨及び豪雨）に係る災害復旧資

金及び新型コロナウイルス感染症に係

る新型コロナウイルス対応支援資金等

の周知・広報活動を実施した。 
また、貸付業務の円滑な実施を推進

するため、地方公共団体や関係団体に

融資制度の PR（123 回）を行うなど、

制度周知を積極的に実施した。 
○ 国の福祉医療政策に即した施設整

備に係る資金需要を踏まえ、社会福祉

施設及び医療関連施設等の整備計画

の早期段階から、事業者に対する的確

な融資相談等に応じる態勢を整備し、

長期にわたる安定経営が可能となるよ

う、事業計画の妥当性や財務状況の分

析等の機構職員が有する専門性を活

かした多面的な支援・助言等を積極的

に行った。（相談実績：福祉貸付 269
件、医療貸付 249 件） 

○ 民間金融機関との協調融資の促進 
を図る観点から、機構が保有する社会

福祉施設及び医療施設等に関するデ

ータ等を提供（116 回）するとともに、

オンライン開催した金融機関業務打合

せ会議において社会福祉施設及び医

療関連施設に関するデータや福祉・医

療に関する政策動向・経営動向等に関

する情報を提供した。 
○ 機構と民間金融機関が連携・協調し

ていくための考え方やそれぞれの取組

み等について全国地方銀行協会等と

意見交換（11 回）を行った。 
○ 民間金融機関の職員向けに機構職

員が福祉医療分野の経営環境や融資

のポイントなどをテーマに勉強会（5

○制度周知 
政策融資を効果的かつ効率的

に実施するため、地方公共団体や

関係団体に融資制度の PR（123
回）を行うなど、積極的な制度周

知に努めている。具体的には、借

入申込み等の手順を整理した「融

資のポイント（ガイドライン）」

等を借入申込者、協調融資機関

及び地方公共団体など関係機関

に対して公表し、融資相談から事

業完了までの事務手続き及び審

査の要点等に関する制度周知の

ほか、令和３年度に発生した災害

（令和３年８月暴風雨及び豪雨）

及び新型コロナウイルス感染症

に伴い、速やかに災害復旧資金及

び新型コロナウイルス対応支援

資金等の特別な優遇融資の周知・

広報活動を、関係機関と連携しつ

つ行っている。 
 
○協調融資機関の拡大 
協調融資制度の一層の普及を

図るため、原則として全ての借入

申込者に対して、融資相談時に協

調融資制度を案内するとともに、

民間金融機関（メインバンク）の

支援体制等の確認を徹底したほ

か、地方公共団体や福祉医療関係

団体を訪問し、機構の融資制度及

び協調融資制度の周知・広報活動

に取り組んでいる。 
さらに、新たな協調融資機関の

拡大を図るため、協調融資制度に

加入していない民間金融機関に

対して訪問活動を実施するなど、

併せ貸しの利用の向上に資する

ための取組みを実施した結果、中

期計画（目標 65 機関以上増加

（年度あたり13機関以上増加））
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また、政策融

資の果たすべ

き役割を踏ま

え、国の要請等

に基づき、災害

復旧、金融環境

の変化に伴う

経営悪化等の

緊急時におけ

る資金需要に

迅速かつ機動

的に対応する

など、融資対象

の重点化及び

必要な融資枠

の確保、融資条

件の改善等に

より、増大する

利用者ニーズ

への対応を図

ること。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、政策融

資の果たすべき

役割を踏まえ、

国の要請等に

基づき、災害復

旧、金融環境の

変化に伴う経

営悪化等の緊

急時における資

金需要に迅速

かつ機動的に対

応するなど、融

資対象の重点

化及び必要な

融資枠の確保、

融資条件の改

善等により、増

大する利用者ニ

ーズへの対応を

図る。 

（関連指標） 

○政策融資による

施設整備実績 

・借入申込受理実

績 

・審査実績 

・貸付契約実績 

・資金交付実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、政策融

資の果たすべき

役割を踏まえ、

国の要請等に

基づき、地域医

療介護総合確

保基金を活用

した施設整備、

耐震化整備、保

育所等の整備

に係る資金需

要や、災害復旧

又は金融環境

の変化に伴う経

営悪化等の緊

急時における資

金需要に迅速

かつ機動的に対

応するなど、融

資対象の重点

化及び必要な

融資枠の確保、

融資条件の改

善等により、増

大する利用者ニ

ーズへの対応を

図る。 

なお、新型コ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 政策融資の果た

すべき役割を踏ま

え、国の要請等に

基づき、災害復旧、

金融環境の変化に

伴う経営悪化等の

緊急時における資

金需要に迅速かつ

機動的に対応する

など、融資対象の

重点化及び必要な

融資枠の確保、融

資条件の改善等に

より、増大する利

用者ニーズへの対

応を図っているか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《医療貸付》                     （金額の単位：百万円） 

施設の種類 
令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 

（金額） 件数 金額 件数 金額 

病 院
379 
(336) 

189,919 
(63,717) 

2,501 
(2,466) 

714,749 
(633,984) 26.6% 

介護老人保健施設
126 
(120) 

13,309 
(10,399) 

567 
(560) 

55,894 
(51,817) 23.8% 

介 護 医 療 院
11 

(10) 
2,122 

(922) 
38 

(31) 
5,321 
(2,903) 39.9% 

診 療 所 等
2,732 

(2,694) 
85,977 
(81,073) 

17,757 
(17,733) 

600,822 
(599,028) 14.3% 

計 
3,248 

(3,160) 
291,326 
(156,111) 

20,863 
(20,790) 

1,376,786 
(1,287,731) 21.2% 

 
○ 政策融資の果たすべき役割を踏まえ、次のとおり政策に沿

った融資条件の改善及び優遇措置を講じた。 
a 新型コロナウイルス対応支援資金に係る融資条件の優遇措

置を延長した。（実績：10,183 件、361,762 百万円） 
b 定期借地権を設定する場合の一時金に係る融資条件の優

遇措置を延長した。（実績：4 件、5,049 百万円） 
c 老朽民間社会福祉施設整備事業（民老）に係る融資条件の

優遇措置を延長した。（実績：40 件 4,864 百万円） 
d 保育関連施設及び放課後児童クラブの整備に係る融資条

件の優遇措置を延長した。（実績：274 件 27,544 百万円） 
e 障害福祉サービス事業に係る融資条件の優遇措置を延長

した。（実績：17 件 1,383 百万円） 
f 日常生活支援住居施設に係る融資制度を延長した。 
g アスベスト対策事業に係る優遇措置を延長した。 
h 地域医療構想に基づく病院の統廃合の残債処理における

既往貸付の繰上償還に伴う弁済補償金の免除を創設した。 
i 持分なし医療法人へ移行する医療施設等の経営安定化資金

に係る融資条件の優遇措置を延長した。 
j 医療従事者の働き方改革支援資金に係る融資条件の優遇

措置を延長した。 
k 令和 3 年 8 月暴風雨及び豪雨に係る災害復旧を支援する

ため、特別優遇融資を実施した。 
 
 
 
 
 
 

回）を行い、アンケート調査において、

高い評価が得られた。（5 段階評価 4
「参考になった」、5「非常に参考にな

った」の割合が 95.8％） 
○ 協調融資制度の一層の普及を図る

ため、原則として全ての借入申込者に

対して、融資相談時に協調融資制度を

案内するとともに、民間金融機関（メ

インバンク）の支援体制等の確認を徹

底したほか、地方公共団体や福祉医療

関係団体を訪問し、機構の融資制度及

び協調融資制度の周知・広報活動を行

った。また、協調融資制度に加入して

いない民間金融機関に対して訪問活

動を実施するなど、協調融資の利用の

向上に資するための取組みを実施した

結果、中期計画（目標 65 機関増加）

に対して 16 機関増加し、制度利用者

が円滑に民間資金を活用することがで

きる体制整備を推進した。 
○ 正常先・要注意先の管理の高度化を

図る取組みとして、平年度化モニタリ

ング先等の管理については、「平年度

化モニタリング先の業務手順マニュア

ル」に基づき、平年度化モニタリング

先等から定期的に報告を受けるととも

に、実地調査等にて経営的な助言を行

い、信用リスク分科会に状況を報告し

た。 
○ 昨今の社会福祉施設及び医療施設

等を取り巻く経営環境については、介

護報酬及び診療報酬の改定を受け依

然として厳しい状況が続いている中

で、貸付先からの返済相談に対し迅速

かつきめ細かな対応を行うとともに、

地域の福祉医療施設等の維持・存続を

図ることが機構の役割であることを認

識しつつ、既往貸付金の貸出条件緩和

等により積極的な支援を行った。 
○ 債権悪化の未然防止として、貸付先 
 の令和2年度決算に基づきイエローゾ

に対して、令和３年度は 16 機関

増加し、制度利用者が円滑に民間

資金を活用することができる体

制整備を推進している。 
また、令和３年度の新たな取組

みとして、福祉医療施設の安定的

な経営が継続的に可能となるよ

う、機構単独ではなく、民間金融

機関、福祉医療関係団体及び地

方公共団体等関係機関の支援態

勢の構築を図るため、意見交換会

や機構が保有するノウハウの情

報提供に取り組んでいる。 
 
○債権管理 
債権悪化の未然防止として、イ

エローゾーン先として継続的に

フォローしている先を中心に経

営改善状況や運営状況等を把握

するため、実地調査等（72 貸付

先）及び電話等によるモニタリン

グ（123 貸付先・延べ 342 回）

を実施し、必要に応じて経営的な

助言を行うことにより、リスク管

理債権化の未然防止を図った。 
また、改善計画が策定困難な貸

付先を対象とした「経営計画策

定・実施の手順」について、チェ

ックポイントの追加等の見直し

を行うなど、経営改善に向けた取

組みを実施している。 
さらに、地域の福祉医療施設等

の維持・存続が機構の役割である

ことに鑑み、貸付先からの返済相

談に対して、迅速かつきめ細かな

対応を行うとともに、既往貸付金

の貸出の条件緩和等の支援も行

っている。 
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（２）政策融資を効

果的かつ効率的

に実施するため、

福祉医療関係団

体や地方公共団

体に対する福祉

医療貸付制度の

周知・広報を実

施し、地方公共

団体等との連携

強化を図るこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・政策に即した優

遇融資実績 

・政策への貢献度

（整備定員数） 

○災害対応実績 

・意見交換会開催

実績 

・個別融資相談会

開催実績 

・訪問相談実績 

・借入申込受理実

績 

・審査実績 

・貸付契約実績 

・資金交付実績 

 
（２）政策融資を効

果的かつ効率

的に実施するた

め、福祉医療関

係団体や地方

公共団体に対

する福祉医療

貸付制度の周

知・広報を実施

し、地方公共団

体等との連携

強化を図る。 

（関連指標） 

○貸付制度周知

広報活動実績 

・個別融資相談件

数 

・訪問相談実績 

 
 
 
 
 
 
 

ロナウイルス感

染症による影響

を受けた施設等

への融資につい

ては、引き続き

遅滞なく実施す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）政策融資を効

果的かつ効率

的に実施するた

め、福祉医療関

係団体や地方

公共団体に対

する福祉医療

貸付制度の周

知・広報等を実

施し、利用者等

が福祉医療貸

付制度に関する

情報を得られる

よう、地方公共

団体等との連

携強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報を実施し、地方公

共団体等との連携

強化を図っている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 令和 3 年度における政策への貢献度（主な施設の定員（病

床）増加数）は、次のとおりである。 
施設の種類 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 

特別養護老人ホーム 7,266 人 9,793 人 74.2% 
保 育 所 9,677 人 12,027 人 80.5% 
病 院 181 床 247 床 73.3% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 福祉医療関係団体や地方公共団体に対する福祉医療貸付制

度の周知・広報を通じて地方公共団体等との連携強化を図る

ために、以下の取組みを行った。 
a 貸付業務の円滑な実施を推進するため、これまでの地方公

共団体や関係団体へ出向いての説明に加え、新型コロナウ

イルス感染予防の観点から、行政担当者向けオンラインセ

ミナーや関係団体との Web 会議において、制度の周知・広

報を行ったほか、オンラインによる IR 活動への参加や関連

団体が作成している広報誌への融資概要の寄稿などにより、

融資制度の PR を行った。（実績：123 回） 
b 医療関係団体をはじめ、周辺業界団体等にアプローチし、

業界動向について情報収集のうえ、融資制度の説明を行っ

た。（実績：17 先） 
c 新型コロナウイルス対応支援資金の利用を通して新たに機

構融資先となった病院に対し、建築資金についてもあらた

めて DM で案内したうえで、訪問・Web 会議システム・電

話で具体的な相談を実施した。（実績：DM3,246 先、相談

28 先） 
d 病院の耐震化及び地域医療構想に資するため、将来的に整

備を検討している病院に電話・DM で融資制度の周知を行

った。また、昨年度のフォローアップ先を含めて、訪問・

Web 会議システム・電話で具体的な相談を実施した。（実

績：電話・DM137 先、相談 23 先） 
e 借入申込み等の手順を整理した「融資のポイント（ガイド

ライン）」を借入申込者、協調融資機関及び地方公共団体な

ーン先の抽出を行ったうえで、経年の

データ分析を行い、分析結果及び実地

調査先等に係る事例報告を信用リス

ク分科会において報告した。 
  また、イエローゾーン先として、継

続的にフォローしている先を中心に経

営改善状況や運営状況等を把握する

ため、面談等を実施するとともに、必

要に応じて経営的な助言を行うことに

より、リスク管理債権化の未然防止を

図ったほか、改善計画が策定困難な貸

付先を対象とした「経営計画策定・実

施の手順」について、チェックポイン

トの追加等の見直しを行ったうえで提

供するなど、経営改善に向けた取組み

を実施した。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を

受けた既往貸付先については、最長 3
年 6 か月の元利金を返済猶予する措

置を講じ、定期的に書面・電話等によ

る運営状況や返済再開の見通し等の

ヒアリングを実施するなど、貸付先の

状況に応じた支援を行った。当該支援

と貸付先の事業継続の取組みにより、

多くの福祉医療施設がコロナ禍の厳し

い状況のなか、新型コロナウイルスに

よる返済猶予からの再開を経て、リス

ク管理債権比率が大きく低下すること

となった。 
  また、債権管理においても、地域の

福祉医療施設等の維持・存続が機構の

役割であることを踏まえ、貸出条件緩

和等による積極的な支援とともに、債

権区分別に適切な期中管理を実施し

た。 
○ 新型コロナウイルス感染症への対策

として、無利子・無担保の新型コロナ

ウイルス対応支援資金の優遇融資を

継続して実施するとともに、足元の感

染状況を踏まえ、令和 4 年 3 月末まで

と定められていた無利子・無担保の申

○評価 
政策融資の果たすべき役割を

踏まえ、新子育て安心プランの実

現に向けた保育所等の整備、病院

の耐震化整備事業など、利用者の

ニーズに迅速かつ的確に対応し

て円滑な基盤整備を支援すると

ともに、民業補完の観点から協調

融資制度の普及に努めた。 
また、債権管理においても、施

設の維持・存続が機構の役割であ

ることに鑑み、貸出の条件緩和等

による積極的な支援とともに、債

権区分別に適切な期中管理を実

施した。 
こうした取り組みの結果、年度

計画に定める３つの指標の達成

度平均は 125.7%となり、国の福

祉医療政策等に沿った政策融資

が、非常に効果的かつ効率的に行

われていることを総合的に勘案

し、「Ａ」評価とする。 
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とともに、適切
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また、協調融

資金融機関数

について拡大す

るなど、制度の

充実を図るとと

もに、適切な運

 

 

 

 

（３）利用者の円滑

な資金調達に

資するよう、民

間金融機関と

協調した融資を

推進するため、

これまでの融資

や経営診断を

通じて得た社会

福祉施設及び

医療関係施設

等に関するノウ

ハウやデータ等

を民間金融機

関へ積極的に

情報提供すると

ともに、受託金

融機関に対する

業務研修会を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、協調融

資の一層の普

及を図るため、

協調融資金融

機関数を拡大

するとともに、

 
 
 
 
○ 融資や経営診断

を通じて得た社会

福祉施設及び医療

関係施設等に関す

るノウハウやデー

タ等を民間金融機

関に対し積極的に

提供しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 協調融資金融機

関数について拡大

するなど、制度の充

実を図るとともに、

適切な運用を行っ

ているか。 

ど関係機関に対して公表し、融資相談から事業完了までの

事務手続き及び審査の要点等について積極的に周知を行っ

た。 
 
○ 民間金融機関との協調融資を促進する観点から、次の取組

みを行った。 
a 民間金融機関に対し、機構が保有する社会福祉施設及び医

療施設の経営指標や建設費等のデータ等を提供した。（実績：

116 回） 
b 全国地方銀行協会、厚生労働省及び財務省との意見交換会

をオンライン開催し、機構と民間金融機関が連携・協調して

いくための考え方やそれぞれの取組み等について意見交換を

行った。（実績：1 回） 
また、民間金融機関との広範な連携を図るため、全国銀行

協会（実績：1 回）、全国地方銀行協会（実績 2 回）、第二地

方銀行協会（実績：1 回）、全国信用金庫協会（実績 2 回）、

信金中央金庫（実績：1 回）、全国信用組合中央協会（実績：

2 回）及び全国労働金庫協会（実績：1 回）との意見交換を

行った。 
c 金融機関業務打合せ会議をオンライン開催し、次の取組み

を行った。（実績 1 回） 
・経営サポートセンターと連携のうえ、福祉・医療に関する

政策動向・経営動向等に関する情報を提供した。 
・金融機関業務打ち合わせ会議において、デフォルト先及び

今後リスク管理債権化する恐れのある貸付先（以下「イエ

ローゾーン先」という。）の特徴等を踏まえた与信判断のポ

イントについて講義を行った。 
・貸付先へのフォローアップ調査において得たイエローゾー

ン先の特徴やデフォルト分析の結果等について、民間金融

機関に対して、福祉医療施設経営に関する情報・ノウハウ

の提供を推進する観点から、情報提供を行った。 
d 民間金融機関の職員を対象として勉強会を開催し、機構職

員が福祉医療分野の経営環境や融資のポイントなどをテーマ

に講義を行った。（実績：5 回） 
 
○ 協調融資機関数については、上記➁のとおり、中期計画（目

標 65 機関）に対して 16 機関拡大した。 
  なお、機関数を拡大すべく、民間金融機関の中央組織であ

る全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会及び全国労働金

庫協会に会員金融機関への制度周知を依頼するとともに、協

調融資覚書未締結 46 金融機関に対して新たに DM の送付や

込期限を延長した。 
前年度に組織横断的な併任体制に

より設置した組織を改組し、専任体制

による組織「新型コロナウイルス対応

支援室」を令和 3 年 4 月に設置し、業

務運営体制を強化するとともに、専用

コールセンターの設置や貸付業務の基

幹システムに連携させるサブシステム

の運用により、中期目標策定時には想

定し得なかった資金需要（10,183 件、

361,762 百万円）に適切に対応し、新

型コロナウイルス感染症で影響を受け

た福祉医療関係施設の経営安定化に

貢献した。 
令和 3 年度の新たな取組みとして、

福祉医療施設の安定的な経営が継続

的に可能となるよう、機構単独ではな

く、民間金融機関、福祉医療関係団体

及び地方公共団体等関係機関のオー

ルジャパンによる支援態勢の構築を図

るため、以下の活動を実施した。 
a 民間金融機関に対して、コロナ禍

における福祉医療施設を取り巻く環

境や経営状況、与信判断や審査のポ

イントについて、意見交換や勉強会

を通じて、情報提供を行い、コロナ

禍以後の民間金融機関による福祉

医療施設に対する融資の円滑化に

向けた対応を行った。 
b 福祉医療関係団体に対して、コロ

ナ禍における福祉医療施設の経営

状況について、情報提供を行うとと

もに、今般の新型コロナウイルス感

染症の蔓延を受けて、今後必要な融

資条件について意見交換を実施し、

感染症対策を伴う施設整備に対す

る優遇融資制度を令和 4 年度から

創設するなど、コロナ禍以後の施設

整備の重点化を図った。 
c 地方公共団体の福祉医療施設整備

担当者に審査のポイントや福祉医療
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な運用を行う

こと。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）福祉、介護及

び医療サービ

スを安定的か

つ効率的に提

供する基盤整

備を推進する

ため、事業者の

施設整備等に

関する相談等

を適切に実施

するとともに、

適正な審査手

続を確保しつ

つ、業務を迅速

に実施するこ

とにより、利用

者サービスの

向上を図るこ

と。 

 
 

用を行う。 

（関連指標） 

○協調融資取組

実績 

・協調融資実績 

・社会福祉施設及

び医療関係施

設に関するノウ

ハウ及びデータ

提供実績 

・全国地方銀行協

会等との意見

交換会開催実

績 

・受託金融機関業

務研修会開催

実績 

 
 
 
（４）利用者サービ

スの向上を図る

ため、施設整備

計画の早期段

階から的確な融

資相談等に応

じ、速やかに安

定的な事業実

施ができるよう

必要な見直しの

提案、助言等を

行うとともに、

適正な審査手

続を確保しつ

つ、業務を迅速

に実施する。 

（関連指標） 

○利用者サービス

向上の取組実

績 

・個別融資相談会

民間金融機関

関係団体との

協調融資制度

等についての意

見交換及び民

間金融機関や

行政担当者が

参加するセミナ

ー等における周

知・広報活動を

行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）利用者サービ

スの向上を図る

ため、利用者に

対する積極的か

つ継続的な融

資制度・商品の

周知を行うとと

もに、融資相談

会を開催する。

特に、個別融資

相談において

は、円滑な施設

経営と福祉医

療サービスの質

の向上に資する

観点から、計画

の早期段階から

的確な融資相

談等に応じ、資

金調達や償還

計画の整合性

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 施設整備計画の

早期段階から的確

な融資相談等に応

じ、速やかに安定的

な事業実施ができ

るよう必要な見直

しの提案、助言等を

行うとともに、適正

な審査手続を確保

しつつ、業務を迅速

に実施しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電話等により機構業務及び協調融資制度の説明を行った。 
 
○ 令和 3 年度における協調融資の実績は、次のとおりである。 
【福祉貸付】                 （件、%） 

 審査件数 協調融資件数 割合 

老人福祉関係施設 127 56 44.1 

児童福祉関係施設 314 81 25.8 

障害福祉関係施設 165 51 30.9 

そ の 他 13 8 61.5 

計 619 196 31.7 

 
【医療貸付】                 （件、%） 

 

○ 利用者サービスの向上を図るため、次の取組みを行った。 
a 借入申込者に対して、事業計画の妥当性や財務状況の分析

等の機構職員が有する専門性を活かした多面的な支援・助言

等を積極的に行った。（相談実績：福祉貸付 269 件、医療貸

付 249 件） 
b オンラインによる個別融資相談（相談件数 299 件）を行

うとともに、施設整備計画を検討している事業者に対し訪問

相談（36 回）を実施するなど、法人経営の早期段階から融

資相談に応じ、利用者ニーズの把握や建物の機能性等につい

て助言を行った。 
c 借入申込み等の手順を整理した「融資のポイント（ガイド

ライン）」を借入申込者、協調融資機関及び地方公共団体な

どに対して公表し、融資相談から事業完了までの事務手続き

及び審査の要点等について積極的に周知を行った。 
d 審査業務については、特殊異例な案件を除き、借入申込受

理から貸付内定通知までの平均処理期間は、福祉貸付 26.0
日、医療貸付 18.4 日となり、適正な手続きを確保しつつ、

迅速に実施した。 
 
 
 

 審査件数 協調融資件数 割合 

病 院 43 37 86.0 

介護老人保健施設 6 4 66.7 

介 護 医 療 院 1 1 100.0 

診  療  所  等 38 33 86.8 

計 88 75 85.2 

施設の経営状況、行政担当者セミナ

ー等の情報提供を行い、福祉医療施

設が行政からの助言、支援を適時得

られるよう対応を行った。 
○ 上記の取組みの結果、年度計画に定 
める 3 つの指標について、目標値をい

ずれも上回り、全てが 120％を超える

達成度（達成度平均 125.7%）となり、

計画を上回る実績を上げることができ

た。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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（５）融資後の貸付

債権について

は、福祉医療経

営指導事業と

連携しつつ、継

続的に貸付先

の事業の運営

状況や財務状

況等を把握す

るとともに、フ

ォローアップ

調査を実施す

るなど、債権区

分別に適切な

期中管理を行

うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開催実績 

・訪問相談実績 

・顧客満足度、有

用度 

・審査処理期間 

・資金交付処理期  

 間 

 
 
 
 
 
 
 
（５）融資後の貸付

債権について

は、福祉医療経

営指導事業と

連携しつつ、継

続的に貸付先

の事業の運営

状況や財務状

況等を把握する

とともに、フォ

ローアップ調査

を実施するな

ど、債権区分別

に適切な期中

管理を行う。 

（関連指標） 

○期中管理の実

績 

・業況注視先の実

地調査等の実

施先数 

・災害返済猶予実

績 

 

 

 

 

だけでなく、長

期にわたる安定

経営が可能とな

るような多面的

かつ専門的な支

援・助言等を行

う。 

また、適正な

審査手続を確

保しつつ、契約

や資金交付等

の業務を迅速に

実施する。 

 
（５）融資後の貸付

債権について

は、福祉医療経

営指導事業と

連携しつつ、一

定額以上の残

高を有する貸付

先や融資時等

にモニタリング

先と指定された

貸付先に対し

て、継続的に貸

付先の事業の

運営状況や財

務状況等を把

握するととも

に、必要に応じ

てフォローアッ

プ調査を実施す

るなど、債権区

分別に適切な

期中管理を行

う。 

   また、新型コ

ロナウイルス感

染症の影響によ

り事業の継続に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療経営指

導事業と連携しつ

つ、継続的に貸付先

の事業の運営状況

や財務状況等を把

握するとともに、フ

ォローアップ調査

を実施するなど、債

権区分別に適切な

期中管理を行って

いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新型コロナウイルス対応支援資金により貸付先が大幅に増

加したことを受け、適切な期中管理を実施するため次の事項

について見直しを図った。 
a 貸付先の決算書等の入力業務の見直し 

貸付先の決算書等の入力業務について業務フロー・システ

ムの見直し等により、アウトソーシングを前提とした各種態

勢の整備を行い、業務プロセスの外部委託により効率的に業

務を実施した。 
b 定型的業務対応に係るコールセンターの活用 

各種届出・変更に係る一般的な問合せに対する電話対応

や、決算書等の提出に係る問合せ対応・未提出先への提出依

頼等の、インバウンド・アウトバウンドにわたる定型的な電

話対応業務について、電話対応に習熟し品質の高い外部のコ

ールセンターの活用を拡大した。 
c リスク特性の変化を踏まえたイエローゾーン先管理の見直し 

リスク管理債権化する恐れがある貸付先を把握するイエロ

ーゾーン等の仕組みについて、コロナ資金による無担保債権

の上昇を踏まえて保全状況の評価軸を加えることで、効率的・

効果的なモニタリングを実施する仕組みの検討・構築を図っ

た。（実施は令和 4 年度以降） 
  これらの取組とあわせて、派遣職員を含む人員体制の再配

置を行うことで、機構職員を判断・指示業務等のマネジメン

トに集中させ、効率的・効果的な業務実施に努めた。 
○ 正常先・要注意先に対する債権管理の高度化等を図るため、

財務状況等を継続的に注視すべきとして指定した平年度化モ

ニタリング先等の管理については、「平年度化モニタリング先

の業務手順マニュアル」に基づき、モニタリング先等から定
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支障をきたした

貸付先や災害

により被災した

貸付先に対し、

元利金の返済

猶予及び返済

条件の変更等

を適切に実施す

るなど、迅速か

つきめ細かな対

応を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

期的に報告を受けてフォローを行うとともに、必要に応じて

実地調査等（18 貸付先）の実施により経営的な助言を行った。

また、信用リスク分科会において、モニタリング先に係る状

況を定期的に報告した。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた貸付先及び災害

等で被災した貸付先に対し、次のとおり、元利金返済猶予の

措置を講じるなど、迅速かつきめ細やかに対応した。 
a 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた 290 貸付先

（420 資金）から当面 6 か月の返済猶予の申し出を受け、元

利金返済猶予の措置を講じた。また、6 か月の返済猶予期間

到来後は、貸付先の要望を踏まえながら経営状態等を勘案し、

引き続き返済再開が困難な 161 貸付先 236 資金（延べ数）

に対しては返済猶予措置を延長、58 貸付先 74 資金（延べ

数）については返済を再開した。 
b 平成 30 年 7 月豪雨に係る返済猶予については、1 貸付先

に対し、バンクミーティングを実施し、貸出条件緩和措置を

講じたうえで、返済を再開した。 
c 平成30年北海道胆振東部地震に係る返済猶予については、

返済再開が困難な 2 貸付先について返済猶予措置を延長、1
貸付先については返済を再開し、1貸付については完済した。

返済再開が困難な貸付先のうち、1 貸付先については、運営

状況や返済再開に向けた計画について経営者等に直接確認す

べきと判断し、実地調査によるフォローアップ調査を実施し

た。 
d 令和元年台風第 19 号に係る返済猶予については、返済再

開が困難な 3 貸付先について返済猶予措置を延長、1 貸付先

については返済を再開し、1 貸付先については完済した。 
○ 期中管理強化の観点から、破綻懸念先以下（貸付残高 1 億

円以上）の 16 貸付先について実地調査やオンラインによるバ

ンクミーティング等（実地調査延べ 5 件、バンクミーティン

グ延べ 17 件）を実施し、事業の運営実態を把握するととも

に、経営改善につながるアドバイスを行った。 
○ 経営者による経営状況の的確な把握に資するため、経営サ

ポートセンターと連携し、イエローゾーン先に対する調査時

に、社会福祉法人の経営状況や特別養護老人ホームの人材確

保に関する調査等に関するリサーチレポートを提供したほか、

簡易経営診断ツールを用いて、同種施設の経営指標との比較

結果を 28貸付先に対して提示し、改善点についてアドバイス

を行った。 
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（６）債権悪化の未

然防止を図る

ため、貸付債権

のポートフォ

リオ分析を的

確に実施し、効

果的・効率的な

債権管理に努

める。 

また、政策融

資を行う機関

としての健全

性を確保する

観点から、リス

ク管理債権の

発生要因等の

分析を行い、分

析結果を貸付

関係部等にフ

ィードバック

するなど、リス

ク管理債権に

対する態勢の

強化を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）債権悪化の未

然防止を図るた

め、貸付債権の

ポートフォリオ

分析を的確に

実施し、効果

的・効率的な債

権管理に努め

る。 

また、政策融

資を行う機関と

しての健全性を

確保する観点か

ら、リスク管理

債権の発生要

因等の分析を

行い、分析結果

を信用リスク分

科会及び貸付

関係部にフィー

ドバックするな

ど、リスク管理

債権に対する態

勢の強化を図

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）債権悪化の未

然防止を図るた

め、また、政策

融資を行う機

関としての健全

性を確保する観

点から、次の取

組を行い、効果

的・効率的な債

権管理に努め

る。 

① 貸付債権

のポートフ

ォリオ分析

及びモニタ

リング、リス

ク管理債権

の発生要因

等の分析を

行い、分析結

果を信用リ

スク分科会

及び貸付関

係部にフィ

ードバック

する。 

 

② 正常先及

び要注意先

のうち今後

リスク管理

債権化する

恐れのある

貸付先（イエ

ローゾーン

先）について

は、定期的に

モニタリング

を実施し、必

要に応じて

フォローア

○ リスク管理債権

の発生要因等の分

析を行い、分析結果

を貸付関係部等に

フィードバックす

るとともに、イエロ

ーゾーン先に対し

て定期的なモニタ

リングを実施する

など、効果的・効率

的な債権管理に努

めているか。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 貸出条件緩和債権の管理について、経営支援機能を発揮す

る観点から、複数回の条件緩和を実施している貸付先のうち

27貸付先へ実地調査による指導やオンラインによるバンクミ

ーティング等（実地調査延べ 6 件、バンクミーティング延べ

30 件）を実施し、経営支援状況を信用リスク分科会に報告し

た。 
○ イエローゾーン先として継続的にフォローを実施している

先を中心に経営改善状況や運営状況等を把握するため、実地

調査等（72 貸付先）及び電話等によるモニタリング（123 貸

付先延べ 342 回）を実施し、必要に応じて経営的な助言を行

うことにより、リスク管理債権化の未然防止を図った。 
○ 改善計画が策定困難な貸付先を対象とした「経営計画策定・

実施の手順」について、より効果的な計画を策定できるよう

にチェックポイントの追加等の見直しを行ったうえで、4 貸

付先に提供し、経営改善に向けた取組みを実施した。 

○ リスク管理債権が増加傾向にあるユニット型特養について、

デフォルト分析等を行い、分析結果を信用リスク分科会にて

報告した。また、分析結果を踏まえて、令和 4 年度から元金

償還を開始する 25貸付先に対してモニタリングを実施し、そ

のうち償還に懸念ありと判断した 9 貸付先については、再度

モニタリングを行った。 
 
《参考》令和 3 年度のリスク管理債権比率 
【全体】 

区  分 令和3年度末 令和2年度末 

リスク管理債権比率 4.24% 5.48% 

 

 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
0.33% - 

破 綻 先 債 権 - 0.04% 
危 険 債 権 0.49% - 
延 滞 債 権 - 1.49% 
三月以上延滞債権 0.00% 0.01% 
貸出条件緩和債権 3.42% 3.94% 

リ ス ク 管 理 債 権 223,201百万円 266,977百万円 
総 貸 付 残 高 5,263,450百万円 4,873,874百万円 
※ 新型コロナウイルス感染症及び東日本大震災等の災害に係

るリスク管理債権比率及びリスク管理債権額（令和 2 年度末：

3.56％173,303 百万円、令和 3 年度末：2.65％139,612 百万

円） 
※ 銀行法施行規則の改正を受け、令和 3 年度以降はリスク管

理債権の区分を変更している。また、令和 3 年度末の総貸付

残高には、正常債権に係る未収利息が含まれている。 
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（７）政策融資の果

たすべき役割

を踏まえ、経営

の悪化あるい

は悪化が懸念

される貸付先

に対して、貸出

条件緩和等の

措置を講ずる

ことにより経

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）政策融資の果

たすべき役割を

踏まえ、経営の

悪化あるいは悪

化が懸念される

貸付先に対し

て、貸出条件緩

和等の措置を

講ずることによ

り経営を支援

ップ調査や

必要な支援

を行う。 

 

③ 新型コロ

ナウイルス

対応支援資

金について、

貸付債権ポ

ートフォリ

オ分析を行

うとともに、

信用リスク

が高い貸付

先について

は、モニタリ

ングを実施

し、必要に応

じてフォロ

ーアップ調

査や必要な

支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）政策融資の果

たすべき役割を

踏まえ、経営の

悪化あるいは悪

化が懸念される

貸付先に対し

て、貸出条件緩

和等の措置を

講ずることによ

り経営を支援

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 政策融資の果た

すべき役割を踏ま

え、経営が悪化ある

いは悪化が懸念さ

れる貸付先に対し

て、貸出条件緩和等

の措置を講ずるこ

とにより経営を支

援し、福祉・介護及

び医療サービスの

【福祉貸付】 
区  分 令和3年度末 令和2年度末 

リスク管理債権比率 4.20% 4.91% 

 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
0.24% - 

破 綻 先 債 権 - 0.03% 
危 険 債 権 0.37% - 
延 滞 債 権 - 0.65% 
三月以上延滞債権 0.00% 0.00% 
貸出条件緩和債権 3.59% 4.23% 

リ ス ク 管 理 債 権 108,614百万円 116,800百万円 
総 貸 付 残 高 2,586,020百万円 2,377,442百万円 
※ 新型コロナウイルス感染症及び東日本大震災等の災害に係

るリスク管理債権比率及びリスク管理債権額（令和 2 年度末：

3.07％73,058 百万円、令和 3 年度末：2.66％68,749 百万円） 
※ 銀行法施行規則の改正を受け、令和 3 年度以降はリスク管

理債権の区分を変更している。また、令和 3 年度末の総貸付

残高には、正常債権に係る未収利息が含まれている。 
 
【医療貸付】 

区  分 令和3年度末 令和2年度末 

リスク管理債権比率 4.28% 6.02% 

 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
0.43% - 

破 綻 先 債 権 - 0.05% 
危 険 債 権 0.60% - 
延 滞 債 権 - 2.29% 
三月以上延滞債権 0.01% 0.02% 
貸出条件緩和債権 3.24% 3.66% 

リ ス ク 管 理 債 権 114,587百万円 150,176百万円 
総 貸 付 残 高 2,677,480百万円 2,496,433百万円 
※ 新型コロナウイルス感染症及び東日本大震災等の災害に係

るリスク管理債権比率及びリスク管理債権額（令和 2 年度末：

4.02％100,245 百万円、令和 3 年度末：2.65％70,863 百万円） 
※ 銀行法施行規則の改正を受け、令和 3 年度以降はリスク管

理債権の区分を変更している。また、令和 3 年度末の総貸付

残高には、正常債権に係る未収利息が含まれている。 
 
○ 貸出条件緩和の実施にあたっては、地域における社会福祉

施設及び医療施設等の維持・存続を支援するという観点から、

貸付先から提出される改善計画書を基に、その事業の公共性

及び必要性、経営状態等を十分に勘案し、個々の貸付先にと

って適切な償還計画を調整のうえ、緩和措置を講じるなど、

「中小企業金融円滑化法」の期限到来後においても、引き続

き対応方針を変えることなく適正に対応した。（実績：196 貸

付先 271 資金） 
○ 貸付先の事業や財務の状況等を把握するため、貸付先との

面談等を延べ 153 回実施するとともに、必要に応じて、貸出

条件緩和等により施設経営に関する支援を講じるなど、更な
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営を支援し、福

祉・介護及び医

療サービスの

供給体制の維

持を図るよう

努めること。 

また、き損す

る可能性が高

い債権の管理

の徹底を図る

とともに、必要

に応じて債権

保全措置を的

確に実施する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）福祉医療貸付

事業に関する

評価について、

以下の指標を

設定する。 

① 政策融資

を効果的か

つ効率的に

実施するた

め、福祉医療

関係団体や

地方公共団

体に対する

福祉医療貸

付制度の周

知・広報を毎

年 度 100 回

し、福祉・介護

及び医療サービ

スの供給体制の

維持を図るよう

努める。 

 

また、き損す

る可能性が高い

債権の管理の

徹底を図るとと

もに、必要に応

じて債権保全

措置を的確に

実施する。 

（関連指標） 

○経営の悪化した

貸付先等への

対応実績 

・貸出条件緩和実

績 

・法的措置等によ

る債権回収実

績 

 
（８）福祉医療貸付

事業に関する評

価について、以

下の指標の達

成を目指す。 

① 政策融資

を効果的かつ

効率的に実

施するため、

福祉医療関

係団体や地

方公共団体

に対する福祉

医療貸付制

度の周知・広

報を毎年度

100回以上実

し、福祉・介護

及び医療サービ

スの供給体制の

維持を図るよう

努める。 

 

また、き損す

る可能性が高い

債権の管理の

徹底を図るとと

もに、必要に応

じて債権保全

措置を的確に

実施する。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（８）福祉医療貸付

事業に関する評

価について、以

下の指標の達

成を目指す。 

① 政策融資

を効果的かつ

効率的に実

施するため、

福祉医療関

係団体や地

方公共団体

に対する福祉

医療貸付制

度の周知・広

報を100回以

上実施する。 

供給体制の維持を

図るよう努めてい

るか。 
 
 
 
○ き損する可能性

が高い債権の管理

の徹底を図るとと

もに、必要に応じて

債権保全措置を的

確に実施している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療関係団

体や地方公共団体

に対する福祉医療

貸付制度の周知・広

報について、中期計

画を達成している

か。 
 
 
 
 
 

る経営悪化の防止を図った。 
 
 
 
 
 
○ き損する可能性が高い債権については、管理を徹底し、事

前に貸付条件の緩和措置を講じるとともに、必要に応じて債

権保全措置を講じるなど、適切に対応した。 
○ 案件の内容に応じて必要な法的措置等を実行のうえ、次の

とおり債権を回収した。 
a 破綻案件（3 貸付先）について、競売の配当等により早期

回収。（実績：141 百万円） 
b 実質破綻案件(2 貸付先)について、競売の配当等により回

収。（実績：138 百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
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以上実施す

ること。（第

３期中期目

標期間実績

（平成25年
度から平成

28年度実績

をいう。以下

同じ。）平均：

98回） 

② 協調融資

金融機関数

について、中

期目標期間

の最終年度

において第

３期中期目

標期間最終

年度と比べ

て65機関以

上増加させ

ること。（第

３期中期目

標期間実績：

49機関（年

度平均 12.3
機関）） 

③ 正常先及び

要注意先のう

ち今後リスク

管理債権化す

る恐れのある

貸付先に係る

実地調査等を

毎年度 55 貸

付先以上に実

施すること。

（平成 27 年

度及び平成28
年 度 実 績 平

均：48 貸付

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 協調融資

金融機関数

について、中

期目標期間

の最終年度

において第３

期中期目標

期間最終年

度と比べて

65機関以上

増加させる。 

 

 

 

 

 

 

③ フォロー

アップ調査

については、

正常先及び

要注意先の

うち今後リ

スク管理債

権化する恐

れのある貸

付先に係る

実地調査等

を毎年度 55
貸付先以上

に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 協調融資

金融機関数

について、13
機関以上拡

大する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ フォロー

アップ調査

については、

正常先及び

要注意先の

うち今後リ

スク管理債

権化する恐

れのある貸

付先（イエロ

ーゾーン先）

に係る実地

調査等を 55
貸付先以上

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 協調融資金融機

関数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 今後リスク管理

債権化する恐れの

ある貸付先（イエロ

ーゾーン先）に係る

実地調査等の実施

先数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記③のとおり。 
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先） に実施する。 

 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の継続に支

障がある福祉医療関係施設の事業者に対する経営資金（長期

運転資金）について、優遇融資を前年度に引続き実施した。

また、国の福祉医療政策と緊密に連携し、国の策定した予算

等の内容について、厚生労働省と調整のうえ、機構ホームペ

ージに公表するとともに、福祉医療関係団体に周知を依頼し、

積極的に PR を行った。 
○ 専任体制による組織「新型コロナウイルス対応支援室」を

令和 3 年 4 月に新たに設置し、業務運営体制を強化するとと

もに、専用コールセンターの設置や貸付業務の基幹システム

に連携させるサブシステムの運用により迅速な処理を実施し

た。 
○ コロナ禍以後の民間金融機関による福祉医療施設に対す融

資が円滑に進むようコロナ禍における福祉医療施設を取り巻

く環境や経営状況、与信判断や審査のポイントについて、意

見交換や勉強会を通じて、民間金融機関に対して情報提供を

行った。 
○ 福祉医療関係団体に対して、コロナ禍における福祉医療施

設の経営状況について、情報提供を行うとともに、今般の新

型コロナウイルス感染症の蔓延を受けて、今後必要な融資条

件について意見交換を実施し、感染症対策を伴う施設整備に

対する優遇融資制度を令和 4 年度から創設することとした。 
○ 地方公共団体の福祉及び医療施設整備担当者に審査のポイ

ントや福祉医療施設の経営状況、行政担当者セミナー等の情

報提供を行い、福祉医療施設が行政からの助言、支援を適時

得られるよう対応を行った。 
○ 令和 3 年度における新型コロナウイルス対応支援資金に係

る貸付審査の実績は、次のとおりである。 
 
《福祉貸付》                    （金額の単位：百万円） 

施設の種類 
令和 3 年度 令和 2 年度 

件数 金額 件数 金額 
老人福祉関係施設 3,574 114,692 4,885 201,201 
 うち特養 196 10,305 449 23.793 
児童福祉関係施設 1,439 37,360 1,793 60,702 
 うち保育所 117 4,086 113 4,221 
障害者福祉関係施設 1,902 50,234 1,948 66,622 
そ の 他 108 3,366 65 2,460 

計 7,023 205,651 8,691 330,984 
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《医療貸付》                      （単位：件、百万円） 

施設の種類 
令和 3 年度 令和 2 年度 

件数 金額 件数 金額 
病 院 336 63,717 2,466 633,984 
介護老人保健施設 120 10,399 560 51,817 
介 護 医 療 院 10 922 31 2,903 
診 療 所 等 2,694 81,073 17,733 599,028 

計 3,160 156,111 20,790 1,287,731 

 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた290貸付先（420
資金）から当面 6 か月の返済猶予の申し出を受け、元利金返

済猶予の措置を講じた。また、6 か月の返済猶予期間到来後

は、貸付先の要望を踏まえながら経営状態等を勘案し、引き

続き返済再開が困難な 161 貸付先 236 資金（延べ数）に対し

ては返済猶予措置を延長、58 貸付先 74 資金（延べ数）につ

いては返済を再開した。 
 
○ 新型コロナウイルス対応支援資金により貸付金が大幅に

増加したことから、建築資金を主体とする通常の融資と新

型コロナウイルス対応支援資金にグルーピングしたうえで、

貸倒引当金を適正に計上した。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 福祉医療経営指導事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 4 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉、介護及び医療サービスの安定的かつ効率

的な提供体制を構築することが喫緊の課題となっており、国において「ニッ

ポン一億総活躍プラン」等の政策方針の推進に全力を挙げているところであ

り、福祉、介護及び医療サービスを安定的かつ効率的に提供できる施設の経

営を直接・間接を問わず支援することによりこの取組に寄与する本事業は重

要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802 

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

セミナーの延べ受

講者数（計画値） 

延べ 16,200 人 

以上 

－ 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 3,240 人以上 

(16,200 人) 

 予算額（千円） 
316,221 422,019 479,467 455,869 

 

セミナーの延べ受

講者数（実績値） 

－ 3,808 人 4,072 人 

(4,072 人) 

3,496 人 

(7,568 人) 

－ 
※コロナにより 
実施できず 

－ 
※コロナにより 

実施できず 

  決算額（千円） 
422,083 451,125 420,586 503,816 

 

達成度 

 

－ － 125.7％ 107.9％ － －   経常費用（千円） 
401,775 483,796 467,795 475,412 

 

リサーチレポート

件数（計画値） 

延べ 80 件 

以上 

－ 16 件以上 16 件以上 16 件以上 16 件以上 16 件以上 

（80 件） 

 経常利益（千円） 
0 0 0 0 

 

リサーチレポート

件数（実績値） 

－ 20 件 

 

17 件 

(17 件) 

23 件 

(40 件) 

19 件 

(59 件) 

20 件 

(79 件) 
  行政コスト（千

円） － 697,159 467,795 475,412 
 

達成度 

 

－ － 106.3％ 143.8％ 118.8％ 125.0%   行政サービス実

施コスト（千円） 157,995 － － －  

マスコミの引用回

数（計画値） 

延べ 340 回以

上 

－ 68 回以上 68 回以上 68 回以上 68 回以上 68 回以上 

（340 回） 

 従事人員数 
30.41 人 32.53 人 33.32 人 33.73 人 

 

マスコミの引用回

数（実績値） 

－ 78 回 

 

133 回 

(133 回) 

145 回 

(278 回) 

129 回 

(407 回) 

143 回 

(550 回) 
        

達成度 

 

－ － 195.6％ 213.2％ 189.7％ 210.3%         
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経営診断の実施回

数（計画値） 

延べ 1,710 件

以上 

－ 342 件以上 342 件以上 342 件以上 342 件以上 342 件以上        

経営診断の実施回

数（実績値） 

－ 429 件 372 回 

(372 回) 

375 回 

(747 回) 

418 回 

(1,165 回) 

411 回 

(1,576 回) 
        

達成度 

 

－ － 108.8％ 109.6％ 122.2％ 120.2%         

※ セミナー延べ受講者数について、令和２年度及び令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかったため、定量的指標から除外。 

 

 

  

（注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 福祉医療経営指

導事業 
少子高齢化が進

展する中、福祉医療

サービスの安定的か

つ効率的な提供体

制を構築することが

喫緊の課題となって

いる。「ニッポン一億

総活躍プラン」にお

いても、待機児童解

消の実現を目指した

保育の受け皿整備や

質が高く効率的な医

療提供体制の実現

が挙げられており、

こうした課題に対応

していくため、福祉

医療サービスを担う

経営主体の経営の

効率化、安定化を図

りつつ、施設等の整

備を促進することが

求められている。 

こうした政策目的

の実現に向けて、福

祉医療経営指導事

業では、民間の社会

福祉施設及び医療

関係施設等の経営

者や地方公共団体、

福祉医療関係団体

等に対し、公的な立

場から経営に関わる

正確な情報や有益な

知識を提供するセミ

ナーを実施するこ

と、あるいは機構が

２ 福祉医療経営指

導事業 

少子高齢化が進

展する中、福祉医療

サービスの安定的か

つ効率的な提供体

制を構築することが

喫緊の課題となって

いる。「ニッポン一億

総活躍プラン」にお

いても、待機児童解

消の実現を目指した

保育の受け皿整備や

質が高く効率的な医

療提供体制の実現

が挙げられており、

こうした課題に対応

していくため、福祉

医療サービスを担う

経営主体の経営の

効率化、安定化を図

りつつ、施設等の整

備を促進することが

求められている。 

こうした国の政策

目的の実現に向け

て、福祉医療経営指

導事業では、民間の

社会福祉施設及び

医療関係施設等の

経営者や地方公共

団体、福祉医療関係

団体等に対し、公的

な立場から経営に関

わる正確な情報や有

益な知識を提供する

セミナーを実施する

こと、あるいは機構

２ 福祉医療経営指

導事業 
福祉医療経営指

導事業については、

民間の社会福祉施

設及び医療関係施

設等の経営者や地

方公共団体、福祉医

療関係団体等に対

し、公的な立場から

経営に関わる正確な

情報や有益な知識を

提供するセミナーを

実施すること、ある

いは機構が保有する

ノウハウを活用して

経営指標の提供や

経営状況を的確に

診断することによ

り、福祉、介護及び

医療サービスを安定

的かつ効率的に提供

できる施設の経営を

直接・間接を問わず

支援することが必要

であり、以下の点に

特に留意してその適

正な実施に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間に

おけるセミナーの

延べ受講者数を

16,200 人以上とす

る。 

 

② 中期目標期間に

おける施設の経営

状況に関する調査・

分析結果（リサーチ

レポート）を 80 件

以上公表する。 

 

③ 中期目標期間に

おいて、リサーチレ

ポートで公表した

結果がマスコミの

記事・論文等に引

用された回数を

340 回以上とする。 

 

④ 中期目標期間に

おいて経営診断の

実施件数を延べ

1,710 件以上とす

る。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 新型コロナウイルス感染症の影響を勘案して感染拡大リス

クがある集合セミナーは実施せず、代替措置として 12 セミ

ナーをオンライン配信した。 
また、前年度からの継続配信 6 セミナーを含めた令和 3 年

度の延べログイン数は、10,457 件となった。 
 
② 施設の経営状況に関する調査・分析結果（リサーチレポー

ト）を 20 件公表した。 
 
 
 
 
 
③ リサーチレポートで公表した結果がマスコミの記事・論文

等に 143 回引用された。 
 
 
 
 
 
 
④ 経営診断を 411 件実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ セミナーについては、新型コロ

ナウイルスの足元の感染拡大状況

を踏まえて柔軟な対応をとること

とし、集合形式からオンライン配

信に切り替えて、12 セミナーを開

催した。令和 2 年度からの継続配

信 6セミナーを含めた令和 3年度

の延べログイン数は、合計で

10,457 件と令和 2 年度実績

（10,251 件）を上回った。 
セミナーの内容については、新

型コロナウイルス感染症の感染が

拡大するなか、with／afterコロナ

を踏まえて福祉医療施設の経営を

支援するため「新型コロナウイル

ス対策経営セミナー」を配信した

ほか、施設を運営する経営者の立

場から「子どもが主体」の保育に

ついての実践事例など、時宜を得

たテーマを設定した。 

さらに、機構が実施したリサー

チの結果やコンサル事例等を機構

職員が講演する情報提供等を行っ

た。 

その結果、受講者に対するアン

ケートで 95.2%が「有用である」

と回答しており、コロナ禍におい

ても健全で安定した経営に向けて

の有益な情報を提供することがで

きた。 

○ 福祉医療施設の経営者等を対

象としたセミナーの他、「行政担当

者向け事業者支援セミナー」のオ

ンライン配信等を実施し、機構職

員が講師となって、社会福祉法人

の制度や会計の概要、監査・指導

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
○セミナー 
セミナーについては、新型コロナウ

イルス感染症の影響により感染拡大

リスクがある集合セミナーの開催を見

送り、多数の者が受講可能となるオン

ラインセミナーに切り替えて実施して

いる。福祉医療施設の経営者等を対象

としたセミナーとして、「新型コロナ

ウイルス対策経営セミナー」など時宜

を得たテーマを設定し配信したことに

より、ログイン数は合計で 10,457 件

に上り、また受講者の 95.2%がアンケ

ートで有用であると回答しており、コ

ロナ禍においても健全で安定した経

営に向けての有益な情報発信に大き

く寄与している。 

また、行政担当者向けのセミナーと

して、行政による社会福祉法人支援の

高度化に資する情報発信を支援する

ため、３都道県の地方公共団体の監査

担当者を対象に、社会福祉法人制度、

会計の概要、監査・指導時に必要な知

見、経営分析のポイントなど、機構の

独自性を発揮したセミナー開催に取

り組んでいる。 

 

○経営状況に関する調査・分析結果及

び公表 

各福祉医療施設の経営状況や特別

養護老人ホームの人材確保に関する

調査結果など、令和３年度計画の目標

値（16 件以上）を上回る計 20 件のリ

サーチレポートを作成・公表してい

る。 
また、社会福祉法人及び病院の課
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保有するノウハウを

活用して経営指標の

提供や経営状況を

的確に診断すること

により、福祉、介護

及び医療サービスを

安定的かつ効率的に

提供できる施設の経

営を直接・間接を問

わず支援することが

必要であり、以下の

点に特に留意してそ

の適正な実施に努め

ること。 

 
（１）セミナーにつ

いては、民間の

社会福祉施設

や医療関係施

設等の健全な

経営を支援する

ため、機構の独

自性を発揮でき

る施設整備・経

営管理に関する

優良実践事例

や政策動向の

情報提供等を

中心に内容の

充実を図るこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

が保有するノウハウ

を活用して経営指標

の提供や経営状況を

的確に診断すること

により、福祉、介護

及び医療サービスを

安定的かつ効率的に

提供できる施設の経

営を直接・間接を問

わず支援することが

必要であり、以下の

点に特に留意してそ

の適正な実施に努め

る。 

 

（１）セミナーにつ

いては、民間の

社会福祉施設

や医療関係施

設等の健全な

経営を支援する

ため、機構の独

自性を発揮でき

る施設整備・経

営管理に関する

優良実践事例

や政策動向の

情報提供等を

中心に内容の

充実を図る。 

（関連指標） 

○セミナーのサー

ビス向上取組

実績 

・開催回数 

・セミナー有用度 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）セミナーにつ

いては、民間の

社会福祉施設

や医療関係施

設等の健全な

経営を支援する

ため、直近の報

酬改定、地域共

生社会及び働

き方改革等の

内容を踏まえた

テーマを設定す

るとともに、機

構の独自性を

発揮できる施設

整備・経営管理

に関する優良実

践事例や政策

動向の情報提

供等を中心に

内容の充実を

図る。セミナー

の開催方法は

全国及び地域

の新型コロナウ

イルスの感染状

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ セミナーについ

て、機構の独自性を

発揮できる施設整

備・経営管理に関す

る優良実践事例や

政策動向の情報提

供等を中心に内容

の充実を図ってい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ セミナー年間実施計画のうち令和4年1月以降に開催を予

定していた 3 セミナーについては、新型コロナウイルス感染

症の感染状況を見極めつつ、新規の取組みとして集合形式と

オンライン配信の併用による有料セミナーを企画した。最終

的には、足元の感染状況を踏まえ、感染リスクを考慮して、

集合形式との併用ではなくオンラインセミナー開催へと柔軟

に切り替えた。 
○ オンラインセミナーでは、機構によるリサーチ結果やコン

サル事例等に基づき、機構職員による講義を実施するととも

に、施設整備や経営管理に関する優良実践事例についての講

義を行うなど、機構の独自性を発揮した。 

○ セミナー年間実施計画に基づき、医師の働き方改革等の

2040年に向けた柔軟かつ持続可能な医療提供体制の構築や、

保育・教育の質の向上と人材の多様性に焦点を当てるなど、

幅広い視点に立ったセミナーを開催するとともに、今後の事

業展開を見据えた財務諸表の見方・使い方に係るセミナーを

開催し、受講者の経営管理等に有用な講義となるよう内容の

充実を図った。 
 
 
 
 
 
 
 

時に必要な知見、経営分析のポイ

ントなどについて情報提供を行い

（受講者：3 都道県合計 127 人）、

行政による社会福祉法人支援の高

度化に資する情報提供を実施し

た。 
○ 施設の経営状況に関する調査・

分析結果（リサーチレポート）に

ついては、特別養護老人ホームや

保育所、障害福祉サービス事業所、

病院等の経営状況に加えて、特別

養護老人ホームの人材確保に関す

る調査結果など、計 20 件を作成・

公表し、令和 3 年度計画の目標値

（16 件以上）を上回る実績を上げ

ることができた。 
  また、社会福祉法人及び病院の

課題や経営状況を定期的に把握す

るため、社会福祉法人経営動向調

査及び病院経営動向調査を継続

的に実施するとともに新型コロナ

ウイルス感染症に伴う影響等に関

する調査項目を設けて集計・分析

のうえ、コロナ患者の受入状況や

職員等のワクチン接種状況を公表

するなど、時宜を得た情報提供を

行うことができた。 
○ リサーチ結果の公表などがマス

コミの記事・論文等に引用された

回数については、143 回と令和 3
年度計画の目標値（68 回以上）を

大きく上回る実績をあげることが

できた。 
○ 地方公共団体や社会福祉協議

会等に職員を派遣するなどし、福

祉・医療に関する政策動向や経営

状況に関する調査・分析結果に関

する講演（22 回）を行うとともに

社会福祉法人や医療法人等の福

祉・医療の経営に関する情報を幅

広く提供するため、外部媒体で執

題・経営状況を把握するため、社会福

祉法人経営動向調査及び病院経営動

向調査を定期的に実施し、結果を公表

している。また、新型コロナウイルス

感染症に伴う影響等に関する調査項

目を設けて、コロナ患者の受入状況や

職員等のワクチン接種状況等を集計・

分析して公表するなど、時宜を得た情

報発信に取り組んでいる。 
リサーチ結果の内容はマスコミの

記事・論文等に 143 回引用され、令

和３年度計画の目標値（68 回以上）

を大きく上回る実績をあげており、ま

た、地方公共団体や社会福祉協議会

等への職員派遣による講演（22 回）

でも使用されるなど、福祉・医療施設

の経営基盤の強化に広く寄与してい

る。 
 
○経営診断 
 書面による経営診断に加えて、訪問

など実地を伴う経営診断として、法

人・施設の個別のニーズに合わせて、

人口推計などによる周辺環境の分析

や財務収支の経営分析、人事考課策

定等のコンサルティングを実施するな

ど、経営診断の実施件数は 411 件と

なり、令和３年度計画の目標値（342
件以上）を上回っている。 
また、経営診断の利用者の 100.0%

がアンケートで有用であると回答して

おり、経営診断の有効性について高く

評価されている。 
国や地方公共団体等からの受託に

よる経営支援として、厚生労働省医政

局及び北海道置戸町から業務を受託

し、それぞれの課題を踏まえた調査・

分析結果等を提案することにより、医

療従事者の勤務環境の改善や、分析施

設の経営改善に向けた取組みに対し

て支援している。 
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況に配慮し、利

用者の受講機

会の確保を図る

観点から、状況

に応じて柔軟に

対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

セミナー名 
令和 3 年度 
ログイン数 

病院経営実務セミナー（3/14 配信） 231 
子ども・子育て支援事業経営セミナ

ー（2/14 配信） 
267 

 

社会福祉法人会計実務セミナー（2/7
配信） 

2,336 

軽費・養護老人ホーム経営セミナー

（12/8 配信） 
238 

精神科病院経営実務セミナー（12/1
配信） 

229 

介護老人保健施設経営セミナー

（11/17 配信） 
1,142 

障害福祉サービス経営セミナー

（11/10 配信） 
655 

特別養護老人ホーム経営セミナー

（10/29 配信） 
499 

医療政策・経営セミナー 
（令和 3 年度新規配信）（9/3 配信） 

693 

社会福祉施設経営実務セミナー 
（7/1 配信） 

949 

小計（R3 新規配信分） 7,239 

医療政策・経営セミナー 
（令和 2 年度からの継続配信） 

1,199 

病院経営実務セミナー（急性期） 
（令和 2 年度からの継続配信） 

219 

病院経営実務セミナー（慢性期） 
（令和 2 年度からの継続配信） 

152 

病院経営実務セミナー（精神科） 
（令和 2 年度からの継続配信） 

157 

小計（R2 継続配信分） 1,727 

合計 8,966 

○ セミナー年間実施計画に基づくセミナーに加えて、新型コ

ロナウイルスの感染拡大をはじめとした期中の経営環境の変

化を踏まえ、福祉医療施設の経営支援のため、「新型コロナウ

イルス対策経営セミナー」、「高齢者施設政策・経営セミナー」

をオンラインで配信した。 
「新型コロナウイルス対策経営セミナー」では、令和 2 年

度開催分の続編として福祉・医療の現場での不安やストレス

に適切に向き合い、with／after コロナを踏まえた今後の経

筆（29 本）するなど、福祉医療施

設の経営基盤強化を支援するため

の取組みを推進した。 

○ 書面による経営診断に加えて、

訪問等を伴う経営診断として、個

別支援プログラムでは、法人・施

設の個別のニーズに合わせて、人

口推計などによる周辺環境の分析

や財務収支の経営分析、人事考課

策定等のコンサルティングを実施

した。これらの経営診断の実施件

数は 411 件となり、令和 3 年度計

画の目標値（342 件以上）を大幅

に上回った。 

○ また、経営診断の利用者に対す

るアンケートでは、100.0%が「有

用である」と回答しており、福祉

医療施設の健全経営を支援するこ

とができた。 
○ 厚生労働省医政局及び北海道

置戸町から業務を受託し、それぞ

れの課題を踏まえた調査・分析結

果等を提案することにより、医療

従事者の勤務環境の改善や分析施

設の経営改善に向けた取組みを支

援することができた。  
○ 以上のとおり、定性面において

は、機構の独自性を発揮したセミ

ナーの実施及びリサーチレポート

の作成・プレスリリース等により

有益な情報を幅広く提供すること

ができた。また、調査・分析や経

営診断にあたっては、機構が保有

する貸付先等から提供された固有

データを有効に活用することによ

り、福祉・介護・医療サービスを

安定的かつ効率的に提供できる施

設の経営に資する取組みを実施し

た。 
定量面においては、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により実施

○評価 
年度計画に定める４つの指標につ 

いて、定量面では新型コロナウイルス

感染症の影響により WEB 開催とな

ったセミナーを除く３指標が、いずれ

も目標値を上回っており、達成度平均

は 151.8%となっている。また、定性

面においても、代替措置としてオンラ

インセミナーを配信して多くのログイ

ン数を得ていること、リサーチレポー

トの作成及び公表等により有益な情

報を広く提供していること、行政機関

向けとして経営セミナー・経営分析業

務を行うなど、多岐に渡る取組みを実

施し、官民問わず有益な情報を提供し

ていることを総合的に勘案し、「Ａ」

評価とする。 
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（２）施設経営者等が

施設の経営状況

を的確に把握す

ることができる

よう、経営状況に

関する調査・分

析・公表を行うこ

と。さらには、施

設の経営基盤の

強化を支援する

ため、分析内容の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設経営者等が

施設の経営状況

を的確に把握す

ることができる

よう、経営状況に

関する調査・分

析・公表を行うこ

と。さらには、施

設の経営基盤の

強化を支援する

ための取組を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設経営者等が

施設の経営状況

を的確に把握す

ることができる

よう、経営状況に

関する調査・分析

を実施し、リサー

チレポートの公

表等による情報

提供を行う。 
また、特別養護

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 施設経営者等が

施設の経営状況を

的確に把握するこ

とができるよう、経

営状況に関する調

査・分析・公表を行

っているか。さらに

は、施設の経営基盤

の強化を支援する

ための取組を行い、

調査・分析結果の

営や安定した組織運営の在り方に関する講義を行った。 
また、「高齢者施設政策・経営セミナー」では、令和 3 年

4月の介護報酬改定で義務付けられた新型コロナウイルス感

染症対策や災害対応など、最新の話題に関する講義を行った。 

セミナー名 
令和 3 年度 

ログイン数 

高齢者施設政策・経営セミナー（12/15 配

信） 

396 

新型コロナウイルス対策経営セミナー 

（5/17 配信） 

404 

小計（R3 新規配信分） 800 
新型コロナウイルス対策経営セミナー 

福祉編（令和 2 年度からの継続配信） 

435 

新型コロナウイルス対策経営セミナー 

医療編（令和 2 年度からの継続配信） 

256 

小計（R2 継続配信分） 691 

合計 1,491 
○ これらのオンラインセミナーの視聴後のアンケートでの有

用度は 95.2%となり、コロナ禍においても、福祉医療施設等

の健全な経営を支援するため、有益な情報提供を行った。 

○ 社会福祉法人の監査・指導権限が市区町村に移管されてい

るなかで、社会福祉法人支援の高度化の必要性について課題

意識があった3都道府県管内の市区町村の行政担当者を対象

とした「行政担当者向け事業者支援セミナー」をオンライン

配信等により共催した。機構職員が講師となって、社会福祉

法人の制度や会計の概要、監査・指導時に必要な知見、経営

分析のポイントなどについて情報提供を行った。（受講者：3
都道県合計 127 人） 

 
○ 新型コロナウイルスの感染が拡大する中、社会福祉法人や

医療法人等の経営状況を把握し、施設及び運営法人の経営を

支援するため「新型コロナウイルス感染症の影響等に関する

調査」や「人材確保に関するアンケート調査」等を実施する

とともに、施設の経営状況やアンケート結果に関するリサー

チレポート等を作成のうえ、プレスリリースし、機構ホーム

ページで公表した。（実績：20 回） 
○ 特別養護老人ホームを運営する社会福祉法人の課題や経営

状況の実感を定期的に把握するため、「社会福祉法人経営動

向調査」（実績：4 回、調査対象：526 法人）を、病院及び病

院を運営する医療法人の課題や経営状況の実感を定期的に把

できなかったセミナーを除く3指
標の全てで120.0%を超えており、

計画を大幅に上回る実績（達成度

平均 151.8%）を上げることがで

きた。なお、セミナーについては

令和3年度も前年度に引き続き代

替措置としてオンラインセミナー

を配信することとなったが、前年

度を上回るログイン数となるなど、

コロナ禍でセミナーが開催できな

い中でも、安定した経営を支援す

るための情報を提供することがで

きた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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充実を図るなど

の取組を行うこ

と。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

い、調査・分析結

果の利活用の促

進に努める。 

（関連指標） 

○福祉医療分野

における情報提

供実績 

・講師派遣回数 

・外部媒体執筆件

数 

・社会福祉法人経

営動向調査モニ

ター法人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人ホーム、病院

及びそれらを運

営する法人の課

題、経営状況を

定期的に把握す

るため、経営動向

調査を実施し、公

表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利活用の促進に努

めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

握するため、「病院経営動向調査」（実績：4 回、調査対象：

336 病院）を実施した。また、それぞれの調査にあたっては、

新型コロナウイルス感染症に伴う影響等に関する調査項目を

設けて集計・分析のうえ、コロナ患者の受入状況や職員等の

ワクチン接種状況を公表するなど、時宜を得た情報提供を実

施した。 
○ これらのリサーチ結果の公表などにより、マスコミに 143
回記事として引用された。 

○ 横浜市主催の障害福祉人材確保セミナーや福島県社会福祉

協議会主催の社会福祉法人理事研修など、地方公共団体や社

会福祉協議会等が主催するセミナーや研修会等に機構職員を

派遣し、福祉・医療に関する政策動向や経営状況に関する調

査・分析結果などについて講演を行った。（実績：合計 22 回、

うちオンライン配信形式 11 回） 
○ 中小企業子ども・子育て支援環境整備事業評価検討委員会

（内閣府）や高齢者福祉事業経営委員会（全国社会福祉法人

経営者協議会）など国等が設置する有識者会議等において、

機構職員が構成員として参画した。（実績：6 会議） 
○ 社会福祉法人や医療法人等の福祉・医療の経営に関する情

報を幅広く提供するため、福祉・医療業界専門誌等の外部媒

体において執筆した。（実績：29 本） 
○ 顧客サービス向上の観点から、福祉医療貸付事業の貸付先

が自らの施設の経営状況と経営指標を比較することができる

「経営指標自己チェックシート」（無料診断）サービスをWAM 
NET 基盤を活用して提供し、施設経営者への支援を行った。

（対象施設：特別養護老人ホーム、ケアハウス、保育所・認

定こども園、病院、介護老人保健施設／利用件数：1,919 件） 
○ 厚生労働省医政局より「医療機関における医師作成文書等

の運用並びに事務負担等に関する調査・研究事業」を受託し、

全国約2,000の医療機関に対し医師作成文書等の運用状況や

業務負担、負担の理由等に関する調査を実施するとともに、

その結果を医師の働き方改革に関する今後の議論等の参考資

料としてとりまとめを行った。 

○ 厚生労働省医政局より「都道府県における医療勤務環境改

善に関する令和2年度活動実績及び令和3年度活動計画に係

る集計分析業務」を受託し、医療機関による従事者の勤務環

境改善を支援するために各都道府県に設置されている医療勤

務環境改善支援センターの業務実績や活動計画を分析した。

さらに、より効果的な取組みを促進するため、活動実績を他

の都道府県と比較可能な資料としてとりまとめ、今後の議論

の参考資料として活用された。 
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（３）経営診断につい

ては、福祉医療貸

付事業と連携し

つつ、経営の悪化

あるいは悪化が

懸念される施設

のほか、制度改正

等への対応や人

事体系の構築な

どの個々の法人・

施設が抱える課

題の解決に重点

を置いた診断・支

援の手法・内容の

充実を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）福祉医療経営

指導事業に関す

る評価について、

以下の指標を設

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経営診断につ

いては、福祉医

療貸付事業と

連携しつつ、経

営の悪化あるい

は悪化が懸念さ

れる施設のほ

か、制度改正等

への対応や人事

体系の構築など

の個々の法人・

施設が抱える課

題の解決に重

点を置いた診

断・支援の手

法・内容の充実

を図る。 

（関連指標） 

○経営診断のサ

ービス向上取

組実績 

・経営診断有用度 

 

 

 

 

 

 

（４）福祉医療経営

指導事業に関す

る評価について、

以下の指標の達

成を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）経営診断につ

いては、福祉医

療貸付事業と

連携しつつ、経

営の悪化あるい

は悪化が懸念さ

れる施設のほ

か、制度改正等

への対応や人事

体系の構築など

の個々の法人・

施設が抱える課

題の解決に重

点を置いた診

断・支援の手

法・内容の充実

を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）福祉医療経営

指導事業に関す

る評価について、

以下の指標の達

成を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 経営診断につい

て、福祉医療貸付

事業と連携しつつ、

経営の悪化あるい

は悪化が懸念され

る施設のほか、制度

改正等への対応や

人事体系の構築な

どの個々の法人・施

設が抱える課題の

解決に重点を置い

た診断・支援の手

法・内容の充実を図

っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 一般社団法人東京都病院協会より「新型コロナウイルス感

染症下における東京都の病院の運営状況と補助金等経営支援

の状況に関する調査（令和 3 年度東京都医師会調査研究委託

事業）」を受託し、コロナ禍の東京都内の病院の経営状況を調

査するとともに、行政による補助金等の経営支援の状況など

を把握・分析したうえで、今後の政策・施策提言に活用する

ための資料として報告書にとりまとめを行った。 

 

○ 個々の法人・施設が抱える課題の解決に重点を置いた診断・

支援として、経営診断等を合計 411 件実施した。（経営診断：

399 件、経営分析プログラム：2 件、個別支援プログラム：

7 件、人事給与分析プログラム：2 件、介護医療院移行支援

プログラム 1 件）また、経営診断の利用者に対するアンケー

トでの有用度は 100%であった。 
○ 経営分析プログラム等については、機構が保有する全国の

法人・施設の経営状況等に関する固有データを指標化し、同

種同規模の類似先と比較するなど、貸付先等から提供された

情報を有効に活用することにより、個々の法人・施設の経営

支援を実施した。 
○ 個別支援プログラムについては、社会福祉法人に係る人事

給与制度・給与水準等の見直しや、行政と関係性の深い社会

福祉協議会等に対する経営分析支援等を実施し、改善策等を

提示した。 

○ 新型コロナウイルス対応支援資金による貸付先の急増に対

して、事業報告書等電子報告システム等を活用することによ

り、報告データを効果的かつ効率的に収集した。また、特に

貸付先が急増した診療所に係る報告データを集計・分析し、

診療所の経営分析参考指標を新たに作成した。 

○ 北海道置戸町から「養護老人ホーム及び特別養護老人ホー

ムの経営分析支援業務に係るコンサルティング業務」を受託

した。置戸町が指定管理を委託している養護老人ホーム及び

特別養護老人ホーム（現在の委託先は社会福祉協議会）が指

定管理期間の更新時期を迎えるにあたり、両施設の経営分析

を実施し、今後の経営改善において注力すべき課題等を提示

した。 
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① セミナーに

ついては、中期

目標期間にお

ける延べ受講

者数を 16,200
人以上とする

こと。（第３期

中期目標期間

実績：12,926
人（年度平均

3,232 人）） 
② 施設の経営

状況に関する

調査・分析結

果（リサーチレ

ポート）につい

ては、中期目標

期間において

80 件以上公表

すること。（平

成 26年度から

平成28年度実

績：レポート公

表 47 件（年度

平均 15.7 件）） 
③ 公表した結

果がマスコミ

の記事・論文

等に引用され

た回数を中期

目標期間にお

いて 340 回以

上とすること。

（平成26年度

から平成28年

度実績：記事

等 引 用 回 数

199 件（年度平

均 66.3 件）） 
④ 経営診断に

ついては、中期

① セミナーに

ついては、中期

目標期間にお

ける延べ受講

者数を 16,200
人以上とする。 

 

 

 

 

 

② 施設の経営

状況に関する

調査・分析結

果（リサーチレ

ポート）につい

ては、中期目標

期間において

80 件以上公表

する。 

 

 

 

 

 

③ 公表した結

果がマスコミ

の記事・論文

等に引用され

た回数を中期

目標期間にお

いて 340 回以

上とする。 

 

 

 

 

 

 

④ 経営診断に

ついては、中期

① セミナーに

ついては、延べ

受 講 者 数 を

3,240 人以上

とする。 
 
 
 
 
 
 

② 施設の経営

状況に関する

調査・分析結

果については、

16 件以上公表

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 公表した結

果がマスコミ

の記事・論文

等に引用され

た回数を68回

以上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 経営診断に

ついては、延べ

○ セミナーの延べ

受講者数について、

中期計画を達成し

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 施設の経営状況

に関する調査・分析

結果の公表件数に

ついて、中期計画を

達成しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 公表した結果が

マスコミの記事・論

文等に引用された

回数について、中期

計画を達成してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 経営診断の実施

延べ件数について、

○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記③のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記④のとおり。 
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目標期間にお

い て 延 べ

1,710 件以上

の診断を実施

すること。（第

３期中期目標

期 間 実 績 ：

1,363 件（年度

平 均 340.8
件）） 

目標期間にお

い て 延 べ

1,710 件以上

の診断を実施

する。 

 

342 件以上の

診断を実施す

る。 

中期計画を達成し

ているか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ セミナー年間実施計画に基づくセミナーに加えて、新型コ

ロナウイルスの感染拡大をはじめとした期中の経営環境の変

化を踏まえ、福祉医療施設の経営支援のため、「新型コロナウ

イルス対策経営セミナー」、「高齢者施設政策・経営セミナー」

をオンラインで配信した。 
「新型コロナウイルス対策経営セミナー」は令和 2 年度開

催分の続編として、福祉・医療の現場での不安やストレスに

適切に向き合い、with／after コロナを踏まえた今後の経営

や安定した組織運営の在り方に関する講義を行った。 
また、「高齢者施設政策・経営セミナー」は、令和 3 年 4 月

の介護報酬改定で義務付けられた新型コロナウイルス感染症

対策や災害対応など、最新の話題に関する講義を行った。（再

掲) 

セミナー名 
令和 3 年度 

ログイン数 

高齢者施設政策・経営セミナー（12/15 配

信） 

396 

新型コロナウイルス対策経営セミナー 

（5/17 配信） 

404 

小計（R3 新規配信分） 800 
新型コロナウイルス対策経営セミナー 

福祉編（令和 2 年度からの継続配信） 

435 

新型コロナウイルス対策経営セミナー 

医療編（令和 2 年度からの継続配信） 

256 

小計（R2 継続配信分） 691 

合計 1,491 
○ 経営分析プログラム、個別支援プログラム及び人事給与分

析プログラムについては、実地調査により顧客の問題意識に

合致したサービスの提供に取り組んできたが、新型コロナウ
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イルスの感染拡大の中で、顧客の要望に応じて実地調査とオ

ンライン面談を併用することにより、従来以上に質の高いサ

ービスを提供することができた。 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 社会福祉振興助成事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 7 号及び第 8
号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 798・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

平均処理期間 
（計画値） 

22 日以内 － 22 日以内 22 日以内 22 日以内 22 日以内 22 日以内  予算額（千円） 
954,168 906,842 844,336 1,318,918 

 

平均処理期間 
（実績値） 

－ 20.9 日 18.5 日 18.3 日 20.7 日 17.0 日   決算額（千円） 
973,246 888,390 856,860 812,114 

 

達成度 
 

－ － 118.9％ 120.2％ 106.3％ 129.4％   経常費用（千円） 
972,967 894,110 854,204 811,618 

 

助成事業の利用者

満足度（計画値） 

最高評価の率

60％以上 
－ 60％以上 60％以上 60％以上 60％以上 60％以上  経常利益（千円） △ 95 △1 △9,668 △81 

 

助成事業の利用者

満足度（実績値） 

－ 62.3％ 65.8％ 67.4％ 69.5％ 66.1％   行政コスト（千円） 
－ 1,034,509 854,204 811,618 

 

達成度 
 

－ － 109.7％ 112.3％ 115.8％ 110.2％   行政サービス実施コ

スト（千円） 641,786 － － － 
 

          従事人員数 
 

6.90 人 6.97 人 6.77 人 6.22 人 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３ 社会福祉振興助

成事業 
社会福祉振興助成

事業（以下「助成事

業」という。）につい

ては、NPO 等の非営

利法人が行う民間の

創意工夫ある活動や

地域に密着したきめ

細かな活動、特に制

度の谷間にいる要支

援者を支える活動等

に対して効果的な助

成を行うことにより、

地域共生社会の実現

に寄与するとともに、

助成先法人等が、助

成期間内の活動だけ

にとどまらず、継続的

に活動するための自

立的運営を行う基盤

を構築できるよう、事

業実施の支援及び事

後評価を適切かつ効

果的に実施し、助成

期間後の助成先法人

等の活動の発展・充

実にも資するよう、以

下の点に特に留意し

てその適正な実施に

努めること。 
 
 
（１）助成事業の募

集にあたっては、

地域共生社会の

実現などの国が

示した社会福祉

３ 社会福祉振興助

成事業 
社会福祉振興助成

事業（以下「助成事

業」という。）につい

ては、NPO 等の非営

利法人が行う民間の

創意工夫ある活動や

地域に密着したきめ

細かな活動、特に制度

の谷間にいる要支援

者を支える活動等に

対して効果的な助成

を行うことにより、地

域共生社会の実現に

寄与するとともに、助

成先法人等が、助成期

間内の活動だけにと

どまらず、継続的に活

動するための自立的

運営を行う基盤を構

築できるよう、事業実

施の支援及び事後評

価を適切かつ効果的

に実施し、助成期間後

の助成先法人等の活

動の発展・充実にも資

するよう、以下の点に

特に留意してその適

正な実施に努める。 
 
 
 

（１）助成事業の募集

にあたっては、地

域共生社会の実

現などの国が示

した社会福祉政

３ 社会福祉振興助

成事業 
社会福祉振興助成

事業（以下「助成事

業」という。）につい

ては、NPO 等の非営

利法人が行う民間の

創意工夫ある活動や

連携・ネットワーク化

を図る活動、地域に密

着したきめ細かな活

動で、特に制度の谷間

にいる要支援者を支

える活動等に対して

効果的な助成を行う

ことにより、地域共生

社会の実現に寄与す

るとともに、助成先法

人等が、助成期間内の

活動だけにとどまら

ず、継続的に活動する

ための自立的運営を

行う基盤を構築でき

るよう、事業実施の支

援及び事後評価を適

切かつ効果的に実施

し、助成期間後の助成

先法人等の活動の発

展・充実にも資するよ

う、以下の点に特に留

意してその適正な実

施に努める。 
 

（１）助成事業の募集

にあたっては、地

域共生社会の実

現などの国が示

した社会福祉政

＜主な定量的指標＞ 
① 助成金申請書の

受理から交付決定

までの平均処理期

間を 22 日以内とす

る。 

 

② 助成事業が対象

とした利用者の満

足度（4 段階評価

のうち最高評価の

率）を 60％以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 助成事業の募集

にあたっては、国が

示した社会福祉政

策を振興する上で

必要なテーマに重

＜主要な業務実績＞ 
① 令和 3 年度助成事業の助成金申請書の受理から助成決

定までの平均処理期間は、17.0 日となった。 
 
 
 
 
② 令和 3 年度助成事業の助成先団体の助成事業の利用者

に対するアンケート調査を実施した結果、66.1％の利用者

から「とても満足」との回答を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 令和 4 年度の募集にあたり、政策動向や国民ニーズ、令

和 2 年度助成事業の事後評価結果、令和 3 年度の助成事

業の実施状況を踏まえつつ、社会の変化に伴い新たに発生

した課題にも対応するため、近年増加しているヤングケア

ラーへの支援などを踏まえ、助成テーマの見直しを行った

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 令和 4 年度助成事業の募集にあ

たっては、政策動向や国民ニーズ等

を踏まえ、国と協議のうえ募集要領

を策定・公表することで、政策的に

必要なテーマに重点化して募集す

ることができた。 
  なお、社会の変化に伴い新たに発

生した課題にも対応するため助成

テーマの見直しを行ったほか、2 か

年に渡る採択や正職員の人件費の

一部を対象とするなど見直しを行

った。 
また、令和 4 年度助成事業の審

査においては、新型コロナウイルス

感染症により顕在化・深刻化した課

題に対応した取組みに重点を置い

て採択した。 
○ 令和 4 年度のモデル事業の募集

にあたっては、事業評価結果及び審

査・評価委員からの助言を踏まえ、

「国や自治体において政策化・制度

化を目指す新たなモデルとなりうる

活動であること」や「通常助成事業

と同じ申請内容を複数年継続する

事業は対象外であること」等の要件

を引き続き明確化し、実施した。 
○ 上記に加え、令和 3 年度補正予

算にて、新型コロナウイルス感染症

の影響により、孤独・孤立に陥る危

険性の高い生活困窮者やひきこも

り状態にある者等への支援活動を

実施する団体に対し、助成事業を実

施するため、国と協議のうえ「令和

3 年度社会福祉振興助成事業募集

要領」（コロナ禍における生活困窮

者及びひきこもり支援に係る民間

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○平均処理期間 
中期計画の目標値（22 日以内）であ

る助成金申請書の受理から助成決定ま

での平均処理期間について、令和３年

度助成事業分は 17.0 日であり、目標値

を上回る実績をあげている。 
 
○助成先のフォロー・ガバナンス強化 
令和３年度助成事業の全ての助成先

団体に対して進捗状況の確認調査を実

施するなど、事業の実施状況について、

しっかりとフォローを行っている 
 また、助成金の不正受給や不正使用

の防止の観点から、事業完了時の完了

報告におけるチェックに加え、監査部

門と連携したチェック体制を継続する

とともに、不正が明らかになった場合

は機構が団体名等を公表できる旨を、

内定団体向けの事業実施説明動画にお

いて説明するなど、助成先団体に対す

るガバナンス強化が図られている。 
 
○利用者の満足度 
助成事業の成果を測るために、助成

先団体が実施する事業の利用者を対象

に、満足度調査を実施しており、中期

計画の目標値（60%以上）を上回る

66.1%の利用者から最高評価である「と

ても満足」との回答を得ていることか

ら、助成先団体のみならず、助成事業

の利用者からも高い評価を受けている

と言える。 
また、助成先団体に対する調査にお

いて、82.6％の団体から「助成事業を

通じて新たに他団体・関係機関との連
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政策を振興する

上で必要なテー

マに重点化し、

毎年度、国と協

議の上、助成方

針を定め公表す

るとともに、

NPO 等の非営

利法人が実施す

る分野横断的な

事業や他団体と

連携・協働する

事業等を選定す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

策を振興する上

で必要なテーマ

に重点化し、毎年

度、国と協議の

上、助成方針を定

め公表するとと

もに、NPO 等の

非営利法人が実

施する分野横断

的な事業や他団

体と連携・協働す

る事業等を選定

する。 
（関連指標） 

○募集及び採択

実績 

・募集及び採択

の件数・金額 

○募集等に係る

周知実績 

・周知活動回数

（メールマガ

ジン、

Twitter、
Facebook等） 

○他団体との連

携・協働によ

る効果 

・新たに他団体･

関係機関等と

の連携の効果が

あった事業の割

合 

 
 
 
 
 
 
 
 

策を振興する上

で必要なテーマ

に重点化するこ

とに加え、新型コ

ロナウイルス感

染症により顕在

化・深刻化した課

題等にも対応す

ることとし、国と

協議の上、助成方

針を定め、募集要

領等に明記し、広

く公表するとと

もに、NPO 等の

非営利法人が実

施する分野横断

的な事業や他団

体と連携・協働す

る事業等を選定

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点化し、毎年度、国

と協議の上、助成方

針を定め公表する

とともに、NPO 等

の非営利法人が実

施する分野横断的

な事業や他団体と

連携・協働する事業

等を選定している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ほか、事業の発展性が期待できるものについては 2 か年に

わたり採択することや正職員の人件費の一部を対象経費と

するなどの見直しを行った。 
また、新型コロナウイルス感染症により顕在化・深刻化

した課題等に対応する事業については、審査における採点

時に加点することとし、国と協議のうえ「令和 4 年度社会

福祉振興助成事業募集要領」（通常助成事業及びモデル事

業版）を策定し、公表した。 
○ モデル事業では、社会課題が一層複雑化する中、これま

で民間福祉活動団体が培ってきたノウハウや連携体制をも

とに、事業を通じて新たに明らかとなった課題や社会的に

認知が進んでいない課題に対応することを目的とした。令

和 4 年度募集にあたっては、事業評価結果及び審査・評価

委員からの助言を踏まえ、「国や自治体において政策化・

制度化を目指す新たなモデルとなりうる活動であること」

や「通常助成事業と同じ申請内容を複数年継続する事業は

対象外であること」等の要件を引き続き明確化し行った。 
○ 上記に加え、令和 3 年度補正予算にて、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、孤独・孤立に陥る危険性の高い

生活困窮者やひきこもり状態にある者等への支援活動を実

施する団体に対し、助成することとし、国と協議のうえ「令

和 3 年度社会福祉振興助成事業募集要領」（コロナ禍にお

ける生活困窮者及びひきこもり支援に係る民間団体活動助

成事業）を策定し、公表した。 
○ 令和 3 年度助成事業に係る助成実績は、次のとおりであ

る。 
（金額の単位：百万円） 

区 分 
募 集 採 択 交 付 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

地域連携活

動支援事業 
445 2,049 97 425 96 417 

全国・広域

的ネットワ

ーク活動支

援事業 

160 1,062 36 194 36 192 

合 計 605 3,111 133 619 132 609 

上記のうち

モデル事業

（再掲） 

83 671 7 57 7 57 

 
○ 令和 4 年度助成事業及び令和 3 年度補正予算事業に係

る採択実績は、次のとおりである。 

団体活動助成事業）を策定し、募集

及び採択を行った。 
○ 助成事業の選定にあたっては、国

及び審査・評価委員会の了承を得た

うえで公表した募集要領に基づき、

同委員会において審査・採択し、公

正性、客観性及び透明性を確保する

ことができた。 
○ 令和 3 年度助成事業の助成金申

請書の受理から助成決定までの平

均処理期間は、これまで助成先団体

ごとに個別に行っていた交付決定

（助成決定）の事務手続きを見直す

といった業務の効率化により、17.0
日となり、中期計画の目標値（22 日

以内）を上回る実績を上げることが

できた。 
○ 令和 3 年度助成事業の全ての助

成先団体に対して進捗状況の確認

調査を実施し、事業の実施状況につ

いてフォローを行った。 
○ 助成金の不正受給や不正使用の

防止の観点から、完了報告時におけ

るチェックに加え、監査部門との連

携によるチェック体制を継続すると

ともに、不正が明らかになった場合

の対応として、機構が団体名等を公

表できる旨を内定団体向けの事業

実施説明動画において説明するな

ど、助成先団体のガバナンス強化を

図った。 
○ 令和 2 年度助成事業の事後評価

については、審査・評価委員会にお

いて策定した評価方針に基づき、助

成先団体による自己評価、ヒアリン

グ評価、書面評価を重層的に実施し

た。特に、ヒアリング評価にあたっ

ては、助成先団体との対話やスコア

リング評価の手法を用いるなど効

果的かつ効率的に実施するととも

に、委員によるヒアリング評価につ

携等があった」との回答を受けており、

助成事業の実施による着実な波及効果

を確認できた。 
 
○追加対応措置 
令和３年度は、新型コロナウイルス

感染症の影響により、孤独・孤立に陥

る危険性が高い生活困窮者や引きこも

り状態にある者等に対する支援を実施

する団体に対する支援策として、令和

３年度補正予算（令和⒋年度に繰越）

において、事業規模を拡大して助成事

業の募集及び採択を実施するなど、緊

急的な国の政策動向に着実に対応して

いる。 
 
○事後評価 
 令和２年度助成事業の事後評価につ

いては、助成先団体による自己評価、

ヒアリング評価、書面評価を重層的に

実施し、特にヒアリング評価にあたっ

ては、助成先団体との対話やスコアリ

ング評価の手法を用いるなど効果的か

つ効率的に実施し、複数の委員で協議

して評価を決定するなど、評価結果の

精度や客観性の向上に取り組んでいる。 
また、評価結果報告書は公表するだ

けでなく、特に優れた助成事例につい

て、機構ホームページや WAM 助成 e-
ライブラリー等で広く周知に努めてい

る。 
 
○評価 
定量的な目標を達成していることに 

加え、継続して評価手法の改善や優良

事例の周知に努め、また助成事業を通

じて助成団体内外に対して波及する効

果を上げているなど、効果的な助成が

できており、所期の目標を達成してい

ると認められるため、「Ｂ」評価とする。 
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 【令和 4 年度助成事業】     （金額の単位：百万円） 

区 分 
募 集 採 択 

件数 金額 件数 金額 

地域連携活動支援事業 391 1,992 96 442 

全国・広域的ネットワ

ーク活動支援事業 
106 753 27 162 

合 計 497 2,745 123 604 

 
【令和 3 年度補正予算事業】   （金額の単位：百万円） 

区 分 
募 集 採 択 

件数 金額 件数 金額 

地域連携活動支援事業 168 901 53 270 

全国・広域的ネットワ

ーク活動支援事業 
46 489 16 195 

合 計 214 1,390 69 465 

 
○ 令和 4 年度助成事業及び令和 3 年度補正予算事業に係

る募集等の周知実績は、次のとおりである。 

 
  その他、WAM 助成の年間を通じた事業の周知及び利用

促進を図るため、内閣府「NPO ホームページ」への WAM
助成バナーの設置を継続するとともに、WAM 助成募集概

要を取りまとめた説明資料を全国各地の行政機関、社会福

祉協議会、NPO 支援センター等に配布した。 
○ 令和 3 年度助成事業の助成先団体による事業実績（132
事業）のうち、「助成事業を通じて新たに他団体・関係機

関との連携等があった」とする助成先団体が 82.6％（109
事業）、「事業完了後も連携を継続していく見込み」とする

助成先団体が 90.9％（120 事業）との回答を得た。また、

連携にあたっては、行政・社協・大学・企業等の多機関に

広報手段 回数 実績値 
メールマガジン 5 回 登録者約 4,827 件 
ＳＮＳ（Facebook
等） 

19 回 登録者約 2,056 件 

Facebook 広告 148,209 回 表示人数 53,374 名 
HP ｱｸｾｽ数 4,717 回 

募集案内の送付 1 回 送付先 720 件 
募集説明動画の公開 1 回 動画ページアクセ

ス数 3,083 回 
募集説明会（オンラ

イン） 
8 回 参加者 354 名 

新聞広告掲載 2 回 発行部数 50,000 部 
月刊誌掲載 1 回 発行部数 20,000 部 
プレスリリース 2 回 ― 

いては複数の委員で協議して評価

を決定することにより、評価結果の

精度や客観性の向上を図った。 
○ 地域共生社会の実現に向け、中心

的な担い手となる行政との協働並

びに優れた取組みを普及させる目

的で、NPO 法人等による地域の福

祉課題の解決に資するためのWAM
助成シンポジウムをオンラインで開

催した。オンラインで開催したこと

により、前回比約 4.9 倍の参加申し

込みがあり、参加者アンケートにお

いては「良い変化があった」との回

答が 95.2％に達するなど、目的に

沿った結果となった。 
○ 事後評価結果については報告書

として取りまとめ、審査・評価委員

会の了承を得たうえで公表し、特に

優れた助成事例について、機構ホー

ムページや WAM 助成 e-ライブラ

リー等で広く周知した。 
○ 以上のとおり、当該事業において

PDCA サイクルの仕組みを構築し

ており、効果的な資金助成を実現し

ている。助成事業の成果（効果）に

ついては、助成先団体が実施する事

業の利用者（エンドユーザー）を対

象とした満足度調査を実施した結

果、66.1%の利用者から最高評価で

ある「とても満足」との回答を得て

おり、助成先団体のみならず、助成

事業のエンドユーザーに対する高い

効果（満足度）を確認することがで

きた。 
○ また、助成先団体については、令

和3年度助成事業の助成先のうち、

82.6％の団体から「助成事業を通じ

て新たに他団体・関係機関との連携

等があった」との回答があり、助成

事業の実施による波及効果を確認

することができた。 
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（２）助成金申請業

務の効率化によ

り、助成金申請

書の受理から交

付決定までの平

均処理期間の短

縮を図ること。 
なお、効率化

にあたっては、

「IT利活用に係

る基本指針」（平

成 27 年 6 月高

度情報通信ネッ

トワーク社会推

進戦略本部策

定）を踏まえる

こと。 
 
（３）助成先法人等

のコンプライア

ンス確保の観点

から、ガバナンス

強化の支援を充

実させること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）助成金申請業務

の効率化により、

助成金申請書の

受理から交付決

定までの平均処

理期間の短縮を

図る。 
なお、効率化に

あたっては、「IT
利活用に係る基

本指針」（平成 27
年 6 月高度情報

通信ネットワー

ク社会推進戦略

本部策定）を踏ま

えることとする。 
 
 

（３）助成先法人等の

コンプライアン

ス確保の観点か

ら、ガバナンス強

化の支援を充実

させる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）助成金申請業務

の効率化により、

令和 3 年度分助

成金申請書の受

理から交付決定

までの平均処理

期間の短縮を図

る。 
なお、効率化に

あたっては、「IT
利活用に係る基

本指針」（平成 27
年 6 月高度情報

通信ネットワー

ク社会推進戦略

本部策定）を踏ま

えることとする。 
 

（３）助成先法人等の

コンプライアン

ス確保の観点か

ら、ガバナンスの

強化を図るため、

助成先法人等へ

の現地調査、指導

等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○ 助成金申請業務

の効率化により、助

成金申請書の受理

から交付決定まで

の平均処理期間の

短縮を図っている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 助成先法人等の

コンプライアンス

確保の観点から、ガ

バナンス強化の支

援を充実させてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

よる強みを活かした連携や、地域内の行政・企業等との連

携に加えて地域外の支援団体との広域ネットワークを構築

した連携などの事例が見られた。 
 
○ 助成金申請業務については、採択団体別に機構専任担当

者を配置し、細やかな調整事項に対応できる体制を構築し

ていることに加え、内定事務説明動画の作成・配信等によ

り、採択団体が円滑に助成金申請手続きを行えるようにし

た。また、これまで助成先団体ごとに個別に行っていた交

付決定（助成決定）の事務手続きを見直す等の業務の効率

化を図ることにより、助成金申請の受理から交付決定まで

の平均処理期間を 17.0 日とした。 
○ 「IT 利活用に係る基本指針」を踏まえ、応募手続きの

簡素化（応募フォームへの入力方法等の改善）により助成

金申請業務の効率化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、令和 3 年度の

内定団体に対しては、例年集合形式で実施している説明会

に代えて、事業実施に係る説明動画を配信し、事業を適切

に実施するための留意事項や助成先団体として整備すべき

体制などについて説明することにより、ガバナンス強化の

重要性に係る意識づけを行った。 
○ 不正な手段により助成金の交付を受け、他の用途に使用

した場合や、その他規程等に違反する悪質な行為により助

成決定の取消し等を行った場合の公表について、募集要領

に留意事項として明記し、注意喚起を行った。 
○ ガバナンス強化の取組みとして、監査室と連携し、令和

2 年度助成先について、実地監査及び書面による内部監査

を実施した。（実施監査件数：10 件、書面監査件数：20 件） 
○ 令和 3 年度助成先団体に対する進捗状況調査において、

調査票に団体のガバナンス体制に係るチェック項目に加

え、事業の実施体制に係るチェック項目を新たに設け、課

題を抱えている団体等に対しては、適宜、課題解決のため

の相談・助言を実施した。 
 

○ 加えて、令和元年度分助成事業を

対象に助成終了後 1 年半経過後の

時点で「フォローアップ調査」を実

施したところ、助成終了後は資金面

が課題となり事業継続が難しい中、

助成先団体では、 
① 9 割弱が事業を継続しており、

助成時期と同規模以上で継続し

ている事業は 67.0%となってい

る 
② 事業継続の財源は「自己資金」

が 40.9％を占めた 
③ 3 件が行政で制度化又はモデル

事業化につながった 
など、効果的な利用を確認すること

ができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 

特になし。 
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また、助成期

間後の助成先法

人等の活動の発

展・充実に資す

るよう、事後評

価を行うととも

に、事後評価結

果については、

助成先法人等に

対し、適切にフ

ィードバッグし

た上で、次年度

の募集要領等に

反映させるこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）助成事業が円

滑に実施され、

助成先法人等が

行う事業の継

続・発展に繋が

るよう、適切な

相談・助言に努

めること。 
 
 
 
 
 
 

 
また、助成期間

後の助成先法人

等の活動の発展・

充実に資するよ

う、事後評価を行

うとともに、事後

評価結果につい

ては、助成先法人

等に対し、適切に

フィードバッグ

した上で、次年度

の募集要領等に

反映させる。 
（関連指標） 

○期中支援の充

実 

・進捗状況調査等

の実施件数 

○助成先法人等

の活動の発展・

充実 

・助成事業報告会

（WAMセミナ

ー）における満

足度 

 
（４）助成事業が円滑

に実施され、助成

先法人等が行う

事業の継続・発展

に繋がるよう、適

切な相談・助言に

努める。 
（関連指標） 

 ○助成事業の継

続率 

 ・助成事業1年経

過後における事

業継続率（助成

事業と同程度

 
また、助成期間

後の助成先法人

等の活動の発展・

充実に資するよ

う、事後評価を行

うとともに、事後

評価結果につい

ては、助成先法人

等に対し、適切に

フィードバッグ

した上で、次年度

の募集要領等に

反映させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）助成事業が円滑

に実施され、助成

先法人等が行う

事業の継続・発展

に繋がるよう、適

切な相談・助言を

行うとともに、助

成効果の高い優

れた助成事業等

を分かりやすく

可視化し、機構ホ

ームページ等で

広く周知する。 
 

 
○ 助成期間後の助

成先法人等の活動

の発展・充実に資す

るよう、事後評価を

行うとともに、事後

評価結果について

は、助成先法人等に

対し、適切にフィー

ドバッグした上で、

次年度の募集要領

等に反映させてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 助成事業が円滑

に実施され、助成先

法人等が行う事業

の継続・発展に繋が

るよう、適切な相

談・助言に努めてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 令和 2 年度助成事業の事後評価については、審査・評価

委員会において策定した評価方針に基づき、全助成先団体

による自己評価（全 141 件）のうえ、審査・評価委員会又

は機構事務局によるヒアリング評価（27 団体）及び書面

評価（110 団体）を実施した。 
○ 審査・評価委員会又は機構事務局によるヒアリング評価

（27 団体）については、ヒアリング内容を団体に書面で

フィードバックし、優良事例は事業評価報告書に取りまと

めるとともに、ヒアリング等で審査・評価委員から上がっ

た意見を踏まえ、令和 4 年度の募集要領・様式の見直しを

行った。 
○ 事業評価報告書については、審査・評価委員会の意見を

踏まえ、可読性、視認性を高めるため、フォント、レイア

ウトについて、ユニバーサルデザインに配慮した見直しを

行った。併せて、事業評価報告書の更なる充実に向けた取

組みとして、報告書に QR コードを掲載し機構ホームペー

ジと連動させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、令和 4 年度

WAM 助成募集の説明については、例年集合形式で実施し

ている説明会に代えて、募集説明動画を作成・公開すると

ともに、各地域で NPO 法人を支援する中間支援組織を通

じて参加者を募集したオンライン募集説明会を 7 地域（全

国、北海道、東北、関東、東海、関西、九州（2 回））にて

8 回開催し、より多くの NPO 法人等に向けて助成事業の

周知及び相談に対応した。 
○ 助成先からの要望により、効果的な事業実施や事業継続

の体制づくりにつなげることを目的として、研修及び他団

体との情報交換会等を 3 回実施した。 
○ ヒアリング評価等を通して助成先団体の活動を直接確認

し、助成先団体との意見交換を行うとともに、事業の継続、

発展及び改善のための相談・助言を行った。（令和 2 年度
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以上） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヒアリング評価 27 件） 
○ WAM 助成 e-ライブラリー（電子図書館）の更新を行

い、これまでの採択事業 9,411 件分を掲載し、事業開始の

際などに参考となる情報を提供した。また、WAM 助成 e-
ライブラリーでは、事業区分、地域別や助成金額に加え、

キーワードやフリーワードによる検索機能を設定したほ

か、検索方法を分かりやすく提示することにより、利用者

の利便性にも配慮した。 
 

助成事業 1 年経過後における事業継続率

（令和元年度助成先団体へのフォローア

ップ調査結果） 

 
89.3％ 

 
○ 助成事業の成果普及及び利用促進を図るとともに、民間

福祉団体における活動の参考とするため、月刊誌WAM「い

きいきチャレンジ」に掲載された助成事業の概要及び優良

事例を「WAM 助成レポート」として冊子にまとめ、NPO
法人、行政、中間支援組織などへ配布するとともに機構ホ

ームページに掲載した。 
○ 機構が発行している月刊誌のほかに、一般誌においても

助成事業の優良事例紹介を行った。（『広報誌 厚生労働（令

和 3 年 12 月号）』「切れ目ない支援で孤立の解消をめざし

て」） 
○ 地域共生社会の実現に向け、中心的な担い手となる行政

との協働並びに優れた取組みを普及させる目的でNPO法

人等による地域の福祉課題の解決に資するため、WAM 助

成シンポジウム「NPO と行政との協働の現在地～地域共

生社会の実現に向けて～」を令和 3 年 9 月にオンライン

で開催した。オンラインで開催することで集合開催よりも

多くの参加申し込みがあった。（申込人数：933 人 前回

（令和元年度）比約 4.9 倍） 
参加者アンケートでは、シンポジウムに参加して「何ら

かの良い変化があった」とする回答が 95.2％であった。 
○ WAM 助成シンポジウムの開催にあたっては、厚生労働

省より後援名義の使用許可を得るとともに、厚生労働省の

協力のもと市町村あてにメール、また、中間支援組織への

周知に対しては SNS を積極的に活用し、広く一般に参加

を促した。開催後は、再配信を望む声に応え、当日の動画

及び発表資料を掲載し、効果の最大化に努めた。（視聴回

数：1,805 回） 
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（５）助成事業に関

する評価につい

て、以下の指標

を設定する。 
① 助成金申請

書の受理から

交付決定まで

の平均処理期

間を 22 日以

内 と す る こ

と。（第３期中

期目標期間実

績：平均 22.9
日） 

② 助成事業が

対象とした利

用者の満足度

（4 段階評価

のうち最高評

価 の 率 ） を

60％以上とす

ること。（第３

期中期目標期

間実績平均：

59.3％） 
 

 
（５）助成事業に関す

る評価について、

以下の指標の達

成を目指す。 
① 助成金申請

業務の効率化

により、助成金

申請書の受理

から交付決定

までの平均処

理期間を 22日

以内とする。 
 
 
② 助成事業が

対象とした利

用者の満足度

（4 段階評価

のうち最高評

価 の 率 ） を

60％以上とす

る。 

 
（５）助成事業に関す

る評価について、

以下の指標の達

成を目指す。 
① 助成金申請

業務の効率化

により、助成金

申請書の受理

から交付決定

までの平均処

理期間を 22日

以内とする。 
 

 
② 助成事業が

対象とした利

用者の満足度

（4 段階評価

のうち最高評

価 の 率 ） を

60％以上とす

る。 
 

 
 
 
 
 
○ 助成金申請書の

受理から交付決定

までの平均処理期

間について、中期計

画を達成している

か。 
 
 
 
 
○ 助成事業が対象

とした利用者の満

足度が中期計画を

達成しているか。 

 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、例年集合形式

で実施している内定事務説明会に代えて説明動画を作成

し、WAM NET 基盤を活用した連絡システムに掲載する

など、採択団体が円滑に助成金申請手続きを行えるよう支

援した。 
  これにより助成金申請書の受理から交付決定までの平均

処理期間については、17.0 日と目標値（22 日以内）を達

成した。（再掲） 
○ 全助成先を対象とした進捗状況調査において、新型コロ

ナウイルス感染症の影響による事業の進め方についての相

談があった 54 件について、協議、助言等を行った。 
○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、令和 4 年度

WAM 助成募集の説明については、例年集合形式で実施し

ている説明会に代えて、募集説明動画を作成・公開すると
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ともに、各地域で NPO 法人を支援する中間支援組織を通

じて参加者を募集したオンライン募集説明会を 7 地域（全

国、北海道、東北、関東、東海、関西、九州（2 回））にて

8 回開催し、より多くの NPO 法人等に向けて助成事業の

周知及び相談に対応した。（再掲） 
○ 令和 4 年度助成事業の審査にあたり、引き続き、新型コ

ロナウイルス感染症により顕在化・深刻化した課題等に対

応した事業については、採点時に加点することとした。（再

掲） 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、審査評価委

員及び事務局ヒアリングの一部並びに令和3年度WAM助

成シンポジウムについては、オンラインで開催した。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 退職手当共済事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
社会福祉施設職員等退職手当共済法第 18 条 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 9 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 少子高齢化が進展する中、福祉サービスの安定的かつ効率的な提供体制を

構築することは喫緊の課題であり、その担い手である福祉人材の確保が必

要であるため、国において「ニッポン一億総活躍プラン」等の政策方針の

推進に全力を挙げているところであり、社会福祉施設職員等退職手当共済

制度を安定的に運営し、社会福祉施設等に従事する職員の処遇改善を図り、

福祉人材の確保に資する本事業は重要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 793・802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

平均事務処理期間

（計画値） 
42 日以内 － 42 日以内 42 日以内 42 日以内 42 日以内 42 日以内  予算額（千円） 

115,190,065 121,103,262 123,295,310 121,879,937 
 

平均事務処理期間

（実績値） 
－ 36.9 日 41.4 日 39.9 日 41.0 日 35.1 日   決算額（千円） 

111,221,707 114,763,250 116,981,396 117,579,115 
 

達成度 
 

－ － 101.4％ 105.3％ 102.4％ 119.7%   経常費用（千円） 
106,737,381  113,065,967 116,413,744 115,738,194 

 

退職届作成システム

の利用割合（計画値） 
30％以上 － 30％以上 30％以上 30％以上 30％以上 30％以上  経常利益（千円） 

5,186,851 1,404,572 208,701 2,102,927 
 

退職届作成システム

の利用割合（実績値） 
－ 33.7％ 34.6％ 41.4％ 49.4％ 52.4% 

 
  行政コスト（千円） 

－ 116,588,411 118,166,617 118,971,589  

達成度 
 

－ － 115.3％ 138.0％ 164.7％ 174.7%   行政サービス実施コ

スト（千円） 
46,004,964 － － －  

         従事人員数 
 

20.45 人 
20.69 人 

22.00 人 23.26 人 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４ 退職手当共済事

業 
少子高齢化が進展

する中、福祉サービス

の安定的かつ効率的

な提供体制を構築す

ることは喫緊の課題

であり、その担い手で

ある福祉人材の確保

が必要である。「ニッ

ポン一億総活躍プラ

ン」においても、保育・

介護サービスを提供

するための人材確保

に向けた対策が挙げ

られている。   
こうした政策目的

の実現に向けて、退

職手当共済事業で

は、社会福祉施設等

を経営する社会福祉

法人等の相互扶助の

精神に基づき、退職

手当共済制度の安定

的な運営を図ること

により、社会福祉施

設等に従事する職員

の処遇改善を図り、

福祉人材の確保に資

することが必要であ

り、以下の点に留意

してその適正な実施

に努めること。 
 
（１）退職手当金の

給付事務の効率

化により、請求

書の受付から給

４ 退職手当共済事

業 
少子高齢化が進展

する中、福祉サービス

の安定的かつ効率的

な提供体制を構築す

ることは喫 
緊の課題であり、そ

の担い手である福祉

人材の確保が必要で

ある。「ニッポン一億

総活躍プラン」におい

ても、保育・介護サー

ビスを提供するため

の人材確保に向けた

対策が挙げられてい

る。   
こうした国の政策

目的の実現に向けて、

退職手当共済事業で

は、社会福祉施設等を

経営する社会福祉法

人等の相互扶助の精

神に基づき、退職手当

共済制度の安定的な

運営を図ることによ

り、社会福祉施設等に

従事する職員の処遇

改善を図り、福祉人材

の確保に資すること

が必要であり、以下の

点に留意してその適

正な実施に努める。 
 

（１）退職手当金支給

に係る事務処理

の効率化を図る

ことにより、請求

４ 退職手当共済事

業 
退職手当共済事業

については、社会福祉

施設等を経営する社

会福祉法人等の相互

扶助の精神に基づき、

退職手当共済制度の

安定的な運営を図る

ことにより、社会福祉

施設等に従事する職

員の処遇改善を図り、

福祉人材の確保に資

することが必要であ

り、以下の点に留意し

てその適正な実施に

努める。 
なお、当該事業にお

ける被共済職員数、退

職手当金支給者数、

退職手当金支給額及

び単位掛金額を次の

とおり見込む。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）退職手当金支給

に係る事務処理

の効率化を図る

ことにより、請求

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間に

おいて請求書の受

付から給付までの

平均処理期間を 42
日以内とする。 

 

② 退職届作成シス

テムの利用割合を

毎年度 30％以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 退職手当金支給

に係る事務処理の

効率化を図ること

により、請求書の受

＜主要な業務実績＞ 
① 請求書の受付から給付までの平均処理期間は、

35.1 日となった。 

 
 
 
 
② 退職届作成システムの利用割合は、52.4％となっ

た。 
 
（実績） 

区  分 令和 3 事業年度 

4 月 1 日現在の被共済職員数 

退職手当金支給者数 

退職手当金支給額 

単位掛金額 

885,688 人 
75,467 人 

115,085,648 千円 
44,500 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 令和 3 年度においては、令和 2 年度における新

型コロナウイルス感染症拡大への対応経験を踏ま

え、退職手当金の支給に係る処理体制の更なる強化

を図るため、次の取組みを行った。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ 令和 3 年度においては、令和 2 年度に

おける新型コロナウイルス感染症拡大へ

の対応経験を踏まえ、支給事務手続きフ

ローの全てを検証し、各手順の徹底的な

見直しを実施したうえで令和2年度に試

行した外部業務委託を本格実施するとと

もに、業務委託業者及びデータ入力業者

と緊密に連携して週単位の処理目標の管

理を徹底するなど、処理体制の更なる強

化を図った。 
  こうした取組みの結果、請求書の受付

から給付までの平均処理期間は、35.1 日

となり、中期目標に定められた目標値（42
日以内）を大幅に上回る実績を上げるこ

とができた。 
○ 利用者アンケートの結果を踏まえ、共

済契約者の退職届作成システムの認知を

高めるため、利用促進のためのチラシに

ついて、利用することのメリットを強調

したデザインに変更するとともに、実際

に利用しているお客様の意見を新たに掲

載するなどの改訂をし、、退職共済電子

届出システムの利用依頼文書と合わせ

て、共済契約者あてに送付した。 
  また、各種手続きに係る共済契約者あ

ての電話照会や文書送付の際に、退職届

作成システムの利用案内を行うととも

に、WAM NET 基盤のメール一括配信機

能を活用し、退職共済電子届出システム

利用者（ID 保有者）あてに退職届作成

システムの利用案内を送信し、システム

利用によるメリットや利便性等を周知し

た。 
  加えて、全国社会福祉法人経営者協議

会を通じて、社会福祉法人あての制度周

知及び退職共済電子届出システムの利用

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
○平均処理期間の短縮 
請求書の受付から給付までの平均処理

期間の短縮を図るため、退職手当金支給

事務フローについて、各手順を徹底的に

検証し、 
・事務処理の一部に業務委託を導入、 
・データ入力業者、業務委託業者、機構 
の間で目標管理の徹底など緊密に連携

し、事務処理の体制を強化、 
等を行ったことで、本中期目標設定時と

比較して 35.1 日という中期目標に定め

られた目標値（42 日以内）を上回る処理

期間での処理を行っている。 
 
○退職届作成システムの利用促進 
共済契約者の負担を軽減するため、退

職届作成システムについて、 
・利用促進のためのチラシについて、メ 
リットを強調したデザインへの変更及び 
利用者の意見を掲載、 
・利便性や操作方法を簡潔にまとめたチ 
ラシを作成し、退職共済電子届出システ 
ムの利用依頼文書と合わせて共済契約 
者へ送付、 

等の取り組みを実施した結果、中期目標

（システム利用率30％以上）を大きく上

回る 52.4％の実績を上げた。 

 
○制度周知 
共済契約者、被共済職員等に対して

は、 
・新型コロナウイルス感染症や災害等で

掛金納付期限の延長など緊急対応が必

要な場合の手続き案内について、迅速か

つ詳細に機構ホームページに掲載、 



- 42 - 
 

付までの平均処

理期間の短縮を

図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者の手続

面での利便性の

向上及び負担の

軽減を図るた

め、提出書類の

簡素化等に努め

るとともに、退職

届作成システム

の利用を促進す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）社会福祉施設

書の受付から給

付までの平均処

理期間の短縮を

図る。 
（関連指標） 

○退職手当金支

給実績 

・退職手当金支給

件数・金額 

 
 
 
 
（２）利用者の手続面

での利便性の向

上及び負担の軽

減を図るため、利

用者の意向を踏

まえ、提出書類の

電子化及び簡素

化等を進めると

ともに、退職届作

成システムの利

用を促進する。 
（関連指標） 

○電子化の推進

実績 

・電子届出システ

ム利用率 

○利用者の事務

負担軽減の取

組実績 

・電子届出システ

ム利用者満足

度 

・掛金納付対象職

員届処理に係

るエラー発生率

の減少度 

 
（３）社会福祉施設等

書の受付から給

付までの平均処

理期間の短縮を

図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）利用者の手続面

での利便性の向

上及び負担の軽

減を図るため、ア

ンケート調査等

により把握した

利用者の意向を

踏まえ、ICTの活

用を進めるとと

もに、退職届作成

システムの活用

について周知し、

利用の促進を図

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）社会福祉施設等

付から給付までの

平均処理期間の短

縮を図っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者の意向を

踏まえ、提出書類の

電子化及び簡素化

等を進めるととも

に、退職届作成シス

テムの利用を促進

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 社会福祉施設等

a 支給事務手続きフローの全てを検証し、各工程

を細分化したうえで、確実性を確保しつつ、効率

性の観点から各手順の徹底的な見直しを実施 
b 各手順の重要度及び難易度を踏まえて委託が可

能な工程を洗い出したうえで、令和 2年度に試行

した外部業務委託を本格実施 
c 業務委託業者及びデータ入力業者と緊密に連携

し、請求書の受理状況と過去の動向から想定され

る先々の業務量を共有するとともに、週単位で処

理目標を設定し、その管理を徹底 
○ こうした取組みの結果、請求書の受付から給付ま

での平均処理期間は、35.1 日となった。 

 

○ 退職届作成システムの利用を促進するため、次の

取組みを行った。 
a 利用者アンケートの結果、共済契約者の退職届

作成システムの認知が依然として十分といえない

ことが確認できたため、利用促進のためのチラシ

について、利用することのメリットを強調したデ

ザインに変更するとともに、実際に利用している

お客様の意見を新たに掲載するなどの改訂を行

い、退職共済電子届出システムの利用依頼文書と

合わせて、共済契約者あてに送付した。 
b 各種手続きに係る共済契約者あての電話照会や

文書送付の際に、退職届作成システムの利用案内

を行った。 
c WAM NET 基盤のメール一括配信機能を活用

し、退職共済電子届出システム利用者（ID 保有

者）あてに退職届作成システムの利用案内を送信

し、システム利用によるメリットや利便性等を周

知した。 
d 全国社会福祉法人経営者協議会を通じて、社会

福祉法人あての制度周知に加え、退職共済電子届

出システムの利用促進について依頼を行った。 
e 退職共済電子届出システム未利用者あてに、シ

ステムの案内を送付した。 
○ こうした取組みの結果、退職届作成システムの利

用率は、52.4％となった。 
 
 
○ 退職手当共済制度を幅広く周知するため、次の取

促進について依頼するとともに、退職共

済電子届出システム未利用者あてにシス

テムの案内を送付するなど電子届出シス

テムの利用拡大に努めた。 
  こうした取組みの結果、退職届作成シ

ステムの利用率は 52.4％となり、中期目

標値に定められた目標値（30％以上）を

大きく上回る実績を上げることが出来

た。 
○ 新型コロナウイルス感染症や災害な

ど、緊急対応が必要なものは、手続きの

案内を迅速かつ詳細に機構ホームページ

に掲載するとともに、WAM NET 基盤の

メール一括配信機能での案内を行った。

また、機構ホームページに掲載している

制度マニュアルについて、よりわかりや

すいものとなるよう見直しを行うととも

に、機構ホームページについて、利用者

（共済契約者、被共済職員、退職者、一

般国民）が見やすく、わかりやすい情報

提供となるように全面刷新を行った。 
  都道府県等との連携においては、各都

道府県ホームページとの相互リンクの状

況を総点検のうえ、相互リンクがない都

道府県と協議を行い、都道府県ホームペ

ージから退職手当共済事業へのリンクを

新たに設けることでの幅広い制度周知を

行った。 
  さらに、これまで行ってきた福祉専門

職養成校協会との連携に加え、介護・福

祉系の大学、専門学校に対しても退職手

当共済事業を広報することにより、学生

への制度周知の強化を図った。 
  こうした取組みの結果、加入職員は

885,688 人となり、前年度 874,997 人か

ら 10,691 人増加した。 
○ 電子届出システム利用者アンケート結

果では、利用者の 97.2％から「職員の安

定的な確保に貢献している」との回答を

得た。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受

・機構ホームページに掲載している制度

マニュアルについて、よりわかりやすい

ものとなるよう全面刷新、 
等を実施し、制度を利用するに当たって

の利便性の向上に取り組んでいる。 
 また、新規制度加入者の増加への取組

として、 
・退職手当共済制度に係る都道府県ホー

ムページとの相互リンクの強化、 
・一般社団法人日本ソーシャルワーク教 
育学校連盟を通じた制度周知に加え、新 
たに介護・福祉系の大学や専門学校に対 
して本制度の広報の実施、 
等による制度周知を実施したことによ

り、制度加入職員は、885,688 人となり、

前年度 874,997 人と比べ、10,691 人増

加し、制度運営の安定化に努めている。 
 
○新型コロナウイルス感染拡大への対応 
新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、資金繰りが悪化し掛金を納付期限ま

で納付することが困難な共済契約者につ

いては、昨年度に引き続き、納付期限の

延長が可能となる配慮を行っている。 
また、新型コロナウイルス感染症対策

の基本方針に基づき、共済契約者が実施

した出勤調整について、業務に従事した

日として取り扱う措置を講じている。 
 
○評価 
新型コロナウイルス感染症の影響を受 

けた中でも必要な対策を講じているこ

と、退職手当金支給までの平均処理期間

の短縮や退職届作成システムの利用促進

により、共済契約者の事務負担の軽減に

努めた結果、年度計画に定める２つの指

標について、目標値をいずれも上回る結

果（達成度平均 147.2％）となっている

こと、幅広い制度周知により事業の増進

に繋がる取り組みをしていることを総合

的に勘案し「Ａ」評価とする。 
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等に従事する職

員の処遇改善を

図り、福祉人材

の確保に資する

ため、都道府県

等と連携し、退

職手当共済制度

を広く周知する

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）退職手当共済

事業に関する評

価について、以

下の指標を設定

する。 
① 請求書の受

付から給付ま

での平均処理

期間を中期目

標期間におい

に従事する職員

の処遇改善を図

り、福祉人材の確

保に資するため、

都道府県等と連

携し、退職手当共

済制度を広く周

知する。 
（関連指標） 

○退職手当共済

制度の周知実

績 

・都道府県等と連

携し周知した実

績 

・加入職員数 

・新規加入職員数 

・共済契約者への

アンケートによ

る福祉人材確

保の貢献度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）退職手当共済事

業に関する評価

について、以下の

指標の達成を目

指す。 
① 請求書の受

付から給付ま

での平均処理

期間を中期目

標期間におい

に従事する職員

の処遇改善を図

り、福祉人材の確

保に資するため、

都道府県等と連

携し、退職手当共

済制度を広く周

知する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）退職手当共済事

業に関する評価

について、以下の

指標の達成を目

指す。 
① 請求書の受

付から給付ま

での平均処理

期間を 42日以

内とする。 

に従事する職員の

処遇改善を図り、福

祉人材の確保に資

するため、都道府県

等と連携し、退職手

当共済制度を広く

周知しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 請求書の受付か

ら給付までの平均

処理期間について、

中期計画を達成し

ているか。 

組みを行った。 
a 新型コロナウイルス感染症や災害など、緊急対

応が必要なものは、手続きの案内を迅速かつ詳細

に機構ホームページに掲載するとともに、WAM 
NET 基盤のメール一括配信機構での案内を行っ

た。また、機構ホームページに掲載している制度

マニュアルについて、よりわかりやすいものとな

るよう見直しを行った。 
b 機構ホームページについて、利用者（共済契約

者、被共済職員、退職者、一般国民）が見やすく、

わかりやすい情報提供となるように全面刷新を行

った。 
c 各都道府県ホームページとの相互リンクの状況

を総点検のうえ、相互リンクがない都道府県と協

議を行い、都道府県ホームページから退職手当共

済事業へのリンクを新たに設けることで、幅広く

制度周知を行った。 
d 福祉専門職の養成校協会と連携し、福祉専門職

養成校に在籍する教員・学生への制度周知のた

め、一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校

連盟に対し、加盟校への制度説明チラシの配布を

依頼した。さらに、介護・福祉系の大学、専門学

校に対しても退職手当共済事業を広報すること

で、学生への制度周知の強化を図った。 
e 福祉医療貸付事業が主催する「福祉医療貸付事

業行政担当者説明会（動画説明）」において管内

の法人への周知依頼を行った。 
○ 電子届出システム利用者アンケート結果では、利

用者の 97.2％から「職員の安定的な確保に貢献し

ている」との回答を得た。 
 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 

け、資金繰りが悪化した共済契約者につ

いては、厚生労働省と協議のうえ、掛金

の納付期限を延長する措置を講じた。 
また、新型コロナウイルス感染症対策

の基本方針に基づき、共済契約者が実施

した出勤調整について、厚生労働省と協

議のうえ、業務に従事した日として取り

扱う措置を講じた。 
○ 以上のとおり、退職手当金支給までの

平均処理期間の目標値（難易度：高）を

上回るとともに、電子届出システムの利

用促進により、共済契約者の事務負担の

軽減に努め、退職届作成システムの利用

割合については 120％を超える達成度と

なり、計画を大幅に上回る実績（達成度

平均 147.2％）を上げることができた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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て 42 日以内

とすること。

（マイナンバ

ー制度導入後

（平成 27 年

度及び平成28
年度）実績平

均：42.1 日） 
②  退職届作

成システムの

利用を促進

し、利用割合

を 毎 年 度

30％以上と

すること。（第

３期中期目

標期間実績

平 均 ：

27.5％） 
 

て 42 日以内と

する。 
 
 
 
 
 
 

② 退職届作成

システムの利

用を促進し、利

用割合を毎年

度 30％以上と

する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

② 退職届作成

システムの利

用を促進し、利

用割合を 30％
以上とする。 

 

なお、退職手当金

の支給原資のうち、

国及び地方公共団

体の補助金等の予

算制約が生じた場

合は、当該事情を考

慮する。 
 
○ 退職届作成シス

テムの利用割合に

ついて、中期計画を

達成しているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した

業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、資金繰

りの悪化などにより掛金の期限内の納付が困難な場

合は、共済法第 16 条第 2 項に規定する「災害その

他やむを得ない理由」に該当することから、厚生労

働省と協議し、共済契約者に掛金納付期限の延長手

続きの周知を行うとともに、延長申請のあった 30
法人について、内容審査のうえ掛金の納付期限を延

長した。 
○ 新型コロナウイルス感染症対策本部が決定した

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」（令

和 2 年 2 月 25 日）の中で、発熱や子の保育等に関

する出勤の取扱い方が示されたこと、また、令和 2
年 4 月 7 日の緊急事態宣言においても、感染拡大

防止のための出勤調整に努めるように示されている

ことを踏まえ、厚生労働省と協議し、共済契約者が

これらの基準に則して行った出勤調整については、

昨年度に引き続き業務に従事した日として取り扱う

こととした。 
○ 上記の対策については、WAM NET 基盤のメー

ル一括配信機能を利用して効率的な情報発信を行
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うとともに、機構ホームページに掲載して周知した。 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ 心身障害者扶養保険事業 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅸ－1－1 障害者の地域における生活を総合的に支援するため、障害者の生活の場、働く

場や地域における支援体制を整備すること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 10 号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 801・848 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

周知・広報活動回

数（計画値） 
15 回以上 － 15 回以上 15 回以上 15 回以上 15 回以上 15 回以上  予算額（千円） 

32,003,111 31,301,911 31,648,550 31,950,926 
 

周知・広報活動回

数（実績値） 
－ 14 回 16 回 17 回 16 回 16 回   決算額（千円） 

32,888,186 33,156,600 33,509,232 33,582,287 
 

達成率 
 

－ － 106.7％ 113.3％ 106.7％ 106.7％   経常費用（千円） 
21,314,240 22,638,902 21,712,630 21,835,522 

 

 
 

        経常利益（千円） 
△ 709,740 △3,454,267 2,698,291 △1,312,287 

 

 
 

        行政コスト（千円） 
－ 22,735,302 21,712,630 21,835,522  

         行政サービス実施コ

スト（千円） 
813,873 － － －  

 
 

        従事人員数 
6.28 人 6.28 人 5.66 人 6.63 人  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ５ 心身障害者扶養

保険事業 
心身障害者扶養保

険事業（以下「扶養保

険事業」という。）に

ついては、地方公共

団体が実施する心身

障害者扶養共済制度

（以下「扶養共済制

度」という。）によっ

て地方公共団体が加

入者に対して負う共

済責任を保険する事

業に関する業務を安

定的に運営すること

により、心身障害者

の保護者の不安を解

消し、保護者死亡後

の心身障害者の生活

安定に寄与すること

を目的とし、以下の

点に特に留意してそ

の適正な実施及び繰

越欠損金の発生防止

に努めること。 
なお、扶養共済制

度に関し、国において

は、その安定的な運

営を図り、将来にわた

り障害者に対する年

金給付を確実に行う

ため、平成 19 年度末

までに加入した者の

積立不足に対応し、

機構が定期的に行う

扶養共済制度の長期

的な財政状況の検証

を踏まえ、毎年度予

５ 心身障害者扶養

保険事業 
心身障害者扶養保

険事業（以下「扶養保

険事業」という。）に

ついては、地方公共団

体が実施する心身障

害者扶養共済制度

（以下「扶養共済制

度」という。）によっ

て地方公共団体が加

入者に対して負う共

済責任を保険する事

業に関する業務を安

定的に運営すること

により、心身障害者の

保護者の不安を解消

し、保護者死亡後の心

身障害者の生活安定

に寄与することを目

的とし、以下の点に特

に留意してその適正

な実施及び繰越欠損

金の発生防止に努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５ 心身障害者扶養

保険事業 
心身障害者扶養保

険事業（以下「扶養保

険事業」という。）に

ついては、地方公共団

体が実施する心身障

害者扶養共済制度に

よって地方公共団体

が加入者に対して負

う共済責任を保険す

る事業に関する業務

を安定的に運営する

ことにより、心身障害

者の保護者の不安を

解消し、保護者死亡後

の心身障害者の生活

安定に寄与すること

を目的とし、以下の点

に特に留意してその

適正な実施及び繰越

欠損金の発生防止に

努める。 
なお、当該事業にお

ける新規加入者数そ

の他を次のとおり見

込む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
① 国、地方公共団

体及び関係団体等

との連携・協力によ

る周知・広報活動を

毎年度 15回以上行

う。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 心身障害者及びその保護者に必要な情報がいきわたるよう、

国、地方公共団体及び関係団体等との連携・協力による周知・

広報活動を 16 回行った。 
 
 
 
 
（実績） 

区  分 令和 3 事業年度 

新規加入者数 

新規年金受給者数 

保険対象加入者数 

年金給付保険金支払対象障害者数 

死亡・障害保険金額 

年金給付保険金額 

1,009 人 
2,120 人 

58,281 人 
58,639 人 

7,172,200 千円 
14,197,480 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 扶養保険事業の安定的な運営を

図り、将来にわたり障害者に対する

年金給付を確実に行うため、令和 2
年度の決算を踏まえ、財務状況検

討会で財務状況の検証を行い、検

証結果を取りまとめた。取りまとめ

た報告書により、厚生労働省、事業

の実施主体である地方公共団体及

び障害者関係団体へ報告するとと

もに、加入者等に対して機構ホーム

ページにおいて公表することによ

り、事業の透明性を確保した。 
○ 新型コロナウイルスの感染拡大

防止の観点から、事務担当者会議

については書面開催としたが、従来

と同様に機構と地方公共団体並び

に地方公共団体相互間での情報交

換・意見交換が円滑に行われるよ

う、事前に地方公共団体から質問

事項、情報交換事項等を募り、事項

別に整理したうえ、国とも連携して

回答を作成することに加え、情報交

換事項については、項目別に地方公

共団体の対応状況等を調査し、結

果をとりまとめ情報提供すること

により、扶養保険事業の運営上の課

題把握及び解消に努めるなど、地方

公共団体の事務処理が適切になさ

れるようきめ細かに対応した。 
さらに、地方公共団体の円滑な事

務処理のため、機構の自主的な対応

として、機構と地方公共団体の加入

者名簿内容の照合、加入者現況確

認調査を行うとともに、心身障害

者、加入者等の利益の確保及び地

方公共団体の的確な事務処理の実

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○事業の安定的な運営 
扶養保険事業の安定的な運営を

図るため、平成 13 年度以降毎年度、

外部有識者で構成される「心身障害

者扶養保険事業財務状況検討会」に

おいて、心身障害者扶養保険財政将

来予測を実施している。令和３年度

においては、直近の令和２年度決算

データに基づき、将来予測を行った。

その検証結果については、報告書と

してとりまとめ、厚生労働省、都道

府県、指定都市へ報告するとともに、

障害者団体へ説明、機構ホームペー

ジにおいて公表している。 
 
○資金の運用 
扶養保険資金の運用については、

資産運用の外部専門家で構成される

「心身障害者扶養保険資産運用委

員会」の議を経たうえで策定した「心

身障害者扶養保険資金の運用に関

する基本方針」において定められた

基本ポートフォリオに基づき運用

し、運用環境などの検証を行ってい

る。また、令和３年度においては、

資産ごとに概ねベンチマーク収益率

を確保するとともに、資産合計で

1.62％の運用利回りを確保してい

る。 
 
○リスク管理 
運用におけるリスク管理について

は、毎月、運用受託機関からの報告

に基づき、資産全体の資産構成割合

と基本ポートフォリオとの乖離状況
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算編成を経て必要な

財政支援措置を各地

方公共団体とともに

講ずることとし、機構

は、上記の国・地方公

共団体による財政措

置を踏まえ、資金の

安全かつ効率的な運

用に努めること。 
 
（１）財政状況の検  

  証 
扶養保険事業

の安定的な運営

を図り、将来に

わたり障害者に

対する年金給付

を確実に行うた

め、毎年度、扶養

保険事業の財政

状況を検証する

とともに、加入

者等に対し公表

すること。 
なお、国におい

ては少なくとも

5 年ごとに保険

料水準等の見直

しを行うことと

していることか

ら、機構は基礎

数値等見直しに

必要な情報を提

供するとともに、

将来的に当該事

業の安定的な運

営に支障が見込

まれる場合には、

厚生労働大臣に

対しその旨を申

し出ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）財政状況の検 
  証 

扶養保険事業

の安定的な運営

を図り、将来にわ

たり障害者に対

する年金給付を

確実に行うため、

毎年度、扶養保

険事業の財政状

況を検証すると

ともに、加入者等

に対し公表する。 
なお、検証の結

果は、厚生労働省

に報告するとと

もに、将来的に当

該事業の安定的

な運営に支障が

見込まれる場合

には、厚生労働大

臣に対しその旨

を申し出る。 
（関連指標） 

○心身障害者扶養 

保険事業実績 

・新規加入者数 

・新規年金受給者 

 数 

・保険対象加入者 

 数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）財政状況の検 
  証 

令和 2 年度の

決算を踏まえ、心

身障害者扶養保

険事業財務状況

検討会（以下「財

務状況検討会」と

いう。）で財務状

況の検証を行い、

検証結果を報告

書に取りまとめ、

厚生労働省へ報

告するとともに、

機構ホームペー

ジで公表するな

ど関係者に対し

広く周知する。 
なお、検証の結

果、将来的に当該

事業の安定的な

運営に支障が見

込まれる場合に

は、厚生労働大臣

に対しその旨を

申し出る。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 毎年度、扶養保

険事業の財政状況

を検証するととも

に、加入者等に対し

公表しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 財務状況検討会を 11 月に開催し、令和 2 年度決算に基づ

く扶養保険事業の財務状況の検証及び将来予測に関する報告

書を取りまとめ、厚生労働省、地方公共団体及び障害者関係

団体に報告するとともに、機構ホームページでの公表を実施

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施について指導を行い、管理状況の

ばらつきや事務の停滞を防止する

など、地方公共団体の事務処理の

標準化を図った。 
○ 心身障害者及びその保護者に必

要な情報がいきわたるよう、国、地

方公共団体及び関係団体等との連

携・協力により、周知・広報活動を

16 回行い、年度計画に定める目標

値（15 回）を上回ることができた。 
○ 扶養保険資金の運用については、

長期的な観点から安全かつ効率的

に行うため、11 月に開催した資産

運用委員会で、扶養保険資金の基

本方針（基本ポートフォリオを含

む）の見直しの検討や、現行の基本

ポートフォリオについて、想定した

運用環境が現実から乖離していな

いかなどの議論を行った結果、乖離

許容幅が他機関と比べやや大きい

ため、見直しを図る（国内債券 8%、

国内株式 4%、外国債券 2%、外国

株式 4%とする）ことで意見が一致

し、その旨をガバナンス委員会に報

告した。 
また、扶養保険資産の資産構成

割合については、基本ポートフォリ

オとの乖離許容幅内に収まるよう、

毎月管理を行った。 
  運用利回りについては、資産ごと

に概ねベンチマーク収益率を確保

するとともに、資産合計で 1.62%
の運用利回りを確保した。 

○ 新型コロナウイルス感染症への

対策として、制度の周知・広報活動

について、従来は関係団体等が開催

する大会等への参加を中心に実施

していたが、新型コロナウイルス感

染症の拡大防止の観点から開催が

控えられていたため、令和 2 年度

の取組みに加え、障害福祉サービス

を確認している。 
 
○基本方針 
心身障害者扶養保険資金の運用

に関する基本方針については、機構

ホームページにおいて公表するとと

もに、外部有識者からなる資産運用

委員会で検証を行っている。 
 
○運用実績 
生命保険契約における運用実績に

ついては、生命保険会社の決算に係

る経営指標等を整理し、運用実績等

の分析方法や着眼点等について、コ

ンサルタントと意見交換を行ってい

る。また、その結果を踏まえ、令和

２年度決算について、財務状況検討

会においても検証している。 
 
○地方公共団体との連携 
障害者及びその保護者に対するサ

ービスの向上を図るため、地方公共

団体の事務担当者会議を開催し、扶

養保険事業の運営上の課題把握及

び解消に努めるなど、地方公共団体

と相互の事務処理が適切になされる

ようきめ細かに対応している。 
また、事務担当者会議は書面開催と

し、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止を踏まえた対応をしてい

る。 
 
○周知・広報活動 
心身障害者及保護者に必要な情

報がいきわたるよう、国、地方公共

団体及び関係団体等との連携・協力

による周知・広報活動を令和３年度

は 16 回行い、達成目標 15 回を上

回っている。 
なお、制度の周知・広報活動につ

いては、関係団体へのパンフレット
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（２）扶養保険資金 
の運用 
① 基本的考え 
 方 

扶養保険資

金の運用につ

いては、資金

の特性を十分

に踏まえ、長

期的な観点か

ら安全かつ効

率的に行うこ

とにより、将

来にわたって

扶養保険事業

の運営の安定

に資すること

を目的として

行うこととし、

運用に関する

基本方針（長

期的に維持す

べき資産構成

割合（以下「基

本ポートフォ

リオ」という。）

を含む。）を定

め、これに基づ

き管理を行う

こと。 
 
 
 
 
 

・年金給付保険金 

支払対象障害者 

数 

・年金給付保険金 

 額 

 
（２）扶養保険資金 

の運用 
① 基本的考え 
 方 

扶養保険資

金の運用につ

いては、資金の

特性を十分に

踏まえ、厚生労

働大臣の認可

を受けた金銭

信託契約に基

づき、長期的な

観点から安全

かつ効率的に

行うことによ

り、将来にわた

って扶養保険

事業の運営の

安定に資する

ことを目的と

して行うこと

とし、運用に関

する基本方針

（長期的に維

持すべき資産

構成割合（以

下「基本ポート

フォリオ」とい

う。）を含む。）

を、心身障害者

扶養保険資産

運 用 委 員 会

（資産運用に

精通した外部

 
 
 
 
 
 
（２）扶養保険資金 

の運用 
① 基本的考え 
 方 

扶養保険資

金の運用につ

いては、資金の

特性を十分に

踏まえ、厚生労

働大臣の認可

を受けた金銭

信託契約に基

づき、長期的な

観点から安全

かつ効率的に

行うことによ

り、将来にわた

って扶養保険

事業の運営の

安定に資する

ことを目的と

して行うこと

とし、運用に関

する基本方針

（長期的に維

持すべき資産

構成割合（以

下「基本ポート

フォリオ」とい

う。）を含む。）

を、心身障害者

扶養保険資産

運 用 委 員 会

（資産運用に

精通した外部

 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険資金の

運用については、長

期的に維持すべき

資産構成割合（以

下「基本ポートフォ

リオ」という。）を

含む運用に関する

基本方針を心身障

害者扶養保険資産

運用委員会の議を

経た上で策定し、長

期的な観点から安

全かつ効率的な運

用を行っているか。 
 
 
○ 各資産ともパッ

シブ運用を中心と

して、各年度におい

て、各資産のベンチ

マーク収益率を確

保するよう努める

とともに、中期目標

期間においても各

資産のベンチマー

ク収益率を確保し

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○ 心身障害者扶養保険資産運用委員会の議を経たうえで策定

した扶養保険資金の運用に関する基本方針に基づき、安全か

つ効率的な運用を行った。また、その運用状況については、

定期的に経営企画会議及びガバナンス委員会に報告した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 各資産ともパッシブ運用を実施し、概ね資産ごとのベンチ

マーク収益率を確保することができた。また、運用実績につ

いては、定期的に経営企画会議及びガバナンス委員会に報告

した。 
 
［令和 3 年 4 月～令和 4 年 3 月（年率）］ 

区分 
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ 

収益率 
運用実績 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ差 

有
価
証
券 

国内 
債券 ▲1.22% ▲1.20% 0.01% 
株式 1.99% 2.20% 0.21% 

外国 
債券 1.96% 1.96% 0.00% 
株式 22.96% 22.71% ▲0.24% 

※各資産の運用実績は時間加重収益率 
 
（参考） 

区分 運用実績 

資 産 全 体 1.62% 
※資産全体の運用実績は修正総合利回り 

 
 
 

事業所における制度広報用ポスタ

ーの掲示依頼、関係団体内ネットワ

ーク（Facebook）の活用した制度

案内、雑誌等への記事掲載、特別支

援学校在校生及び関係団体へのパ

ンフレット配布、WAM NET 会員

向けメールマガジンによる制度案

内等を中心とした、非対面かつ効果

的な周知・広報活動を実施した。 
さらに、新型コロナウイルスの感

染の拡大防止の観点から、事務担

当者会議については令和 2 年度に

引き続き書面方式で開催した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

配布、WAM NET の制度概要ページ

のリニューアル及び各地方公共団体

のホームページとの相互リンク等を

中心とするなど、例年行っていた関

係団体等が開催する大会等への参加

による周知・広報活動ではなく、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止を踏まえた対応をしている。 
また、令和３年度では、従前の取組

に加え、障害福祉サービス事業所に

おける制度広報用ポスターの掲示依

頼を始め、様々な方法で周知・広報

活動に取り組んでいる。 
 
○評価 
所期の目標を達成していると認め

られるため、「Ｂ」評価とする。 
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また、各資

産ともパッシ

ブ運用を中心

として、各年

度における各

資産のベンチ

マーク収益率

を確保するよ

う努めるとと

もに、中期目

標期間におい

ても各資産の

ベンチマーク

収益率を確保

すること。 
② 運用におけ

るリスク管理 
扶養保険資

金については、

分散投資によ

る運用を行う

とともに、運

用に伴う各種

リスクの管理

を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 

専門家により

構成される組

織をいう。以下

「資産運用委

員会」という。）

の議を経た上

で策定し、これ

に基づき適切

に管理する。 
また、各資産

ともパッシブ

運用を中心と

して、各年度に

おける各資産

のベンチマー

ク収益率を確

保するよう努

めるとともに、

中期目標期間

においても各

資産のベンチ

マーク収益率

を確保するこ

ととする。 
② 運用におけ

るリスク管理 
リターン・リ

スク等の特性

が異なる複数

の資産に分散

投資すること

をリスク管理

の基本とし、運

用に伴う以下

のリスクの管

理を適切に行

う。 
 
・ 基本ポー

トフォリオ

を適切に管

専門家により

構成される組

織をいう。以下

「資産運用委

員会」という。）

の議を経た上

で策定し、これ

に基づき適切

に管理する。 
また、各資産

ともパッシブ

運用を中心と

し、各資産のベ

ンチマーク収

益率を確保す

るよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 運用におけ 
るリスク管理 
基本ポート

フォリオを適

切に管理する

ため、資産全体

の資産構成割

合と基本ポー

トフォリオと

の乖離状況を

少なくとも月1
回把握すると

ともに、必要な

措置を講じる。 
扶養保険資

金について、運

用受託機関へ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 資産全体の資産

構成割合と基本ポ

ートフォリオとの

乖離状況を少なく

とも毎月 1 回把握

し、必要な措置を講

じているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 毎月、資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの

乖離状況を把握し、あらかじめ設定した乖離許容幅内に収ま

るよう管理を行った。また、乖離状況については、定期的に

経営企画会議及びガバナンス委員会に報告した。 
なお、乖離幅は次のとおりである。 

［令和 4 年 3 月末］ 

区分 

基本 

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 

（乖離許容幅） 

実績 乖離幅 

有
価
証
券 

国内 

債券 
74.5% 

（±8%） 71.9% ▲2.6% 

株式 
8.5% 

（±5%） 9.6% 1.1% 

外国 

債券 
8.5% 

（±5%） 7.8% ▲0.7% 

株式 
8.5% 

（±5%） 10.7% 2.2% 
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理するため、

資産全体の

資産構成割

合と基本ポ

ートフォリ

オとの乖離

状況を少な

くとも月 1
回把握する

とともに、必

要な措置を

講じる。 
・ 扶養保険

資金につい

て、運用受

託機関への

委託等によ

り運用を行

うとともに、

運用受託機

関等からの

報告等に基

づき、資産

全体、各資

産、運用受

託機関等に

ついて、リス

ク管理を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の委託等によ

り運用を行う

とともに、運用

受託機関等か

らの報告等に

基づき、資産全

体、各資産、運

用受託機関等

について、以下

の方法により

リスク管理を

行う。 
・ 資産全体 

資産全体

のリスクを

確認し、問題

がある場合

には適切な

措置を講じ

る。 
・ 各資産 

各資産に

おけるリス

ク及びトラ

ッキングエ

ラーの状況

等を把握し

適切に管理

する。 
・ 運用受託 
機関等 
運用受託

機関等に対

しガイドラ

インを示し、

運用状況及

びリスク負

担の状況を

把握すると

ともに、信用

リスクの管

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 資産全体及び各

資産のリスクを確

認し、リスクについ

て分析及び評価を

行い、適切なリスク

管理を行っている

か。 
 
○ 運用受託機関等

に対し運用ガイド

ライン及びベンチ

マークを示すとと

もに、運用状況及び

リスク管理の状況

を把握し、適切に管

理しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 毎月、運用コンサルティング会社を活用し、資産全体に係

るリスク要因、各資産に係るリスク及びトラッキングエラー

等の要因を把握し、特に問題ないことを確認した。 
 
 
 
 
 
○ 月次報告及び四半期毎の定期ミーティングにおいて、運用

状況、リスク管理の状況及びベンチマーク収益率との乖離状

況を把握し、特に問題ないことを確認した。 
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③ 運用に関す

る基本方針の

見直し 
運用に関す

る基本方針に

ついては、必

要に応じて随

時見直すこ

と。 
 
 
 
 

④ 基本ポート

フォリオの策

定 
基本ポート

フォリオは、長

期的な観点か

ら、厚生労働

大臣が別途指

示する運用利

回りを確保す

るような資産

構成とするこ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 運用に関す

る基本方針の

見直し 
運用に関す

る基本方針に

ついては、公表

するとともに、

少なくとも毎

年 1 回検討を

加え、必要があ

ると認めると

きは速やかに

見直しを行う。 
④ 基本ポート

フォリオの策

定 
基本ポート

フォリオは、長

期的な観点か

ら、厚生労働大

臣が別途指示

する運用利回

りを確保する

ような資産構

成とする。 

理等を行い、

適切に管理

する。 
なお、運用

状況につい

ては、毎月実

績報告を受

け、ベンチマ

ーク収益率

との乖離状

況を把握す

るとともに、

年 4 回（四半

期毎）ヒアリ

ングを実施

する。 
③ 運用に関す

る基本方針の

見直し 
運用に関す

る基本方針の

見直しについ

て資産運用委

員会で検討し、

必要があると

認められると

きは、速やかに

見直しを行い、

公表する。 
④ 基本ポート

フォリオの見

直し及び年金

給付のための

流動性の確保 
基本ポート

フォリオの策

定時に想定し

た運用環境が

現実から乖離

していないか

などについて、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険資金の

運用に関する基本

方針を公表すると

ともに、少なくとも

毎年 1 回検討を加

え、必要があると認

めるときは速やか

に見直しを行って

いるか。 
 
 
 
 
○ 基本ポートフォ

リオの策定時に想

定した運用環境が

現実から乖離して

いないかなどについ

て、毎年 1 回、資産

運用委員会で検証

を行うとともに、必

要に応じて随時見

直しているか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険資金の運用に関する基本方針については、機構ホ

ームページで公表した。また、同基本方針の見直しについて

は、11 月に開催した資産運用委員会で検証を行った結果、乖

離許容幅が他機関と比べやや大きいため、見直しを図る（国

内債券 8%、国内株式 4%、外国債券 2%、外国株式 4%とす

る）ことで意見が一致し、その旨をガバナンス委員会に報告

した。 
 
 
 
 
 
 
○ 基本ポートフォリオ策定時に想定した運用環境が現実と乖

離が生じていないかなどについては、11 月に開催した資産運

用委員会で検証を行った結果、現行基本ポートフォリオを維

持することで意見が一致し、その旨をガバナンス委員会に報

告した。 
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と。 
なお、策定

に際しては、

以下の点に留

意すること。 
・ 扶養保険

事業の短期

資 金 需 要

等を踏まえ

て策定する

こと。 
・ 基本ポー

トフォリオ

全体のリス

クを最小限

に抑制する

こと。 
また、策定

時に想定した

運用環境が現

実から乖離し

ていないかな

どについての

検証を行い、

必要に応じて

随時見直すこ

と。 
 

⑤ 扶養保険事

業に関する生

命保険契約に

おける運用実

績等の検証 
扶養保険事

業の財政状況

の検証に資す

るため、毎年

度、市場環境

や投資行動の

観点から運用

実績を確認す

なお、策定に

際しては、以下

の点に留意す

る。 
 

・ 扶養保険

事業の短期

資金需要等

を踏まえて

策定するこ

と。 
・ 基本ポー

トフォリオ

全体のリス

クを最小限

に抑制する

こと。 
また、策定時

に想定した運

用環境が現実

から乖離して

いないかなど

について、毎年

1 回、資産運用

委員会で検証

を行うととも

に、必要に応じ

て随時見直す。 
⑤ 扶養保険事

業に関する生

命保険契約に

おける運用実

績等の検証 
扶養保険事

業の財政状況

の検証に資す

るため、毎年

度、市場環境や

投資行動の観

点から、外部有

識者等からな

資産運用委員

会で検証し、必

要に応じて見

直しを行う。 
 
また、短期資

産において、年

金給付等に必

要な流動性（現

金等）を確保す

るとともに、効

率的な現金管

理を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 扶養保険事

業に関する生

命保険契約に

おける運用実

績等の検証 
令和 2 年度

の生命保険会

社の決算報告

等により各社

の運用実績等

を把握し、その

内容を内部検

証するととも

 
 
 
 
 
○ 短期資金需要等

を踏まえて、年金給

付等に必要な流動

性（現金等）を確保

するとともに、効率

的な現金管理を行

っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 扶養保険事業の

財政状況の検証に

資するため、毎年

度、市場環境や投資

行動の観点から、外

部有識者等からな

る心身障害者扶養

保険事業財務状況

検討会において運

用実績を確認する

等の検証を行って

いるか。 
 

 
 
 
 
 
○ 短期資産については、年金給付等の支出に不足が生じない

よう管理を行うとともに、収支見通しに基づき必要な現金等

を確保し、効率的な現金管理を行った。また、管理状況につ

いては、定期的にガバナンス委員会に報告した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 生命保険会社の決算に係る経営指標等を整理し、運用実績

等の分析方法や着眼点等について、コンサルタントと意見交換

を行った。その結果を踏まえ、提出された令和 2 年度決算書を

分析・検証するとともに、11 月に開催した財務状況検討会にお

いて確認等の検証を行い、現状では問題ないことを確認した。 
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る等の検証を

行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）事務処理等の

適切な実施 
心身障害者及

びその保護者に

対するサービス

の向上を図るた

め、扶養共済制

度を運営する地

方公共団体と連

携し、事務担当

者会議の開催等

により相互の事

務処理の適切な

実施を図るとと

もに、制度周知

に努めること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）扶養保険事業

に関する評価に

ついて、以下の

る心身障害者

扶養保険事業

財務状況検討

会において運

用実績を確認

する等の検証

を行う。 
（関連指標） 

○扶養保険資金 

の運用実績 

・ベンチマーク 

差 

 
（３）事務処理等の適

切な実施 
心身障害者及

びその保護者に

対するサービス

の向上を図るた

め、扶養共済制度

を運営する地方

公共団体と連携

し、事務担当者会

議の開催等によ

り相互の事務処

理の適切な実施

を図るとともに、

制度周知に努め

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）扶養保険事業に

関する評価につ

いて、以下の指標

に、外部有識者

等からなる財

務状況検討会

において確認

等の検証を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
（３）事務処理等の 

適切な実施 
扶養共済制度

を運営する地方

公共団体に対す

る事務担当者会

議を開催し、地方

公共団体と相互

の連携を図ると

ともに、適切に事

務処理を行うた

めの留意事項の

徹底等きめ細か

に対応する。 
 
 
また、地方公共

団体等の意見を

踏まえたパンフ

レット等を作成

し、制度周知に努

める。 
 
 
 
（４）扶養保険事業に

関する評価につ

いて、以下の指標

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 心身障害者及び

その保護者に対す

るサービスの向上

を図る観点から、扶

養保険事業の運営

上の課題把握及び

解消に努めている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 各自治体担当者

の事務処理の標準

化を図るよう努め

ているか。 
 
 
 
 
 
○ 国、地方公共団

体及び関係団体等

との連携・協力によ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、事

務担当者会議については書面開催としたが、従来と同様に機

構と地方公共団体並びに地方公共団体相互間での情報交換・

意見交換が円滑に行われるよう、事前に地方公共団体から質

問事項、情報交換事項等を募り、事項別に整理したうえ、国と

も連携して回答を作成することに加え、情報交換事項につい

ては、項目別に地方公共団体の対応状況等を調査し、結果を

とりまとめ情報提供することにより、扶養保険事業の運営上

の課題把握及び解消に努めた。 
○ 事業の実施主体である地方公共団体等からの意見、要望等

を踏まえたパンフレット・リーフレットを作成し、パンフレ

ットについては地方公共団体及び特別支援学校の在校生に配

布し、リーフレットについては地方公共団体を経由して、加

入者、年金管理者及び年金受給者へ配布することにより、制

度のより一層の周知を図った。 
 
○ 地方公共団体の円滑な事務処理のため、機構の自主的な対

応として地方公共団体に対し、加入者名簿の送付を行い、加

入者及び保険対象障害者の現況について調査・確認の依頼を

行い、確認結果について報告を受けた。 
また、機構と地方公共団体の加入者名簿の照合や年金給付

金等の請求遅延・遺漏等の確認を通じて、地方公共団体の的

確な事務処理の実施等について指導を行い、各地方公共団体

の事務処理の標準化を図った。 
 
○ 上記①のとおり。 
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指標を設定す

る。 
・ 心身障害

者及びその

保護者に必

要な情報が

行きわたる

よう、国、地

方公共団体

及び関係団

体等との連

携・協力に

よる周知・

広報活動を

毎年度 15
回以上行う

こと。（平成

28 年度実

績：10 回） 

の達成を目指す。 
 

・ 心身障害

者及びその

保護者に必

要な情報が

行きわたる

よう、国、地

方公共団体

及び関係団

体等との連

携・協力によ

る周知・広報

活動を毎年

度 15回以上

行う。 

の達成を目指す。 
 

・ 心身障害

者及びその

保護者に必

要な情報が

行きわたる

よう、国、地

方公共団体

及び関係団

体等との連

携・協力によ

る周知・広報

活動を 15回

以上行う。 

る周知・広報活動は

中期計画を達成し

ているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 制度の周知・広報活動について、従来は関係団体等が開催

する大会等への参加を中心に実施していたが、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止の観点から開催が控えられてい

たため、障害福祉サービス事業所における制度広報用ポスタ

ーの掲示依頼、関係団体内ネットワーク（Facebook）を活用

した制度案内、雑誌等への記事掲載、特別支援学校の在校生

及び関係団体へのパンフレット配布、WAM NET 会員向けメ

ールマガジンによる制度案内等を中心とした、非対面かつ効

果的な周知・広報活動を実施した。 
○ 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、事務担当

者会議については、前年度に引き続き書面方式で開催とした。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ事業） 

業務に関連する政策・施

策 
Ⅷ－2－1 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上

を図ること 
当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 11 号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」 全ての利用者に対する一元的かつ正確な情報の提供や、地域共生社会の実

現に向けた情報提供体制の整備の支援などの取組が必要とされている中、国

においては各種関連法律を改正するなど、政策目的の実現に全力を挙げてい

るところであり、この取組に寄与する本事業は重要度が高いものである。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

情報充実及び機能

見直し（計画値） 
25 件以上 － 5 件以上 5 件以上 5 件以上 5 件以上 5 件以上 

（25 件） 
 予算額（千円） 

493,605 962,815 630,830 1,320,829 
 

情報充実及び機能

見直し（実績値） 
－ 5 件 8 件 

(8 件) 
8 件 

(16 件) 
7 件 

(23 件) 
6 件 

(29 件) 
  決算額（千円） 

504,108 738,653 790,648 655,928 
 

達成度 
 

－ － 160.0％ 160.0％ 140.0％ 120.0％   経常費用（千円） 
628,095 721,064 798,359 949,390 

 

年間ヒット件数 
（計画値） 

11,000 万件 

以上 
－ 11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
11,000 万件 

以上 
 経常利益（千円） 

0 0 0 0 
 

年間ヒット件数 
（実績値） 

－ 12,940 万件 19,258 万件 15,798 万件 22,809 万

件 
25,922 万

件 
  行政コスト（千円） 

－ 794,297 798,359 949,390 
 

達成度 
 

－ － 175.1％ 143.6％ 207.4％ 235.7%   行政サービス実施コ

スト（千円） 
387,079 － － － 

 

          従事人員数 8.29 人 10.92 人 11.02 人 11.56 人  

 

  

（注）一般勘定のセグメント情報（共通経費を除外）に基づき、金額を記載している。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ６ 福祉保健医療情

報サービス事業（Ｗ

ＡＭ ＮＥＴ事業） 
ＷＡＭ ＮＥＴ事業

については、福祉及び

保健医療に関する情

報システムの整備及

び管理を行い、福祉保

健医療関連の各種情

報を幅広く総合的に

提供していくととも

に、独立行政法人とい

う公的な主体が運営

する信用力を活かし、

「社会福祉法等の一

部を改正する法律」

（平成 28 年法律第

21 号）に基づく「社

会福祉法人の財務諸

表等電子開示システ

ム」及び「障害者の日

常生活及び社会生活

を総合的に支援する

ための法律及び児童

福祉法の一部を改正

する法律」（平成28年

法律第 65 号）に基づ

く「障害福祉サービス

等情報公表システム」

の管理・運営を行うこ

となどにより、全ての

利用者に対し福祉保

健医療施策に関する

一元的かつ正確な情

報の基盤を提供する

ことを目的とし、以下

の点に特に留意して

その適正な実施に努

６ 福祉保健医療情

報サービス事業（Ｗ

ＡＭ ＮＥＴ事業） 
ＷＡＭ ＮＥＴ事業

については、福祉及び

保健医療に関する情

報システムの整備及

び管理を行い、福祉保

健医療関連の各種情

報を幅広く総合的に

提供していくととも

に、独立行政法人とい

う公的な主体が運営

する信用力を活かし、

「社会福祉法等の一

部を改正する法律」

（平成 28 年法律第

21 号）に基づく「社

会福祉法人の財務諸

表等電子開示システ

ム」及び「障害者の日

常生活及び社会生活

を総合的に支援する

ための法律及び児童

福祉法の一部を改正

する法律」（平成28年

法律第 65 号）に基づ

く「障害福祉サービス

等情報公表システム」

の管理・運営を行うこ

となどにより、全ての

利用者に対し福祉保

健医療施策に関する

一元的かつ正確な情

報の基盤を提供する

ことを目的とし、以下

の点に特に留意して

その適正な実施に努

６ 福祉保健医療情

報サービス事業（Ｗ

ＡＭ ＮＥＴ事業） 
ＷＡＭ ＮＥＴ事業

については、福祉及び

保健医療に関する情

報システムの整備及

び管理を行い、福祉保

健医療関連の各種情

報を幅広く総合的に

提供していくととも

に、独立行政法人とい

う公的な主体が運営

する信用力を活かし、

「社会福祉法等の一

部を改正する法律」

（平成 28 年法律第

21 号）に基づく「社

会福祉法人の財務諸

表等電子開示システ

ム」、「障害者の日常生

活及び社会生活を総

合的に支援するため

の法律及び児童福祉

法の一部を改正する

法律」（平成 28 年法

律第 65 号）に基づく

「障害福祉サービス

等情報公表システ

ム」、「子ども・子育て

支援法」（平成 24 年

法律第 65 号）に基づ

く「子ども・子育て支

援情報公表システム」

及び「災害時情報共

有システム整備事業」

に基づく児童福祉施

設・障害福祉サービス

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間に

おいて、提供情報の

整備充実及び機能

の見直しに関する

取組を25件以上実

施する。 

 

② 年間ヒット件数

を 1 億 1,000 万件

以上とする。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 提供情報の整備充実及び機能の見直しに関する取

組みを 6 件実施した。 
（内訳）提供情報の整備充実：4 件 
    機能の見直し   ：2 件 
 
 
 
② 年間ヒット件数は、WAM NET コンテンツや社会

福祉法人の財務諸表等電子開示システムの利用等が

堅調であったことから、2 億 5,922 万件となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
○ WAM NET 事業においては、国

の政策動向や利用者からの要望を

踏まえ、関係省庁及び関係機関と連

携しつつ、「介護報酬改定フォロー

アップ」、「子育て・介護と仕事の両

立支援ポータル」、「妊娠期お役立ち

情報」、「社会福祉法人経営ポータ

ル」といった 4 件のコンテンツを新

設するとともに、福祉サービス第三

者評価制度等の評価情報を検索で

きる「福祉サービス第三者評価制度

情報」、「介護保険地域密着型サービ

ス外部評価制度情報」コンテンツを

「福祉サービス評価情報」コンテン

ツとして統合する見直しや、福祉・

保健・医療に関するイベント等の各

種情報を掲載した「イベント・セミ

ナー情報」コンテンツの全面的なリ

ニューアルを行うなど、提供情報の

質の向上と利用者の利便性の向上

を図った。 
○ 毎年 Web 形式で実施しているア

ンケート調査に加え、WAM NETの

認知度や利用状況、事業運営等にお

ける日常的な情報収集の方法等と

いった幅広い意見について、高齢・

障害・児童各分野の関係者（福祉施

設経営者、職員等）、福祉医療施設

融資先等を対象としたヒアリングを

実施するなど、新たなコンテンツの

企画や既存コンテンツの更なる見直

しを行うための新たな情報収集に取

り組んだ。 
○ 上記のコンテンツの新設等により

提供する情報の充実及び機能の見

直しを行ったことで、年間ヒット件

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
○提供情報の整備充実等 
国の政策動向や利用者からの要望を踏ま

え、関係省庁及び関係機関と連携して、提

供情報の整備充実及び機能の見直しに関す

る取組みを実施し（令和３年度計画値５件

に対し、６件（達成度 120％））、幅広い福

祉保健医療関連の情報を発信することによ

り、利用者の利便性向上に努めている。 

 
○年間ヒット件数 
コンテンツの新設など提供する情報の整

備充実及び機能の見直しに取り組んだこと

により、年間ヒット件数は計画値の１億１

千万件を大きく上回る２億 5,922 万件（達

成度 235.7％）を達成した。 
 
○評価 
年度計画に定める２つの指標について計

画を上回る実績（達成度平均 177.9％）を達

成していること、ＷＡＭ ＮＥＴ利用者を対

象としたアンケート調査では満足度が

97.5％と評価が高いこと、福祉保健医療関

連の各種情報を幅広く総合的に提供すると

ともに、利用者の利便性向上が図られてい

ることを総合的に勘案し、「Ａ」評価とす

る。 
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めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）福祉保健医療

関連の各種情報

を幅広く総合的

に提供していく

とともに、提供す

る情報の質の向

上と利用者の利

便性の向上に努

めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）福祉保健医療

関連の各種情報

を幅広く総合的

に提供していく

とともに、提供す

る情報の質の向

上と利用者の利

便性の向上に努

める。 
（関連指標） 

○利用者サービス 

向上取組実績 

・アンケート調査

における情報利

用者の満足度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業所の災害時情報

共有システムの管理・

運営を行うことなど

により、全ての利用者

に対し福祉保健医療

施策に関する一元的

かつ正確な情報の基

盤を提供することを

目的とし、以下の点に

特に留意してその適

正な実施に努める。 
 

（１）福祉保健医療

関連の各種情報

を幅広く総合的

に提供していく

とともに、提供す

る情報の質の向

上と利用者の利

便性の向上に努

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉保健医療関

連の各種情報を幅

広く総合的に提供

していくとともに、

提供する情報の質

の向上と利用者の

利便性の向上に努

めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 提供情報の質の向上を図るため、次のとおり、新た

にコンテンツを開設した。 
a 令和 3年度介護報酬改定の内容及びQ＆Aをデー

タベース化し、キーワードやサービス種別などから

分かりやすく簡単に検索できるようにするため、介

護保険事業所の経営者や報酬請求事務担当者にと

って便利で役に立つ情報をまとめた「介護報酬改定

フォローアップ」コンテンツを新規掲載した。 
b 子育て支援や介護離職防止の重要性の説明や利用

したい保育所等の事業所検索などに役立つコンテン

ツを紹介するなど、企業等の組織における従業員や

その管理職、人事労務担当等に子育てや介護といっ

た家庭生活と仕事との両立支援に幅広く役立つ情

報をワンストップで提供する「子育て・介護と仕事

の両立支援情報ポータル」を新規掲載した。 
c 国の子育て支援施策が妊娠期から子育て期まで一

貫して進められていることに合わせ、妊娠期や産後

に役立つ制度や手続き等に関する情報をまとめた

「妊娠期お役立ち情報」コンテンツを新規掲載し

た。 
d 社会福祉法人経営の実務に携わる方を対象に、社

会福祉法人を取り巻く経営環境に対応していくた

めに役立つ情報を提供することを目的に、新設され

た社会福祉連携推進法人制度などの法人間連携や

合併等に関する情報、経営実務等に役立つ国の通知

等の検索機能、WAM NET が各コンテンツで提供

している人材確保や取組み事例、経営動向調査、リ

サーチレポート等といったあらゆる情報をワンスト

ップで提供する「社会福祉法人経営ポータル」コン

数は計画値の 1 億 1 千万件を大き

く上回る 2 億 5,922 万件のヒット 
件数を達成することができた。（達

成度 235.7％） 
○ 福祉保健医療施策及び機構業務

の効率的な実施を推進するため、次

のとおり、WAM NET 基盤を活用

した。 
a 従来の連絡システムに加えて、

新たに承継年金住宅融資等債権

管理回収業務等の連絡システム

を構築し、外部関係者や顧客との

迅速なデータ授受を行い、WAM 
NET の高度なセキュリティ環境

の下で、安全かつ効率的な処理を

推進した。 
b メール一括配信機能を用いて、

社会福祉振興助成事業や退職手

当共済事業に係る申請等の手続

き、WAM の調達情報や月刊誌

WAMの最新情報を配信するメー

ルマガジンなどを迅速かつ適正に

発信し、事務の効率化及び利用者

サービスの向上を支援した。 
c 福祉医療経営指導事業におい

て、各種アンケート調査を Web
で実施することにより、円滑かつ

効率的な実施を支援した。 
d 福祉医療貸付事業等の利用者に

対し、迅速なユーザーID の発行

や問い合わせ対応を行い、電子届

出事務の円滑な実施を支援した。 
○ 福祉保健医療関連の各種情報を

幅広く総合的に提供するとともに、

提供する情報の質の向上と利用者

の利便性の向上に努めた結果、

WAM NET の情報利用者を対象と

したアンケート調査において97.5%
の満足度を得ることができた。 

○ 国の施策に基づく情報システムに

ついては、国と連携のうえ、「社会
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テンツを新規掲載した。 
○ 利用者の利便性の向上を図るため、次のとおり、既

存コンテンツの機能の見直しを行った。 
a 利用者の福祉サービスの選択に資すること及び事

業者の福祉サービスの質の向上を目指す福祉サー

ビス第三者評価制度等の評価情報を検索できる「福

祉サービス第三者評価制度情報」、「介護保険地域

密着型サービス外部評価制度情報」コンテンツにつ

いて、厚生労働省及び全国社会福祉協議会と協議の

うえ、「福祉サービス評価情報」コンテンツとして

統合するとともに、当該制度の概要説明ページを新

たに設けたほか、検索結果一覧に施設所在地や評価

確定日を表示するなどの探しやすさ及び検索画面の

デザインを一新し見やすさの向上を図るなど、コン

テンツの機能等に関する全面リニューアルを行っ

た。 
b 福祉・保健・医療に関するイベント等の各種情報

を無料で掲載できる「イベント・セミナー情報」コ

ンテンツについて、新型コロナウイルスの感染拡大

に伴い、オンライン開催イベント等が急激に増える

など開催方式が多様化していることを踏まえ、「オ

ンライン」、「無料」といった区分や開催日、分野ご

との絞り込み、さらにカード形式での表示など、イ

ベント情報の見やすさ、探しやすさの観点から改善

を行った。 
また、登録情報の掲載を促進するため、実際に利

用する掲載希望者のニーズを踏まえ、入力フォーム

の簡素化や登録内容のグループ化といった情報登

録機能の改善などを行い、利用者の利便性の向上を

図った。 
○ WAM NET 利用者の満足度等の傾向を把握するた

め、毎年、Web 形式で実施しているアンケート調査

に加えて、新たなコンテンツの企画や既存コンテンツ

の更なる見直しを実施することを目的に、WAM NET
の認知度や利用状況、事業運営等における日常的な情

報収集の方法等といった幅広い意見を新たに高齢・障

害・児童各分野の関係者（福祉施設経営者、職員等）、

福祉医療施設融資先等を対象とし、訪問や Web 会議

等によりヒアリングを実施した。 
○ WAM NET の新規コンテンツや WAM NET ニュ

ース、行政情報といった掲載情報等について、メール

福祉法人の財務諸表等電子開示シ

ステム」、「障害福祉サービス等情報

公表システム」及び「子ども・子育

て支援情報公表システム」について

安定的に運用するとともに、効率的

な管理を適切に実施した。 
  また、児童福祉施設等災害時情報

共有システム及び障害者支援施設

等災害時情報共有システムについて

は、国と連携を図り、運用体制の整

備を適切に実施するとともに、都道

府県等を対象としたシステム操作訓

練の支援を行うなどシステムの利用

促進を図りつつ、本格稼働を予定通

り開始できた。 
○ 「財務諸表等電子開示システム」、

「障害福祉サービス等情報公表シ

ステム」及び「子ども・子育て支援

情報公表システム」について、厚生

労働省及び内閣府等関係省庁と連

携し、社会福祉法人や所轄庁等に各

システムの利用を促した結果、高い

利用率（財務諸表等電子開示システ

ム 99.6％（20,927／21,003 法人）、

障害福祉サービス等情報公表シス

テム 83.7％（149,636／178,818 事

業所）、子ども・子育て支援情報公

表システム 92.3％（58,430 施設／

63,304 施設）を達成した。 
○ これらの取組みにより、年度計画

に定める 2 つの指標はいずれも

120％を超える達成度となり、計画

を大幅に上回ることができた。（達

成度平均 177.9％） 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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（２）国の施策に基づ

く情報システム

については、国と

連携の上、着実に

整備し、当該シス

テムを安定的に

運用するととも

に、効率的に管理

すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）国の施策に基づ

く情報システム

については、国と

連携の上、着実に

整備し、当該シス

テムを安定的に

運用するととも

に、効率的に管理

する。 
（関連指標） 

○システムの着実

な整備・安定的な

運用の取組実績 

・国の施策に基づ

く情報システム

の利用実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）子ども・子育て

支援情報公表シ

ステム等、国の施

策に基づく情報

システムについ

ては、安定的に運

用するとともに、

効率的に管理す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国の施策に基づ

く情報システムに

ついては、国と連携

の上、着実に整備

し、当該システムを

安定的に運用する

とともに、効率的に

管理しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

マガジンや Twitter を積極的に活用し、WAM NET
の更なる周知を図った。（メールマガジン 213 件、

Twitter1,572 件） 
  なお、 Twitter アカウントについて、アカウント

の信頼性を高めることにより、フォロワー数の増加及

び WAM NET の PR につなげること、またアカウン

トのなりすまし被害の予防として「認証バッジ」（公

式マーク）を 12 月に取得した。 
○ 福祉医療分野、情報通信分野等を専門とする外部有

識者からなるWAM NET事業推進専門委員会を開催

し、福祉保健医療に関して今後求められる情報システ

ムの在り方、効果的な情報発信、WAM NET の提供

情報の質及び利用者の利便性の向上等について検討

を行った。 
 
○ 「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム」に

ついては、国と連携を図り、次のとおり、システムの改

善や運用体制の整備を適切に実施した。 
a システムの改善 

令和 3 年度のシステム運用を通じて、所轄庁及び

社会福祉法人等から寄せられた要望・課題に対して

対応策の検討を行い、ログイン時の操作支援のため

のヘルプ機能の改善、入力シート類の誤入力防止に

係る画面での注意喚起の追加や操作マニュアルの見

直しなど、必要な改善を行った。 
 b 運用体制の整備 

所轄庁等からのシステム利用に係る照会等への対

応としてコールセンターを設置し、迅速かつ正確な

応対が可能な体制を整備したことにより、システム

の円滑な利用を促進した。（照会件数：8,304 件） 
c 公表 

当該システムを活用して届出のあった全国の社会

福祉法人に関する情報（現況報告書、計算書類、社

会福祉充実計画、定款、役員等名簿（公表用）及び

報酬等の支給の基準）について、順次、WAM NET
の「社会福祉法人の現況報告書等情報検索サイト」

コンテンツで公表した。 
11月までに集約された現況報告書等のデータにつ

いて、国と調整し、集約結果を 3 月に公表するとと

もに、公表結果を含む当該システムの効率的な管理

を実施した。 
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d 運用管理 
令和 3 年度の届出に合わせて、システムの改善点

や入力方法について、利用者向けの掲示板に説明資

料を掲載するとともに、全国社会福祉法人経営者協

議会との意見交換会の場において、WAM NET で運

営する国の情報公表系システムとして本システムを

紹介するとともに、会員法人に対して利用促進を依

頼するなどの広報活動を行った。 
また、令和 4 年度のシステム運用に向けて、所轄

庁等へシステム運用スケジュール等に関する情報を

速やかに提供し、円滑な運用のための準備を行った。 
○ 「障害福祉サービス等情報公表システム」について

は、国と連携を図り、次のとおり、システムの改善や

運用体制の整備を適切に実施するとともに、情報登録

に係るシステムの利用促進を図った。 
a システムの改善 

 令和 3年 4月の障害福祉サービス等報酬改定に伴

い、「福祉・介護職員等特定処遇改善加算」に係る

公表機能の追加等の改善を行った。 
b 運用体制の整備 

公表制度上求められている毎年１回の定期報告が

行えるよう、指定権限が委譲された特別区及び中核

市に対し、公表権限を適切に付与するなど、システ

ム環境の整備及び登録情報の確認を行い、令和 3 年

5 月より当年度の利用を開始した。 
c システム利用の促進  

登録情報の申請・公表の充実が図られるよう、国

と連携し、都道府県・指定都市・中核市に対して情

報登録及び申請に係る案内や都道府県等の公表状況

の定期報告を実施するとともに、各事業者に対して

は年1回の情報更新が必要な旨の案内を継続的に実

施し、当該システムの利用促進に関する情報を効果

的に提供・発信した。（メール計 13 回、127,262 件） 
また、更なる利用促進を図るため、システムの周

知、理解を深めるために活用できるバナーを新たに

作成し、国と連携して自治体への提供を行った。 
 d 運用管理 

当該システムを利用して登録された全国の障害福

祉サービス等事業所に関する情報について、WAM 
NET の「障害福祉サービス等情報検索サイト」コン

テンツにおいて公表を行い、当該システムの効率的
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な管理を実施した。 
○ 「子ども・子育て支援情報公表システム」について

は、国と連携を図り、次のとおり、システムの改善や

運用体制の整備を適切に実施するとともに、情報登録

に係るシステムの利用促進を図った。 
a システムの改善 

令和 3 年度のシステム運用を通じて、国及び自治

体等から寄せられた要望・課題を踏まえ、プレビュ

ー機能の追加や申請内容の変更箇所確認機能の改善

等を行った。 
b 運用体制の整備 

利用者による施設選択に資する適正な情報の提

供・開示を維持するため、国と連携し、公表情報の

定期的な更新について都道府県・政令市・中核市等

に対して要請を行うとともに、システム稼働の準備

を行い、令和 3 年 5 月より当年度の利用を開始し

た。 
c システム利用の促進 

登録情報の申請・公表の充実が図られるよう、国

と連携し、都道府県・政令市・中核市に対して各自

治体管内の未申請施設一覧などの情報提供を実施し

たほか、公表情報の年度更新に係る案内に加え、各

事業者に対しては最新情報への定期的な更新に係る

案内を継続的に実施した。（メール計18 回、125,879
件） 

d 公表 
当該システムを利用して登録された全国の子ども・

子育て支援法に基づく特定教育・保育施設及び幼児

教育無償化の対象となる認可外保育施設に関する情

報について、WAM NET の「子ども・子育て支援情

報公表システム（ここ de サーチ）」コンテンツにお

いて公表を行い、当該システムの効率的な管理を実

施した。 
○ 国の施策に基づく情報システムの利用実績は、次の

とおりである。 

区 分 対象法人数 利 用 法 人 数 利用率 

財務諸表等電子開示

システム 
21,003 件 20,927 件 99.6％ 

 
区 分 対象事業所数 利用事業所数 利用率 

障害福祉サービス等

情報公表制度システム 
178,818 件 149,636 件 83.7％ 



- 63 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）福祉保健医療

施策及び機構業

務の効率的な実

施を推進するた

め、ＷＡＭ ＮＥ

Ｔの活用を図る

こと。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）福祉保健医療

施策及び機構業

務の効率的な実

施を推進するた

め、ＷＡＭ ＮＥ

Ｔの活用を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）福祉保健医療

施策及び機構業

務の効率的な実

施を推進するた

め、ＷＡＭ ＮＥ

Ｔの活用を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉保健医療施

策及び機構業務の

効率的な実施を推

進するためにＷＡ

Ｍ ＮＥＴ基盤を活

用しているか。 
 
 
 
 
 
 
 

 
区 分 対象事業所等数 利用事業所等数 利用率 

子ども・子育て支援 

情報公表システム 
63,304 件 58,430 件 92.3％ 

 
○ 児童福祉施設等災害時情報共有システム及び障害

者支援施設等災害時情報共有システムについては、国

と連携を図り、次のとおり、運用体制の整備を適切に

実施するとともに、システムの利用促進を図った。 
a 運用体制の整備 

運用開始にあわせて、専用の連絡掲示板を自治体

及び事業所向けに新たに構築するとともに、システ

ムの操作マニュアルや動画によるシステム説明を掲

載したうえで、令和 3 年 4 月よりシステム利用を開

始した。 
また、厚生労働省担当者への操作説明会を実施し

たほか、厚生労働省が主催する都道府県等を対象と

したシステム操作訓練の支援を行った。 
b システム利用の促進 

システムを利用する施設の情報登録を促進するた

め、自治体あての定期的な登録促進に係るメール送

信を実施するなど、システムの利用促進に取り組ん

だ。 
また、国と連携し、独自にシステム操作訓練を希

望する自治体に対し、訓練実施時におけるシステム

の稼働監視及び照会等の対応について支援を行っ

た。 
 

○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、対面による

相談や各種会議、研修・セミナー等の開催が困難とな

ったため、機構の各業務において、次のとおり、WAM 
NET 基盤を活用した取組みを行った。 
a 福祉医療貸付事業に係る受託金融機関業務打合

せ会議等について、平時と遜色のない効率的な業務

説明を行うため、専用の連絡掲示板へ資料及び説明

動画を掲載した。 
b 福祉医療経営指導事業で実施する経営セミナーに

おいて、新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえた

医療機関や社会福祉施設等の今後の経営の在り方

及び組織運営等をテーマとした「新型コロナウイル

ス対策経営セミナー」、「社会福祉法人会計実務セミ
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ナー」、「医療政策・経営セミナー」、「介護老人保健

施設経営セミナー」等をオンラインセミナーとして

配信した。 
c 社会福祉振興助成事業の募集説明動画を掲載し、

NPO法人等社会福祉の振興に寄与する非営利団体

向けに情報提供を行った。 
d 年金担保貸付事業及び承継年金住宅融資等債権

管理回収業務に係る受託金融機関事務説明会等に

ついて、平時と遜色のない効率的な業務説明を行う

ため、事務説明会動画を掲載した。 
e 福祉医療機構債券の発行にあたり、投資家・アナ

リスト向け決算説明の動画を掲載し、証券会社や機

関投資家等に向けて平時と遜色のない情報提供を

行った。 
○ 機微情報やデータの受渡し等においてセキュリティ

が確保され、大容量データの授受が可能なWAM NET
基盤を活用し、次のとおり、機構業務の効率的な実施

を推進した。 
a 年金貸付部において実施する承継年金住宅融資

等債権管理回収業務について、年金貸付部と受託

金融機関との間でデータの授受や連絡等を行う専

用の連絡システムを構築し、令和 3 年 7 月より運

用を開始した 
b 監査室において実施する監査業務について、監査

室と業務委託先との間でデータ授受や連絡等を行

う専用の連絡システムを構築し、令和 3 年 8 月よ

り運用を開始した。 
c 顧客業務部において実施する与信管理に係る決算

書等督促業務について、顧客業務部とコールセン

ター業者との間でデータ授受や連絡等を行う専用

の連絡システムを構築し、令和 3 年 12 月より運

用を開始した。 
○ WAM NET のメール一括配信機能を活用し、社会

福祉振興助成事業に係る申請等の手続き、機構の調達

情報や月刊誌 WAM の最新情報を配信するメールマ

ガジンなど、各事業における事務の効率化及び利用者

サービスの向上を支援した。（実績 129 件） 
○ 福祉医療経営指導事業と連携し、次の Web アンケ

ート調査を円滑かつ効率的に実施した。 
a 社会福祉法人経営動向調査 
b 病院経営動向調査 
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（４）ＷＡＭ ＮＥＴ

事業に関する評

価について、以下

の指標を設定す

る。 

① 中期目標期

間において、提

供情報の整備

充実及び機能

の見直しに関

する取組を 25
件以上実施す

ること。（第３

期中期目標期

間実績 16 件

（年度平均 4
件）） 

② 年間ヒット

件数を毎年度

1 億 1,000 万

件以上とする

こと。（平成 28

年度実績：1 億

144 万件） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）ＷＡＭ ＮＥＴ

事業に関する評

価について、以下

の指標の達成を

目指す。 
① 中期目標期

間において、提

供情報の整備

充実及び機能

の見直しに関

する取組を 25
件以上実施す

る。 
 
 
 
 
② 年間ヒット

件数を毎年度

1 億 1,000 万

件以上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）ＷＡＭ ＮＥＴ

事業に関する評

価について、以下

の指標の達成を

目指す。 
① 提供情報の

整備充実及び

機能の見直し

に関する取組

を 5 件以上実

施する。 
 
 
 
 
 
 

② 年間ヒット

件数を 1 億

1,000 万件以

上とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 提供情報の整備

充実及び機能の見

直しに関する取組

について、中期計画

を達成しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年間ヒット件数

について、中期計画

を達成しているか。 
 

c アンケート調査（病院の運営状況等に関する調査、

介護人材に関する調査等） 
○ 福祉医療貸付事業及び退職手当共済事業の電子申

請システムの利用者に対し、迅速なユーザーID の発

行やシステム利用における問い合わせに対応し、電子

届出事務の円滑な実施を支援した。（電子届出システ

ムの利用率：福祉医療貸付 88.4％（前年度 95.7％）、

退職手当共済 92.7％（前年度 92.0％）） 
 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記②のとおり。 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ 年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法第 12 条第 1 項第 12 号及び第

13 号 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
なし 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

連携・協力による

周知活動（計画値） 
30 団体以上 

 
－ 30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
30 団体 

以上 
42 団体 

以上 
 予算額（千円） （年担） 

1,241,641 
（労担） 

21,460 

（年担） 
1,268,991 

（労担） 
22,024 

（年担） 
1,114,567 

（労担） 
20,316 

（年担） 
982,563 

（労担） 
17,612 

 

連携・協力による

周知活動（実績値） 
 32 団体 36 団体 36 団体 42 団体 42 団体   決算額（千円） （年担） 

1,251,530 
（労担） 

20,842 

（年担） 
1,116,494 

（労担） 
19,523 

（年担） 
923,790 

（労担） 
18,017 

（年担） 
881,782 

（労担） 
16,498 

 

達成率 
 

－ － 120.0％ 120.0％ 140.0％ 140.0％   経常費用（千円） （年担） 
1,223,833 

（労担） 
20,904 

（年担） 
1,086,520 

（労担） 
18,955 

（年担） 
912,829 

（労担） 
17,776 

（年担） 
867,941 

（労担） 
16,512 

 

 
 

        経常利益（千円） （年担） 
△138,188 

（労担） 
△4,132 

（年担） 
81,180 

（労担） 
496 

（年担） 
140,771 

（労担） 
1,435 

（年担） 
29,616 

（労担） 
900 

 

         行政コスト（千円） （年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
1,086,752 

（労担） 
18,955 

（年担） 
913,042 

（労担） 
17,776 

（年担） 
868,154 

（労担） 
16,512 

 

         行政サービス実施コ

スト（千円） 

（年担） 
137,612 

（労担） 
4,059 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

（年担） 
－ 

（労担） 
－ 

 

 
 

        従事人員数 （年担） 
16.44 人 

（労担） 
0.34 人 

（年担） 
16.13 人 

（労担） 
0.33 人 

（年担） 
14.41 人 

（労担） 
0.30 人 

（年担） 
14.56 人 

（労担） 
0.30 人 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ７ 年金担保貸付事

業及び労災年金担

保貸付事業 
厚生年金保険制度

及び国民年金制度に

基づき支給される年

金の受給権者並びに

労働者災害補償保険

制度に基づき支給さ

れる年金の受給権者

に対し、その受給権を

担保にして低利で小

口の資金を貸し付け

ることにより、高齢者

等の生活の安定を支

援すること及び労災

年金受給者の生活を

援護することを目的

として、その適正な事

業実施に努めること。 
また、当該事業に

ついては、「独立行政

法人の事務・事業の

見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月７

日閣議決定）及び「年

金担保貸付事業廃止

計画」（平成 25 年３

月厚生労働省策定）

に基づいて、当該事

業に関する周知状況

を勘案した上で令和

3 年度末を目途に新

規貸付を終了するこ

ととし、事業の廃止に

向けた適切な措置を

講じること。 
なお、当該事業の

７ 年金担保貸付事

業及び労災年金担

保貸付事業 
厚生年金保険制度

及び国民年金制度に

基づき支給される年

金の受給権者並びに

労働者災害補償保険

制度に基づき支給さ

れる年金の受給権者

に対し、その受給権を

担保にして低利で小

口の資金を貸し付け

ることにより、高齢者

等の生活の安定を支

援すること及び労災

年金受給者の生活を

援護することを目的

として、その適正な事

業実施に努める。 
また、当該事業につ

いては、「独立行政法

人の事務・事業の見直

しの基本方針」（平成

22 年 12 月７日閣議

決定）及び「年金担保

貸付事業廃止計画」

（平成 25年３月厚生

労働省策定）に基づい

て、当該事業に関する

周知状況を勘案した

上で令和 3 年度末を

目途に新規貸付を終

了することとし、事業

の廃止に向けた適切

な措置を講じる。 
なお、当該事業の実

施にあたっては、以下

７ 年金担保貸付事

業及び労災年金担

保貸付事業 
厚生年金保険制度

及び国民年金制度に

基づき支給される年

金の受給権者並びに

労働者災害補償保険

制度に基づき支給さ

れる年金の受給権者

に対し、その受給権を

担保にして低利で小

口の資金を貸し付け

ることにより、高齢者

等の生活の安定を支

援すること及び労災

年金受給者の生活を

援護することを目的

として、その適正な事

業実施に努める。 
また、当該事業につ

いては、「年金制度の

機能強化のための国

民年金法等の一部を

改正する法律」（令和

2 年法律第 40 号）の

成立により、令和 3 年

度末で新規申込の受

付を終了することが

決定したため、事業の

廃止に向けた適切な

措置を講じる。 
なお、当該事業の実

施にあたっては、以下

の点に留意する。 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
① 福祉関係団体、司

法関係団体及び消

費者関係団体など

30 団体以上との連

携・協力による周知

活動を行う。 

 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 福祉関係団体、司法関係団体及び消費者関係団

体など 42 団体との連携・協力による周知活動を行

った。 
 
 
 
 
（実績） 

○年金担保貸付事業 
区  分 令和 3 事業年度 

貸付契約額 

資金交付額 

23,075,740 千円 
23,075,740 千円 

○労災年金担保貸付事業 
区  分 令和 3 事業年度 

貸付契約額 

資金交付額 

585,650 千円 
585,650 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 年金担保貸付事業及び労災年金担

保貸付事業については、「独立行政法人

の事務・事業の見直しの基本方針」（平

成 22 年 12 月 7 日閣議決定）及び「年

金担保貸付事業廃止計画」（平成 25 年

3 月厚生労働省策定）を踏まえ、第 3
期中期目標に引き続き、年金受給者に

とって必要かつ無理のない融資を行っ

た結果、令和 3 年度における貸付実績

は、年金担保貸付事業で 45,232 件

23,076 百万円、労災年金担保貸付事業

で 740 件 586 百万円となり、貸付残高

については、年金担保貸付事業で

107,202 件 31,523 百万円、労災年金

担保貸付事業で 1,722件 790百万円と

なった。 
○ 令和 4年 3月末の申込受付終了に向

けて、終了の半年前となる 10 月には

機構ホームページのトップページで申

込受付終了をお知らせするとともに、

ホームページの各コンテンツ及び24時
間電話応答システムのアナウンスにつ

いても必要な態勢を整えた。 
  また、8 月送付分からの完済通知書

に申込受付が終了する旨の文言を追記

するとともに、利用者向けの年金担保

貸付スケジュール（下半期）の文面で

も、必要な場合には、早めに受託金融

機関窓口に相談して借入申込の手続き

を取るよう注意喚起するなど、利用者

に直接届く文書で周知を図った。 
○ 申込受付が終了した令和 4年 4月以

降に配布する新たなチラシについて、

厚生労働省等と調整のうえ掲載内容を

作成し、受託金融機関に送付するとと

もに、機構ホームページ及び 24 時間

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○法人の自己評価について 
本項目における法人の自己評価は、「独

立行政法人の評価に関する指針」（令和４

年３月２日改定、総務大臣決定）に即して

記載されており質が高く、評価の視点に即

し業務実績を具体的に記述する等十分な

説明責任が果たされており、正当であると

確認できる。 
 
○適切な事業実施及び事業の終了に向け

た取り組み 

年金受給者にとって真に必要な資金を

融資し、かつ無理のない返済となるように

配慮し融資を行った。 

また、令和４年３月末の申込受付終了に

向けて、機構ホームページ等を活用した周

知活動や、関係団体におけるチラシ・パン

フレットによる対応を確保し必要な周知広

報を実施するとともに、令和４年４月以降

の対応を想定した新たなチラシや対応要領

を事前送付するなど、利用者等への幅広い

周知が図られる態勢を着実に整え、新規申

込受付終了までの間、受託金融機関の窓口

や利用者に特段の混乱が生じることのない

運用を行った。 

 

○評価 

所期の目標を達成していると認められる

ため、「Ｂ」評価とする。 
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実施にあたっては、以

下の点に留意するこ

と。 
 
（１）業務運営コス

トを分析し、その

適正化を図ると

ともに、貸付金

利の水準に適切

に反映すること

により、安定的

で効率的な業務

運営に努めるこ

と。 
 
 
 
 
（２）年金受給者に

とって無理のな

い返済となるよ

うに配慮した審

査等を行うとと

もに、返済中に

生活困難に陥っ

た者に係る返済

条件の緩和を行

うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
（３）円滑に事業を

終了する観点か

ら、新規貸付終

了時期及び利用

可能な他制度等

に関する周知を

の点に留意する。 
 

 
 
（１）業務運営コスト

を分析し、その適

正化を図るとと

もに、貸付金利の

水準に適切に反

映することによ

り、安定的で効率

的な業務運営に

努める。 
 
 
 
 
 
（２）年金受給者にと

って無理のない

返済となるよう

に配慮した審査

等を行うととも

に、返済中に生活

困難に陥った者

に係る返済条件

の緩和を行う。 
（関連指標） 

○貸付条件変更実 

 績 

・貸付条件変更件 

 数 

 
 
 
（３）円滑に事業を終

了する観点から、

新規貸付終了時

期及び利用可能

な他制度等に関

する周知を図る

 
 
 
 
（１）年金担保貸付事

業及び労災年金

担保貸付事業を

安定的かつ効率

的に運営するた

め、業務運営コス

トを分析し、その

適正化を図り、事

業の終了時期を

見据えて損益が

均衡するよう配

慮しつつ、貸付金

利に反映させる。 
 
（２）年金受給者にと

って無理のない

返済となるよう

に配慮した審査

等を行うととも

に、新型コロナウ

イルス感染症に

よる影響で返済

が困難になった

者を含めて、返済

中に生活困難に

陥った者に係る

返済条件の緩和

を行う。 
 
 
 
（３）円滑に事業を終

了する観点から、

新規申込受付終

了時期及び利用

可能な他制度等

について、国と連

 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 貸付金利に業務

運営コストを適切に

反映した利率の設定

となっているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者の利便性

に配慮するととも

に、借入申込時に年

金受給者にとって必

要な資金が融資さ

れ、無理のない返済

となるように配慮し

た審査等を行ってい

るか。 
 
 
○ 返済中に生活困

難となった者に対

し、返済条件の緩和

措置を講じている

か。 
 
○ 新規貸付終了時

期及び利用可能な

他制度等に関する周

知を図るとともに、

受託金融機関等の

協力を得て窓口にお

 
 
 
 
○ 令和 2 年度決算及び福祉医療機構債券の発行状

況等を踏まえ、事業の終了時期を見据えて損益が均

衡するよう、業務運営コストの分析・検証を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者にとって真に必要な資金を融資し、無理の

ない返済となるように配慮するため、平成 26年 12
月に貸付限度額の引き下げ、返済額の上限の引き下

げ及び疎明資料による資金使途、必要額の確認など

の制度変更を行っているが、制度変更前の実績と直

近の実績を比較すると、平均返済額が 5.8 万円か

ら 3.9 万円（△1.9 万円）、また、年金受給額に占

める返済額の割合の平均は 33.1％から 20.4％（△

12.7％）となっており、利用者にとって必要かつ無

理のない適切な制度運用を行った。 
 
○ 返済中に生活困窮や災害等より返済が困難とな

った借入者に対する貸付条件の変更として 234 件

の承認を行うとともに、災害救助法が適用された災

害について、機構ホームページで速やかに貸付条件

の変更措置に関する周知を行った。 
 

○ 令和 4 年 3 月末の申込受付終了に向けて、終了

の半年前となる10月には機構ホームページのトッ

プページ冒頭で申込受付終了をお知らせするとと

もに、ホームページ上の各コンテンツ及び 24 時間

電話応答システムのアナウンスについても必要な改

訂を行った。 

電話自動応答システムについて、申込

受付終了後の内容を確定させるなど、

令和 4 年 4 月以降の準備態勢を整え

た。 
  さらに、受託金融機関に対して、申

込受付終了の間際になって借入申込関

係書類に不備が生じた場合等の具体的

な処理方策を事務連絡するとともに、

事業終了を見据えた債権回収の強化等

を図るため、年金担保貸付事務取扱を

全面改訂して送付した。 
○ 引き続き、福祉関係団体、司法関係

団体及び消費者関係団体など 42 団体

に連携協力を依頼し、チラシやパンフ

レットによる対応を確保するとともに、

令和 4年 4月以降の対応を想定した新

たなチラシや対応要領（Q&A 等）を事

前送付するなど、利用者等への幅広い

周知が図られる態勢を着実に整えた。 
○ 以上のとおり、申込受付終了に向け

て必要と考えられる可能な限りの取組

みについて、厚生労働省や全国銀行協

会等とも事前調整して対応した結果、

令和 4年 3月末の新規申込受付終了ま

での間、受託金融機関の窓口や利用者

に特段の混乱が生じることのない運用

を確保できた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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図るとともに、受

託金融機関等の

協力を得て窓口

における利用者

への適切な対応

に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、利用者

等に必要な情報

が行きわたるよ

う、福祉関係団

体、司法関係団

体及び消費者関

係団体などとの

連携・協力によ

る周知活動を行

うこと。 
 
 

とともに、受託金

融機関等の協力

を得て窓口にお

ける利用者への

適切な対応に努

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、利用者等

に必要な情報が

行きわたるよう、

福祉関係団体、

司法関係団体及

び消費者関係団

体などとの連携・

協力による周知

活動を行う。 
（関連指標） 

○受託金融機関に 

対する周知実績 

携してホームペ

ージ、パンフレッ

ト等による周知

や受託金融機関

等の協力を得て

利用者等への適

切な対応を図る

とともに、福祉関

係団体、司法関

係団体及び消費

者関係団体など

との連携・協力に

よる周知活動を

行う。 
なお、その際に

は、利用可能な他

制度等について、

令和 2 年度に実

施したアンケー

ト調査結果等も

踏まえつつ、各制

度の対応窓口へ

の相談につなげ

るための情報提

供を行う。 
また、受託金融

機関の窓口等に

おける利用者に

対し、適切に対応

するため、受託金

融機関事務説明

会等により指導

を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 

ける利用者への適切

な対応に努めている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 利用者等に必要

な情報が行きわたる

よう、福祉関係団

体、司法関係団体及

び消費者関係団体

などとの連携・協力

による周知活動を行

っているか。 
 
 
 
 

また、8 月送付分からの完済通知書に申込受付が

終了する旨を追記することにより、利用者に直接届

く文書での周知を行った。加えて、利用者向けの年

金担保貸付スケジュール（下半期）にも申込受付終

了に向けた注意喚起を案内するとともに、早めに受

託金融機関の窓口に相談して借入申込の手続きを

取るよう推奨する文言を追記した。 
  さらに、受託金融機関に対して、申込受付終了の

間際になって借入申込関係書類に不備が生じた場

合等の具体的な処理方策を事務連絡するとともに、

事業終了を見据えた債権回収の強化等を図るため、

年金担保貸付事務取扱を全面改訂して送付した。 
○ 申込受付が終了した令和 4 年 4 月以降に配布す

る新たなチラシについて、厚生労働省等と調整のう

え作成し、受託金融機関に送付した。 
また、機構ホームページ及び 24 時間電話自動応

答システムについて、厚生労働省及び機構関係部署

と調整のうえ申込受付終了後の内容を確定し、4 月

1 日リリースに向けた準備態勢を整えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉関係団体、司法関係団体及び消費者関係団

体など 42 団体に対して、令和 4 年 4 月以降に使用

する厚生労働省との連名のチラシ及びその対応要

領（Q&A 等）を事前送付し、年金担保貸付の利用

者等に対して申込受付終了に係る周知、利用可能

な他制度の情報提供ができる態勢を整えた。 
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（４）年金担保貸付

事業及び労災年

金担保貸付事業

に関する評価に

ついて、以下の

指標を設定す

る。 
・ 福祉関係団

体、司法関係

団体及び消費

者関係団体な

ど 30 団体以

上との連携・

協力による周

知活動を行う

こと。（平成28
年度実績：29
団体） 

・受託金融機関事 

務説明会開催実 

績 

・受託金融機関個 

別訪問実績 

・全国銀行協会等 

との意見交換実 

績 

 
（４）年金担保貸付事

業及び労災年金

担保貸付事業に

関する評価につ

いて、以下の指標

の達成を目指す。 
 
・ 福祉関係団体、司

法関係団体及び

消費者関係団体

など 30団体以上

との連携・協力に

よる周知活動を

行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）年金担保貸付事

業及び労災年金

担保貸付事業に

関する評価につ

いて、以下の指標

の達成を目指す。 
 
・ 福祉関係団体、司

法関係団体及び

消費者関係団体

など 30団体以上

との連携・協力に

よる周知活動を

行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 周知活動における

連携・協力団体数に

ついて、中期計画を

達成しているか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 上記①のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した

業務＞ 
○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、受託金

融機関事務説明会をWeb動画配信により開催する

とともに、配信資料の中で年金担保貸付事業・労災

年金担保貸付事業の留意事項を分かり易く説明し

た。（11 月から 1 月まで配信） 

 
 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―８ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法附則第 5 条の 2 第 1 項及び第

2 項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
なし 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

長期延滞債権の回収

処理割合（計画値） 
18％以上 － 18％以上 18％以上 18％以上 18％以上 18％以上  予算額（千円） 1,601,966 1,487,031 1,505,253 1,321,160  

長期延滞債権の回収

処理割合（実績値） 
－ 17.3％ 22.0％ 23.4％ 19.5％ 20.7%   決算額（千円） 

1,586,083 1,405,726 1,295,223 1,183,467  

達成率 
 

－ － 122.2％ 130.0％ 108.3％ 115.0%   経常費用（千円） 
1,625,097 1,407,216 1,266,572 1,176,591  

 
 

        経常利益（千円） 
15,590,680 13,055,780 10,856,698 8,974,898  

         行政コスト（千円） 
 

－ 1,407,216 1,266,572 1,176,591  

         行政サービス実施

コスト（千円） 
△ 16,014,981 － － －  

 
 

        従事人員数 
28.70 人 26.29 人 27.01 人 25.07 人  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ８ 承継年金住宅融

資等債権管理回

収業務 
承継年金住宅融

資等債権管理回収

業務については、新

規貸付の終了した

年金住宅融資等債

権の管理及び回収

を行い、当該回収金

の国への納付により

年金給付の財源に

寄与することを目的

とし、以下の点に留

意してその適正な実

施に努めること。 

なお、業務承継時

からの債権残高の減

少状況を踏まえ、当

該業務の終了を見

据えた具体的な検

討を行いつつ、安定

的かつ効率的な業

務実施に努めるこ

と。 

 

（１）業務終了を見

据えた検討に際

しては、減少傾

向が続く債権残

高の将来見通し

を踏まえ、業務

運営コストの分

析及び将来の収

支状況の的確な

把握を行うとと

もに、さらに当

該業務の関係機

８ 承継年金住宅融

資等債権管理回

収業務 
承継年金住宅融資

等債権管理回収業務

については、新規貸付

の終了した年金住宅

融資等債権の管理及

び回収を行い、当該回

収金の国への納付に

より年金給付の財源

に寄与することを目

的とし、以下の点に留

意してその適正な実

施に努める。 

なお、業務承継時か

らの債権残高の減少

状況を踏まえ、当該業

務の終了を見据えた

具体的な検討を行い

つつ、安定的かつ効率

的な業務実施に努め

る。 

 

 

 

（１）業務終了を見据

えた検討に際し

ては、減少傾向が

続く債権残高の

将来見通しを踏

まえ、業務運営コ

ストの分析及び

将来の収支状況

の的確な把握を

行うとともに、さ

らに当該業務の

関係機関と緊密

８ 承継年金住宅融

資等債権管理回

収業務 
承継年金住宅融資

等債権管理回収業務

については、新規貸付

の終了した年金住宅

融資等債権の管理及

び回収を行い、当該回

収金の国への納付に

より年金給付の財源

に寄与することを目

的とし、以下の点に留

意してその適正な実

施に努める。 
なお、業務承継時か

らの債権残高の減少

状況を踏まえ、当該業

務の終了を見据えた

具体的な検討を行い

つつ、安定的かつ効率

的な業務実施に努め

る。 
 
 
 

（１）業務運営コスト

の分析及び将来

の収支状況の把

握、並びに関係機

関と連携した課

題等の把握など、

令和 2 年度まで

進めてきた準備

対応の取組結果

を踏まえて、当該

業務の終了を見

据えた具体的な

＜主な定量的指標＞ 
① 長期延滞債権に

ついて、経済環境の

著しい変動がない

限り、総件数に対し

て 18％以上の回収

処理を行う。 
 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 業務終了を見据

えた検討に際して、

減少傾向が続く債

権残高の将来見通

しを踏まえ、業務運

営コストの分析及

び将来の収支状況

の的確な把握を行

うとともに、さらに

当該業務の関係機

関と緊密に連携し

て、今後の課題の把

＜主要な業務実績＞ 

① 長期延滞債権については、総件数に対して

20.7％の回収処理を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業務運営コストの分析及び将来の収支状

況の把握等を行うとともに、過去 2 回にわ

たる関係機関ヒアリングの結果や国との意

見交換等を踏まえて把握された主要課題及

び事実関係等を全体整理し、当該業務の終

了を見据えた具体的な検討を進めた。 

○ 第 3 期中期目標期間において、多くの関

係機関との調整で合意された第三者弁済契

約の延長等について、その後の実施状況や、

関係転貸法人の事業動向等を把握しつつ、令

和 5 年度から実施する関係機関との協議・

調整に向けた準備検討を着実に進めた。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 業務運営コストの分析及び将来の収支状

況の把握等を行うとともに、過去 2 回にわた

る関係機関ヒアリングの結果や国との意見交

換等を踏まえて把握された主要課題及び事実

関係等を全体整理し、当該業務の終了を見据

えた具体的な検討を進めた。 
○ 第 3 期中期目標期間において、多くの関係

機関との調整で合意された第三者弁済契約の

延長等について、その後の実施状況や、関係

転貸法人の事業動向等を把握しつつ、令和 5
年度から実施する関係機関との協議・調整に

向けた準備検討を着実に進めた。 
○ 承継債権管理回収勘定における将来の収

支状況の把握等に資するため、関連システム

に将来推計の機能を追加する準備検討を進

め、システム修正作業及びテスト実施の検討

等を進めた。 

○ 承継年金住宅融資等の貸付先について、財

務状況等の把握・分析を行うとともに、必要

に応じてヒアリング及び指導を行った。 

○ 貸付先の保証人等については、受託金融機

関等に調査を行い、必要な手続きが適切に行

われたことを確認するとともに、転貸債権に

係るローン保証会社の格付けにより、各社の

保証履行能力の実態把握・分析を行った。 

  また、保証人の変更があった貸付先につい

ては、昨年度に引き続き民法改正（令和 2 年

4 月施行）に伴う変更後の様式の使用状況を

確認することにより、受託金融機関の現場で

適切な運用が図られていることを確認した。 
○ 令和 2 年 5 月から開始した住宅金融支援

機構への委託分債権のうちサービサー再委託

案件について、同機構と連絡を密に取りつつ

準備を進め、延滞長期化の抑制(債務者に係

る時効更新)に努めた。 

○ ローン返済困窮者に対する返済条件の変

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○法人の自己評価について 
本項目における法人の自己評価は、「独立

行政法人の評価に関する指針」（令和４年３

月２日改定、総務大臣決定）に即して記載

されており質が高く、評価の視点に即し業

務実績を具体的に記述する等十分な説明責

任が果たされており、正当であると確認で

きる。 
 
○業務の終了を見据えた検討等 
債権残高の減少を踏まえた業務の終了を

見据えた具体的な検討として、業務運営コ

ストの分析及び将来の収支状況の見込みの

把握等を行うとともに、関係機関のヒアリ

ング結果や国との意見交換等を行い把握さ

れた主要課題及び事実関係等について全体

整理を行った。 
また、令和３年度に回収した債権につい

て約 592 億円を国庫納付し公的年金給付の

財源に寄与した。 
 
○評価 
所期の目標を達成していると認められる

ため、「Ｂ」評価とする。 
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関と緊密に連携

して、今後の課

題の把握等に努

めること。 
 
 
 
（２）年金住宅融資

等債権につい

て、貸付先の財

務状況等の把握

及び分析、担保

物件及び保証機

関又は保証人の

保証履行能力の

評価等を適時に

行うことにより、

適切な債権管理

に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）年金住宅融資

等債権につい

て、適時的確に

に連携して、今後

の課題の把握等

に努める。 
 
 
 
 
（２）年金住宅融資等

債権について、貸

付先の財務状況

等の把握及び分

析、担保物件及び

保証機関又は保

証人の保証履行

能力の評価等を

適時に行うとと

もに、転貸債権に

係る保証履行能

力の把握及び分

析、転貸法人等に

対する必要な助

言等を行うこと

により、適切な債

権管理に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）年金住宅融資等

債権について、適

時的確に回収を

検討を進めると

ともに、国と調整

を行う。 
 
 

 
 
（２）年金住宅融資

等債権につい

て、貸付先の財

務状況等の把握

及び分析、担保

物件及び保証機

関又は保証人の

保証履行能力の

評価等を適時に

行うとともに、

転貸債権に係る

保証履行能力の

把握及び分析、

転貸法人等に対

する必要な助言

等を行うことに

より、適切な債

権管理に努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）年金住宅融資等

債権について、適

時的確に回収を

握等に努めている

か。 
 
 
 
 
 
○ 年金住宅融資等

債権について、貸付

先の財務状況等の

把握及び分析、担保

物件及び保証機関

又は保証人の保証

履行能力の評価等

を適時に行うとと

もに、転貸債権に係

る保証履行能力の

把握及び分析、転貸

法人等に対する必

要な助言等を行う

ことにより、適切な

債権管理に努めて

いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年金住宅融資等

債権について、適時

的確に回収を行う

○ 承継債権管理回収勘定における将来の収

支状況の把握等に資するため、関連システ

ムに将来推計の機能を追加する準備検討を

進め、令和 4 年 10 月の運用開始に向けて

システム修正作業及びテスト実施の検討等

を進めた。 

 

○ 転貸法人について、令和 2 年度決算書を

徴求し、財務状況等の把握・分析を行うと

ともに、必要に応じて、ヒアリング及び指

導を行った。 

○ 住宅生活協同組合等について、受託金融

機関から現状の報告及び決算書を徴求し、

財務状況等の把握・分析を行った。 

○ 貸付先の保証人等については、受託金融機

関等に調査を行い、保証人の変更等に係る必

要な手続きが適切に行われたことを確認し

た。 
  また、保証人の変更があった貸付先につい

ては、昨年度に引き続き民法改正（令和 2 年

4 月施行）に伴う変更後の様式の使用状況を

確認することにより、受託金融機関の現場で

適切な運用が図られていることを確認した。 

○ 年金住宅融資等債権について、貸付金の自

己査定基準に基づき、貸付先の財務状況等を

勘案した債権分類を実施し、貸倒引当金を適

正に計上した。 

○ 転貸債権に係るローン保証会社の格付け

（Moody’s、S&P）により、各社の保証履行

能力の実態把握・分析を行い、保証能力を確

認した。 

○ 各転貸法人の現場において、短期延滞の解

消や長期延滞の防止、関係金融機関との連

携等に携わる専門員に対して提供する過去

の経緯や制度の仕組み等を解説した資料の

整理・見直しを行い、日頃の取組みに対する

一層の理解の向上を図った。 

 

○ 貸付先との交渉が難航して回収が進まな

かった債権や過去に貸付先が破綻して機構

自ら直接管理をしている債権について、受託

更 49 件（新型コロナウイルス感染症の影響

に伴う緩和措置の適用 26 件を含む）、民事

再生法の適用による返済条件の変更 1 件の

措置を講じた。 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま

え、住宅金融支援機構の動向を把握して、転

貸法人に必要な事務連絡の発出等を行った。 
また、9 月及び 3 月の約定償還時に先駆け

て、主な貸付先における新型コロナウイルス

感染症の影響の有無等についてモニタリング

を実施するとともに、過去に破綻した貸付先

に係る債権管理への影響等について受託金融

機関等から毎月報告を受けることを通じて、

いずれも特段の支障等が生じていないことを

確認した。 
○ 長期延滞債権については、受託金融機関に

対して適切な指示を行い、必要に応じて保証

機関等に対する保証履行請求及び担保物件

の処分を行ったことなどにより、総件数に対

して 20.7％の回収処理を行った。 

○ 以上の取組みの結果、令和 3 年度の国庫納

付金として、令和 4 年 7 月末までに約 592
億円を国庫納付する予定であり、引き続き公

的年金の給付財源に寄与する対応となる。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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回収を行うこと

により、延滞債

権の発生の抑制

に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）延滞債権につ

いて、貸付先に

対する督促、保

証機関又は保証

人に対する保証

履行請求及び担

保物件の処分等

を適切に行うこ

とにより、早期

の債権回収に努

めること。 
 
 
 
（５）承継年金住宅

融資等債権管理

行うことにより、

延滞債権の発生

の抑制に努める。 
（関連指標） 

○適時的確な債権 

回収の実績 

・年金住宅融資等 

債権の元金回収 

率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）延滞債権につい

て、貸付先に対す

る督促、保証機関

又は保証人に対

する保証履行請

求及び担保物件

の処分等を適切

に行うことによ

り、早期の債権回

収に努める。 
 
 
 
 
（５）承継年金住宅融

資等債権管理回

行うことにより、

延滞債権の発生

の抑制に努める。 
また、経済情勢

の変化等に伴う

ローン返済困窮

者及び災害の被

災者等に対して、

迅速かつ的確に

必要な返済条件

の変更措置を講

じる。 
特に、新型コロ

ナウイルス感染

症の影響を踏ま

えた対応として、

この返済条件の

変更措置の円滑

な運用を図ると

ともに、貸付先に

対するモニタリ

ングを通じた状

況把握及び必要

な指導等を行う。 
 

（４）延滞債権につい

ては、貸付先に対

する迅速かつ着

実な督促を実施

するとともに、保

証機関又は保証

人に対する保証

履行請求及び担

保物件の処分等

を適切に進める

ことにより、早期

の債権回収に努

める。 
 

（５）承継年金住宅融

資等債権管理回

ことにより、延滞債

権の発生の抑制に

努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 延滞債権につい

て、貸付先に対する

督促、保証機関又は

保証人に対する保

証履行請求及び担

保物件の処分等を

適切に行うことに

より、早期の債権回

収に努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 

金融機関等との連携による着実な対応を進

めることにより、担保物件の処分等を通じた

回収を図った。 

○ 令和 2 年 5 月から開始した住宅金融支援

機構への委託分債権のうちサービサー再委

託案件について、同機構と連絡を密に取りつ

つ準備を進め、延滞長期化の抑制(債務者に

係る時効更新)に努めた。 

○ ローン返済困窮者に対する返済条件の変

更 49 件（新型コロナウイルス感染症の影響

に伴う緩和措置の適用 26 件を含む）、民事

再生法の適用による返済条件の変更 1 件の

措置を講じた。 
また、令和 3 年度中に発生した災害を受

け、機構ホームページに返済猶予等の対応を

掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 長期延滞債権については、受託金融機関に

対して適切な指示を行い、必要に応じて保証

機関等に対する保証履行請求及び担保物件

の処分を行った。 
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回収業務に関す

る評価につい

て、以下の指標

を設定する。 
・ 長期延滞債

権 に つ い て

は、被保険者

の高齢化等に

より、その回

収が一層難し

くなっている

中で、経済環

境の著しい変

動 が な い 限

り、総件数に

対して18％以

上の回収処理

を行うこと。

（第３期中期

目 標 期 間 実

績 ： 平 均

17.8%） 
 

収業務に関する

評価について、以

下の指標の達成

を目指す。 
・ 長期延滞債権

については、被保

険者の高齢化等

により、その回収

が一層難しくな

っている中で、経

済環境の著しい

変動がない限り、

総件数に対して

18％以上の回収

処理を行う 

収業務に関する

評価について、以

下の指標の達成

を目指す。 
・ 長期延滞債権

については、経済

環境の著しい変

動がない限り、総

件 数 に 対 し て

18％以上の回収

処理を行う。 

 
 
 
 
○ 長期延滞債権に

ついては、経済環境

の著しい変動がな

い限り、総件数に対

して 18％以上の回

収処理を行う。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

○ 上記①のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実

施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、

返済が困難となった借入者への返済条件の

変更等について、26 件の措置を講じた。（再

掲） 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま

えた12転貸法人における現場対応の状況等

を随時確認するとともに、住宅金融支援機構

等の動向を把握して、必要な情報提供や指導

を行った。 
○ 9 月及び 3 月の約定償還時に先駆けて、

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ

た機構債権の取扱い等を解説した事務連絡

を受託金融機関及び12転貸法人に発出する

ことにより、対応が必要となった場合の円滑

な事務処理を確保した。 

また、主な貸付先における新型コロナウイ

ルス感染症の影響の有無等について、モニタ
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リングを実施するとともに、過去に破綻した

貸付先に係る債権管理への影響等について

受託金融機関等から毎月報告を受けること

を通じて、いずれも特段の支障等が生じてい

ないことを確認した。 

○ 新型コロナウイルスの感染状況を踏まえ、

受託金融機関事務説明会をWeb動画配信に

より開催するとともに、配信資料の中で承継

年金住宅融資等債権管理回収業務の留意事

項を分かり易く説明した。（11 月から 1 月

まで配信） 
 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―９ 一時金支払等業務及び補償金支払等業務 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 
独立行政法人福祉医療機構法附則第 5 条の 3 第 1 項及び第

5 条の 5 第 1 項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 247・743 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 （参考） 
前中期目標期
間最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度   ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 

 
 

        予算額（千円） 

－ 

（一時金） 
11,167,039 

（補償金） 
5,422,001 

（一時金） 
3,405,515 

（補償金） 
11,517,779 

（一時金） 
1,758,266 

（補償金） 
2,960,550 

 

 
 

        決算額（千円） 

－ 

（一時金） 
1,596,426 

（補償金） 
1,478,432 

（一時金） 
1,368,357 

（補償金） 
8,869,033 

（一時金） 
323,778 

（補償金） 
1,105,403 

 

 
 

        経常費用（千円） 

－ 

（一時金） 
1,652,881 

（補償金） 
1,518,015 

（一時金） 
1,364,090 

（補償金） 
8,888,258 

（一時金） 
321,334 

（補償金） 
1,117,220 

 

 
 

        経常利益（千円） 

－ 

（一時金） 
0 

（補償金） 
0 

（一時金） 
△9,632 

（補償金） 
0 

（一時金） 
0 

（補償金） 
0 

 

         行政コスト（千円） 

－ 

（一時金） 
1,652,881 

（補償金） 
1,518,015 

（一時金） 
1,364,090 

（補償金） 
8,888,258 

（一時金） 
321,334 

（補償金） 
1,117,220 

 

 
 

        従事人員数 

－ 

（一時金） 
4.33 人 

（補償金） 
1.16 人 

（一時金） 
3.54 人 

（補償金） 
3.72 人 

（一時金） 
3.76 人 

（補償金） 
4.07 人 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ９ 一時金支払等業

務及び補償金支

払等業務 
 

 

 

 

旧優生保護法に基

づく優生手術等を受

けた者に対する一時

金の支給等に関する

法律（平成 31 年法律

第 14号）に基づく一

時金等及びハンセン

病元患者家族に対す

る補償金の支給等に

関する法律（令和元

年法律第 55 号）に基

づく補償金の支払に

当たっては、個人情

報の取扱いに特に配

慮するとともに、事務

費や基金残高の管理

等を含め、国に対し

て毎月の支払状況等

を報告するなど、国と

密接な連携の上、業

務の適切かつ迅速な

実施に努めること。 
 

 

９ 一時金支払等業

務及び補償金支

払等業務 
 

 

 

 

旧優生保護法に基

づく優生手術等を受

けた者に対する一時

金の支給等に関する

法律（平成 31 年法律

第 14号）に基づく一

時金等及びハンセン

病元患者家族に対す

る補償金の支給等に

関する法律（令和元年

法律第 55号）に基づ

く補償金の支払に当

たっては、個人情報の

取扱いに特に配慮す

るとともに、事務費や

基金残高の管理等を

含め、国に対して毎月

の支払状況等を報告

するなど、国と密接な

連携の上、業務の適切

かつ迅速な実施に努

める 

９ 一時金支払等業

務及び補償金支

払等業務 
 

 

 

 

旧優生保護法に基

づく優生手術等を受

けた者に対する一時

金の支給等に関する

法律（平成 31 年法律

第 14号）に基づく一

時金等及びハンセン

病元患者家族に対す

る補償金の支給等に

関する法律（令和元年

法律第 55号）に基づ

く補償金の支払に当

たっては、個人情報の

取扱いに特に配慮す

るとともに、事務費や

基金残高の管理等を

含め、国に対して毎月

の支払状況等を報告

するなど、国と密接な

連携の上、業務の適切

かつ迅速な実施に努

める。 

＜主な定量的指標＞ 
 なし 
 

＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
○ 一時金等及び補

償金の支払に当た

っては、個人情報の

取扱いに特に配慮

するとともに、事務

費や基金残高の管

理等を含め、国に毎

月の支払状況等を

報告するなど、国と

密接な連携の上、業

務の適切かつ迅速

な実施に努めてい

るか。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国と緊密な連携のうえ、適切かつ迅速な支払業

務を行い、毎月、確実に支払いを完了するととも

に、速やかに支払状況を国に報告した。 
○ 秘匿性の高さから個人情報の取扱いに特に配

慮する必要があるため、国との一時金及び補償金

の支払情報の授受については、セキュリティ性の

高い WAM NET 掲示板を活用した。 
○ 令和 3 年度における一時金支払等業務及び補

償金支払等業務の支払実績は、次のとおりであ

る。 

《一時金支払等業務》       （金額の単位：百万円） 

年度 件数 金額 

令和元年度（※） 476 1,524 

令和 2 年度 410 1,313 

令和 3 年度 86 275 

累計 972 3,113 

（※）令和元年 6 月から支払を開始した。 

《補償金支払等業務》     （金額の単位：百万円） 

年度 件数 金額 

令和元年度（※） 1,061 1,459 

令和 2 年度 5,555 8,807 

令和 3 年度 690 1,048 

累計 7,306 11,314 

（※）令和 2 年 1 月から支払を開始した。 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 一時金支払等業務及び補償金支払等

業務ともに、国と緊密な連携のうえ、適

切かつ迅速な支払業務を行い、毎月、確

実に支払いを完了するとともに、速やか

に支払状況を国に報告した。 
○ 一時金及び補償金の支払にあたって

は、個人情報の取扱いに特に配慮する必

要があるため、国との一時金及び補償金

の支払情報の授受についてはセキュリテ

ィ性の高い WAM NET 掲示板を活用し

た。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 

 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○業務の適切かつ迅速な実施 
一時金支払等業務及び補償金支払等業務

について、毎月確実に支払いを完了すると

ともに、支払い状況についても速やかに報

告しており、支払業務を適切かつ迅速に実

施している。 
また、一時金及び補償金の支払にあたっ

ては、WAM NET 掲示板を活用し、個人情

報の取扱いに配慮しつつ業務を実施してい

る。 
 

○評価 
所期の目標を達成していると認められる

ため、「Ｂ」評価とする。 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載） 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務・システムの効率化と情報化の推進 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
 
 

        

 
 

        

 
 

        

 
  



- 80 - 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第４ 業務運営の効

率化に関する事

項 
 
通則法第 29 条第

２項第３号の業務運

営の効率化に関する

事項は、次のとおりと

する。 
 
１ 業務・システムの

効率化と情報化の

推進 
（１）各事業・業務の

実施を効率的か

つ安定的に支援

するため、計画

的なシステムの

導入及び改善に

努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 業務運営の効

率化に関する目

標を達成するた

めにとるべき措

置 
 
 
 
 
 
１ 業務・システムの

効率化と情報化の

推進 
（１）各事業・業務の

実施を効率的か

つ安定的に支援

するため、情報化

推進計画を策定

し、システムの導

入及び改善を継

続的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 業務運営の効

率化に関する目

標を達成するた

めにとるべき措

置 
 
 
 
 
 
１ 業務・システムの

効率化と情報化の

推進 
（１）業務の実施を効

率的かつ安定的

に支援するため、

第４期中期計画

期間における情

報化推進計画に

基づき、システム

等の改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 各事業・業務の実

施を効率的かつ安

定的に支援するた

め、情報化推進計画

を策定し、システム

の導入及び改善を

継続的に実施して

いるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 各事業・業務の実施を効率的かつ安定的に支援す

るため、情報化推進計画を策定し、当該計画に基づ

き、次のとおりシステムの改善を実施した。 
a 福祉医療貸付事業に係る貸付総合電算システム

について、令和 3 年度貸付条件改正に係る改修に

加え、新型コロナウイルス対応支援資金に係る膨

大な貸付先に効率的に対応するため、データ照会

及び帳票出力に係る機能の見直しを行った。 
b 事業報告書等電子報告システムについて、新型

コロナウイルス対応支援資金の新規貸付先の増加

及び多様化に伴い、データ登録処理の集中を回避

するためのアップロード機能の見直し、対象ブラ

ウザの拡充、決算書の CSV アップロード機能等

を追加した。 
c 令和 4 年 4 月から制度化される社会福祉連携推

進法人の計算書類等の公表及びインターネットな

どを通じた国民への迅速な情報提供を行うため、

厚生労働省から要請を受け、社会福祉法人の財務

諸表電子開示システムの機能拡張のための調達仕

様書を作成し、調達を開始した。 
d 退職手当共済事業に係る退職手当共済システム

については、国が進める行政手続きのオンライン

化を推進する等、顧客サービスの向上と運営経費

の削減・業務効率化を目的とした新システムの構

築へ向けて、現行の業務フローの課題を踏まえた

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 情報化推進計画に基づき、次のとおりシ

ステムの改善を実施し、機構の各事業・業

務の効率的かつ安定的な実施を支援した。 
 a 福祉医療貸付事業に係る貸付総合電

算システムについて、令和 3 年度貸付

条件改正に係る改修に加え、新型コロナ

ウイルス対応支援資金に係る膨大な貸

付先に効率的に対応するため、機能の見

直しを実施した。 
 b 事業報告書等電子報告システムについ

て、令和 3 年度報酬改定に伴う対応の

ほか、新型コロナウイルス対応支援資金

の新規貸付先の増加及び多様化に対応

するため、機能追加等のシステム改修を

行った。 
 c 財務諸表等電子開示システムについ

て、社会福祉連携推進法人の計算書類

等の公表を行うため、システム機能拡張

に関する調達を開始した。 
 d 退職手当共済システムについて、手続

きのオンライン化や現行の業務フロー

の課題を踏まえた新システムの機能を

検討の上、新システム構築に向けた要件

定義業務に関する仕様書作成のうえ、調

達を実施した。 
 e WAM NET 基盤について、クラウド基

盤の更改にあたり、基盤の安定的かつ安

全な運用を継続し、高度なセキュリティ

確保を実現するため、「政府情報システ

ムのためのセキュリティ評価制度

（ISMAP）」に準拠した業者選定を実施

した。 
 f 稟議・決裁システムについて、新型コ

ロナウイルスの感染拡大による時差出

勤及び在宅勤務等勤務種別の多様化に

伴う勤怠管理機能を追加するための改

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○システムの改善 
情報化推進計画に基づくシステムの

改善として、 
・福祉医療貸付事業に係る貸付総合電

算システムについて、令和３年度貸付

条件改正に係る改修に加え、新型コロ

ナ対応支援資金に対応するため機能の

見直しを実施、 
・財務諸表等電子開示システムの機能

拡張に関する調達を開始、 
・退職手当共済システムは、各種手続

のオンライン化を目指して、新システ

ムの要件定義に関する調達を開始、 
をするなど、各事業において業務の効

率化に向けた取組に努めている。 
 
○研修 
情報セキュリティ関連の研修受講、

CIO補佐官によるＩＣＴ人材育成研修

及び情報システム関連の研修等の実施

により、情報システムや情報セキュリ

ティに関する知識の習得、機構職員の

ITリテラシーの向上に取り組んでいる。 
 
○評価 
業務の効率化に向けた各種システム 

の改修、整備に取り組んでいること、

各種研修による情報システムや情報セ

キュリティに関する知識の習得、職員

の ICT リテラシーの向上を図るなど、

業務・システムの効率化と情報化の推

進に努めており、所期の目標を達成し

ていると認められるため、「Ｂ」評価と

する。 
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（２）情報化の進展

に機動的かつ的

確に対応するこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）情報化の進展に

機動的かつ的確

に対応するため、

情報管理担当部

署の専門性の向

上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
（３）各業務の特性に

応じて、当該業務

に必要なＩＴに

関する技能及び

知識の習得を推

進するため、職員

に対する研修等

を実施する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）情報化の進展に

機動的かつ的確

に対応するため、

情報システムに

精通した人材を

育成するための

研修プログラム

に基づく外部研

修を活用するな

ど情報管理担当

部署の専門性の

向上を図る。 
 
（３）業務の特性に応

じて、当該業務に

必要なＩＴに関

する技能の習得

を推進するため、

情報化統括責任

者（ＣＩＯ）補佐

官及び情報管理

担当部署等によ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 情報化の進展に

機動的かつ的確に

対応するために、情

報管理担当部署の

専門性の向上を図

っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
○ 職員に対するＩ

Ｔに関する研修等

を計画的に実施し

ているか。 
 
 
 
 
 

新システムの機能を検討のうえ、新システム要件

定義事業者選定に係る仕様書を作成し、要件定義

事業者の選定を行った。 
e WAM NET基盤の安定的かつ安全な運用を継続

し、高いセキュリティを確保するため、WAM NET
基盤の次期更改にあたっては、「政府情報システ

ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）」に

準拠したクラウドサービス事業者を選定するよう、

調達仕様書を作成し、クラウド基盤提供事業者を

選定した。 
f 稟議・決裁システムについて、新型コロナウイル

スの感染拡大を契機とした時差出勤及び在宅勤務

等の勤務種別の多様化に合わせて、勤務時間管理

の充実と就業状況の適正な把握のための勤怠管理

機能を追加するための改修を実施した。また、担

当者の報告の迅速化や業務の電子化・効率化を図

るため、内部統制報告機能を追加するための改修

を実施した。 
 
○ 情報管理担当部署の専門性の向上を図るため、

CIO 補佐官による ICT 人材育成のための研修を実

施した。（6 名） 
また、教育・訓練プログラムに基づき、情報シス

テムや情報セキュリティ及び情報セキュリティイン

シデントに関する知識習得に係る外部研修を受講し

た。（延べ 11 名） 
 
 
 
 
 
 
○ 機構職員の IT リテラシーの向上を図るため策定

した令和 3 年度情報システム関連研修計画に基づ

き、情報管理担当部署等による OA 研修（e ラーニ

ング研修：Word、Excel、Outlook、PowerPoint、
受講者 276 名）及び業務システム等操作研修（集合

研修：貸付総合電算システム受講者 8 名、総合法令

検索システム操作研修受講者 17 名、資料配布：機

構ホームページ操作研修受講者 109 名）、新人職員

研修（受講者 41 名）、テレワーク環境の操作説明及

修を実施した。 
○ 情報セキュリティに関する知識や情報

システムの防護、サイバー防衛の実践に関

する知識習得に係る外部研修の受講（2
名）や CIO 補佐官による人材育成研修の

受講（6 名）により、情報管理担当部署の

専門性の向上を図った。 
  このほか、教育・訓練プログラムに基づ

き外部研修を受講し、情報システムや情報

セキュリティに関する知識を習得した。 
○ 令和 3 年度情報システム関連研修計画

に基づき、情報管理担当部署等による OA
研修（e ラーニング研修：Word、Excel、
PowerPoint、Outlook、受講者 276 名）

を実施するとともに、CIO 補佐官による

役職員向け研修（受講者 92 名）を実施す

るなど、機構職員の IT リテラシーの向上

を図った。 
○ 福祉医療貸付事業、経営指導事業、助成

事業等に係る相談業務など、コロナ禍によ

り対面での実施が困難な状況が続いてい

ることから、顧客等とのコミュニケーショ

ンについて安全性を確保するとともに、サ

ービスの質の維持・向上を図るため、昨年

度に引き続き、Web 会議サービスを活用

し、事務の効率化及び円滑な実施を支援

した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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る職員研修等を

計画的に実施す

る。 

び Web 会議サービス操作説明を実施した。 
○ IT リテラシーの向上のため、CIO 補佐官による

研修を役職員向けに実施した。（受講者 92 名） 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した

業務＞ 
○ 福祉医療貸付事業に係る貸付総合電算システム

について、新型コロナウイルス対応支援資金に係る

膨大な貸付先に効率的に対応するため、データ照会

及び帳票出力に係る機能の見直しを行った。（再掲） 
○ 稟議・決裁システムについて、新型コロナウイル

スの感染拡大を契機とした時差出勤及び在宅勤務

等の勤務種別の多様化に合わせて、勤務時間管理の

充実と就業状況の適正な把握のための勤怠管理機

能を追加するための改修を実施した。（再掲） 
○ 事業報告書等電子報告システムについて、新型コ

ロナウイルス対応支援資金の新規貸付先の増加及び

多様化に伴い、データ登録処理の集中を回避するた

めのアップロード機能の見直し、対象ブラウザの拡

充、決算書の CSV アップロード機能等を追加した。

（再掲） 
○ 福祉医療貸付事業、経営指導事業、助成事業等に

係る相談業務など、コロナ禍により対面での実施が

困難となった顧客等とのコミュニケーションについ

て安全性を確保するとともに、サービスの質の維持・

向上を図るため、昨年度に引き続き、Web 会議サー

ビスを活用し、事務の効率化及び円滑な実施を支援

した。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―２ 経費の節減 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
経費節減（計画値）

（百万円） 
中期目標期間の最終年度において、一般管

理費は 70 百万円、業務経費は 296 百万円 
 

 

 
 

（一般管理費） 

80（▲3％） 
（業務経費） 

308（▲1％） 

（一般管理費） 

77（▲6％） 
（業務経費） 

305（▲2％） 

（一般管理費） 

75（▲9％） 
（業務経費） 

302（▲3％） 

（一般管理費） 

  72（▲12％） 
（業務経費） 

299（▲4％） 

（一般管理費） 

 70（▲15％） 
（業務経費） 

296（▲5%） 

－ 

経費節減（実績値） 
（百万円） 

年度計画値の 100％ （一般管理費） 

82 
（業務経費） 

311 

（一般管理費） 

85 
（業務経費） 

331 

（一般管理費） 

78 
（業務経費） 

314 

（一般管理費） 

73 
（業務経費） 

302 

（一般管理費） 

72 
（業務経費） 

297 

 

 
 

 

－ 

上記削減率（％） 中期目標期間の最終事業年度において、平

成 29 年度（一般管理費 82 百万円、業務経

費 311 百万円）と比べて一般管理費は 15％
程度、業務経費は 5％程度削減 

 

 
 

 

（一般管理費） 

3.7％ 
（業務経費） 

6.3％ 

（一般管理費） 

▲4.3％ 
（業務経費） 

0.9％ 

（一般管理費） 

▲10.9％ 
（業務経費） 

▲3.0％ 

（一般管理費） 

▲12.8% 
（業務経費） 

▲4.7% 

 

 
 

 

 

  達成度 － 
 
 

 

 
 

 

（一般管理費） 

94.1％ 
（業務経費） 

93.1％ 

（一般管理費） 

98.7％ 
（業務経費） 

97.1％ 

（一般管理費） 

102.7％ 
（業務経費） 

100.0％ 

（一般管理費） 

100.0% 
（業務経費） 

100.7% 

 

 

 
 

 

－ 

 
  

（注）削減対象経費は、運営費交付金を充当する一般管理費及び業務経費であって、決算報告書の業務経費及び一般管理費のうち、人件費、貸付金に係る振込・口座振替手数料及び債権保全費、福祉医療経営指導事業に係る経費、社会福祉事業に関する調査研究、知識の普

及及び研修に係る経費、退職手当共済事業に係る業務委託費及び退職手当給付金支給に係る振込手数料、システム関連経費、事務所借料関連経費、公租公課並びに特殊要因経費を除いた金額である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 経費の節減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）業務方法の

見直し及び事

務の効率化を

行い、経費の

節減に努める

こと。 
 
 
 

２ 経費の節減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）質が高く効率

的な業務運営

を確保し、組織

における資源

を有効に活用

するため、毎年

度、業務方法

等を点検し、業

務方法の改善

２ 経費の節減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）質が高く効率

的な業務運営

を確保し、組織

における資源

を有効に活用

するため、業務

方法等を点検

し、その改善等

を図ることに

＜主な定量的指標＞ 
① 中期目標期間の最

終事業年度におい

て、平成 29 年度と

比べて一般管理費は

15%程度、業務経費

は 5%程度の額を節

減する。 
 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 業務方法をどのよ

うに改善し、事務の

効率化を図り、経費

の節減に努めている

か。 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
① 運営費交付金を充当して行う業務（一般勘定・共済勘定・保険勘定）に係る一般管理費及

び業務経費については、中期目標期間の最終事業年度において、基準額（平成 29 年度決算

額）に対して、一般管理費は△15%程度、業務経費は△5%程度の額を削減できるよう、不断

に経費削減の取り組みを行い、業務の質の確保に留意しつつ効率的な執行に努めた。 
令和 3 年度においては、人材派遣職員及び再雇用職員等の人員配置の最適化を着実に推進

したことにより、人材派遣料等で令和 2 年度と比較し 16 百万円の節減を図った。 
また、大量のレターパック購入については、現金による直接購入から購入代行業者を利用

した方法へ切り替えることにより、購入単価（@10 円程度）の引下げを実現するとともに、

機構職員の事務負担軽減を図った。 
以上により、一般管理費、業務経費ともに令和 3 年度計画値を下回った。 

 

＜一般管理費＞                                     （単位：百万円） 

区 分 基準額 
（注） 

令和 3 年度 
目標額 

（対基準額） 
3 月末 

金 額 82 72 
(△10) 72 

節減率 － △12％ △12.8％ 
 

＜業務経費＞                                       （単位：百万円） 

区 分 基準額 
（注） 

令和 3 年度 
目標額 

（対基準額） 
3 月末 

金 額 311 299 
(△12) 297 

節減率 － △4％ △4.7% 
（注）基準額は平成 29 年度決算額である。 

 

 
○ 新型コロナウィルスの感染状況を踏まえ、各事業における説明会や研修会を Web 開催とす

ることで、移動時間の軽減・出張旅費の削減等、研修会開催に係る事務の効率化及び経費の

節減を図った。 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 令和 3 年度におい

ては、人材派遣職員

等の人員配置の最適

化を着実に推進した

結果、人材派遣料等

を節減することがで

きた。また、レター

パックの購入につい

て、現金による直接

購入から購入代行業

者を利用した方法へ

切り替えることによ

り、購入単価の引下

げ及び事務負担の軽

減を図った。 
以上により、一般

管理費、業務経費と

もに令和 3 年度計画

値を下回った。 
○ 契約の適正化につ

いては、調達等合理

化計画に基づく取組

みを着実に実施する

とともに、契約監視

委員会における点検

を適正に行い、公正

かつ透明な調達手続

による適切で、迅速

かつ効果的な調達を

推進した。 
○ 給与水準について

は、その適正化に向

けて、機構独自の特

別都市手当据置の継

続、55 歳を超える職

員に対する給与体系

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○経費節減の取組 

経費節減に向けた取

組として、職員等の人員

配置の最適化による人

材派遣料等の節減や、事

務消耗品等の購入単価

の引下げを図る等によ

り、費用負担の軽減に努

めている。 
 
○契約の適正化 
 契約の適正化に向け

て、調達等合理化計画に 
に基づく取組を着実に

実施している。 
 
○評価 

上記の取組等により、 
令和３年度における一

般管理費及び業務経費

の節減率は目標を達成

し、事務の効率化及び経

費の節減に努めてお

り、、所期の目標を達成

していると認められるた

め、「Ｂ」評価とする。 
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（２）公正かつ透

明な調達手続

による適切で、

迅速かつ効果

的な調達のた

め、機構が策

定した「調達

等 合 理 化 計

画」に基づき、

一者応札等に

対する取組を

着実に実施す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

等を行うこと

により、事務の

効率化を推進

し、経費の節減

に努める。 
 
（２）公正かつ透明

な調達手続に

よる適切で、迅

速かつ効果的

な調達のため、

機構が策定し

た「調達等合理

化計画」に基づ

き、一者応札等

に対する取組

を着実に実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

より、事務の効

率化を推進し、

経費の節減に

努める。 
 
 
（２）公正かつ透明

な調達手続に

よる適切で、迅

速かつ効果的

な調達のため、

「令和 3 年度

調達等合理化

計画」に基づ

き、一者応札等

に対する取組

を着実に実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○ 公正かつ透明な調

達手続による適切

で、迅速かつ効果的

な調達を実現する観

点から、機構が策定

した「調達等合理化

計画」に基づく取組

を着実に実施してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○ 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）に基づき、令和 3 年度の「調達等合理化計画」を策定し、機構ホームページで公

表した。 
○ 「調達等合理化計画」に基づく取組みについては、次表のとおりである。 
表1 調達の全体像                          （金額単位：億円） 

区  分 
令和3年度 令和2年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
（85.3％） （97.9％） （64.9％） （46.0％） （△21.6％） （△33.9％） 

29  9.9  37 15.0 △ 8  △ 5.1  

企画競争・公募 
（0％） （0％） （1.8％） （0.8％） （△100.0％） （△100.0％） 

0 0 1 0.2 △ 1  △ 0.2  
競争性のある契約 

（小計） 

（85.3％） （97.9％） （66.7％） （46.8％） （△23.7％） （△35.0％） 
29  9.9  38 15.3 △ 9  △ 5.3  

競争性のない 

随意契約 

（14.7％） （2.1％） （33.3％） （53.2％） （△73.7％） （△98.8％） 
5 0.2 19 17.3 △ 14  △ 17.1  

合  計 
（100.0％） （100.0％） （100.0％） （100.0％） （△40.4％） （△68.9％） 

34 10.1 57 32.6 △ 23  △ 22.5  
（注1）単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注2）比較増△減の（ ）書は、令和3年度の対令和2年度伸率である。 

（注3) 令和2年度件数には、コロナ対応に係る調達が競争入札等8件、競争性のない随意契約10件含まれる。 

 

表2 一者応札・応募状況                       （金額単位：億円） 

区分 令和 3 年度 令和 2 年度 比較増△減 

2 者以上 
件数 19 （65.5％） 23 （60.5％） △ 4 （△17.4％） 

金額 4.1 （41.3％） 4.1 （26.9％） △ 0.0 （△0.2％） 

1 者以下 
件数 10 （34.5％） 15 （39.5％） △ 5 （△33.3％） 

金額 5.8 （58.7％） 11.2 （73.1％） △ 5.3 （△47.8％） 

合 計 
件数 29 （100.0％） 38 （100.0％） △ 9 （△23.7％） 

金額 9.9 （100.0％） 15.3 （100.0％） △ 5.3 （△35.0％） 
（注 1）単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書は、令和 3 年度の対令和 2 年度伸率である。 

（注 4）令和 2 年度件数には、コロナ対応に係る調達が二者以上 3 件、一者以下 5 件含まれる。 

 

○ 調達等合理化計画に基づき、以下の項目について重点的な取組みを行った。 

a 競争性のない随意契約に対する取組み 

  会計規程等における「随意契約によることができる事由」に該当している明確な理由の確

認を徹底し、公正性、透明性を確保した。 

  また、調達等合理化推進委員会において、対象となる随意契約全件の事前点検を行った。

（実績：2 件） 

の見直し等を実施し

てきた結果、年齢・

地域・学歴差を勘案

したラスパイレス指

数は 100.8 ポイント

となった。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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b 一者応札・応募に対する取組み 

  機構ホームページにおいて公表している「一者応札・一者応募に係る改善方策について」

に基づき、公告期間の確保や不当な資格要件を設定しない等によって、競争への参加者が

複数となるよう改善に取り組んだ他、以下の項目についても併せて取り組んだ。 

・ より多くの事業者が準備期間を十分に確保できるよう令和 3 年度の調達予定情報を令

和 3 年 4 月に機構ホームページで公表し、毎月更新を行った。前回一者応札となった案

件（11 件）については、機構ホームページでの調達予定情報の公表に合わせて、入札へ

の参加が期待される事業者に対する個別案内を行った。 

・ より多くの事業者が入札に参加することを促すため、入札公告情報を提供するメール

マガジンを登録者あてに発行した。 

・ 令和 3 年度に一者応札となった案件（10 件）について、入札への参加を辞退した事業

者に対するアンケート調査を実施するとともに、アンケート結果については、事業者が

参加しやすい調達スケジュールの設定や仕様の見直し等に係る留意事項として、機構内

の関連部署へ周知した。 

・ 前回一者応札・応募であった案件について、複数応札者が見込めるよう、アンケート

結果等に基づき改善方策を検討し、調達内容に反映させているかを確認するためのチェ

ックリストを活用した調達前自己チェックプロセスにより、取組みの更なる徹底を図っ

た。 

・ 令和 2 年度に試行実施した、希望者に対する入札説明書の電子メールによる配布を本

格実施して、事業者の利便性向上を図った。 
c 総合評価落札方式の効果的な活用 

技術的要素の評価を行うことが重要であった「退職手当共済業務処理システム等のホステ

ィングと運用保守業務」他の調達（13 件）を総合評価落札方式により調達し、実施につい

て関連部署と 8 回の勉強会等を行った。 

d 障害者優先調達推進法への取組み等 

「障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針」に基づき、障害者就労

施設等からの調達を 2,781 千円行った。当該方針においては「前年度の実績額（2,758 千

円）以上とする」ことを目標としており、目標を達成した。 

○ 調達等合理化計画に基づき、以下の項目についてガバナンスの徹底を図った。 

a 随意契約に関する内部統制 

  新たに締結することとなった競争性のない随意契約はなかった。なお、「独立行政法人会

計システム等の改修業務」等、過去に審議された競争性のない随意契約（2 件）を調達等合

理化推進委員会に諮り、会計規程等における「随意契約によることができる事由」との整

合性や、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から事前点検を受けた。 

b 不祥事の発生の未然防止・再発防止の取組み 

  適正な調達事務に資するため、入札談合等関与行為防止法に関する勉強会を開催し、人材

の育成に努め、不祥事発生の未然防止に取り組んだ。なお、令和 3 年度において、不祥事

の発生はなかった。 

○ 「調達の適正化について（依頼）」（平成 22 年 4 月 6 日厚生労働省発総 0406 第 5 号）を踏

まえ、全ての調達は原則として一般競争入札によることとし、「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に基づく調達等合理化

推進委員会においては、一般競争入札（最低価格落札方式）8 件、一般競争入札（総合評価

落札方式）13 件、競争性のない随意契約 2 件に係る以下の事項の審議を徹底した。 
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（３）運営費交付

金を充当する

一般管理費及

び 業 務 経 費

（いずれも人

件費を除く。）

については、業

務の質の確保

に留意しつつ、

より一層の業

務運営の効率

化を推進し、

中期目標期間

の最終事業年

度において、平

成 29 年度と

比べて一般管

理費は15％程

度、業務経費

は 5％程度の

額を節減する

こと。 
（注）貸付金

に係る振

込・口座

振替手数

料及び債

権 保 全

費、福祉

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）運営費交付金

を充当する一

般管理費及び

業務経費（いず

れも人件費を

除く。）につい

ては、業務の質

の確保に留意

しつつ、より一

層の業務運営

の効率化を推

進し、中期目標

期間の最終事

業年度におい

て、平成 29 年

度と比べて一

般 管 理 費 は

15％程度、業

務経費は 5％
程度の額を節

減する。 
（注）貸付金に

係る振込・

口座振替

手数料及

び債権保

全費、福

祉医療経

営指導事

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）運営費交付金

を充当する一

般管理費及び

業務経費（いず

れも人件費を

除く。）につい

ては、中期計画

の達成に向け、

業務の質の確

保に留意しつ

つ、より一層の

業務運営の効

率化を推進し、

経費の節減に

取り組む。 
（注）貸付金に

係る振込・

口座振替

手数料及

び債権保

全費、福

祉医療経

営指導事

業に係る

経費、社

会福祉事

業に関す

る調査研

究、知識の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 一般管理費等の経

費の節減について

は、中期目標を達成

しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 一般競争入札（最低価格落札方式）による場合は、調達等合理化推進委員会で仕様書等を

審査し、特定の者に有利とならないよう徹底した。 

b 一般競争入札（最低価格落札方式）によらない場合は、その理由を審査した。 

○ 「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日付総

務大臣決定）において、各独立行政法人は「契約監視委員会」を設置し、調達等合理化計画

の策定、自己評価の際の点検及び理事長が定める基準（新たな競争性のない随意契約、2 か

年度連続の一者応札・応募案件など）に該当する個々の契約の事後点検を行うこととされて

いるため、6 月に同委員会を開催し、「令和 3 年度調達等合理化計画（案）」（令和 2 年度調達

等合理化計画に係る自己評価の報告を含む）の事前点検を行うとともに、令和 2 年度に契約

を締結した新たな競争性のない随意契約 2 件、2 か年度連続の一者応札・応募案件 5 件につ

いて事後点検を行った。 

 
○ 上記①のとおり。 
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医療経営

指導事業

に係る経

費、社会

福祉事業

に関する

調 査 研

究、知識

の普及及

び研修に

係 る 経

費、退職

手当共済

事業に係

る業務委

託費及び

退職手当

給付金支

給に係る

振込手数

料、シス

テム関連

経費、事

務所借料

関 連 経

費、公租

公課並び

に特殊要

因経費を

除く。 
役職員の給

与水準につい

ては、政府の

方針を踏まえ

検証を行い、

その検証結果

や取組状況に

ついて公表す

ること。 
 

業に係る

経費、社

会福祉事

業に関す

る調査研

究、知識の

普及及び

研修に係

る経費、退

職手当共

済事業に

係る業務

委託費及

び退職手

当給付金

支給に係

る振込手

数料、シス

テム関連

経費、事

務所借料

関 連 経

費、公租

公課並び

に特殊要

因経費を

除く。 
 
 
 
役職員の給

与水準につい

ては、政府の方

針を踏まえ検

証を行い、その

検証結果や取

組状況につい

て公表する。 
 

 

普及及び

研修に係

る経費、退

職手当共

済事業に

係る業務

委託費及

び退職手

当給付金

支給に係

る振込手

数料、シス

テム関連

経費、事

務所借料

関 連 経

費、公租

公課並び

に特殊要

因経費を

除く。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
役職員の給

与水準につい

ては、政府の方

針を踏まえ検

証を行い、その

検証結果や取

組状況につい

て公表する。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 役職員の給与水準

については、政府の

方針を踏まえ検証を

行い、その検証結果

や取組状況について

公表しているか。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ ラスパイレス指数の状況 
対国家公務員  116.2 
地域勘案    103.1 
学歴勘案    113.2 
地域・学歴勘案 100.8 
（注）地域勘案指数：民間賃金が高い地域の職員に支払われる手当の有無を考慮した指数 

学歴勘案指数：学歴構成による給与水準の違いを考慮した指数 
○ 機構は在勤地が大都市圏であること、大卒以上の高学歴者の割合が高いことから、対国家

公務員指数 116.2 と国家公務員に比較して給与水準が高くなっているが、地域・学歴差を勘

案すると、対国家公務員指数は 100.8 となる。 
○ 国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由 
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① 在勤地が大都市圏であること 

比較対象となる国家公務員の平均給与は全国平均であるが、機構の在勤地は大都市圏（東

京都特別区及び大阪市）であり、特別都市手当（国の地域手当に相当）の支給対象に差が

あること。（職員の割合…東京都特別区：90.9%、大阪市：9.1%） 

②  大学卒以上の比率が高いこと 

国家公務員（行政職（一））の大学卒以上の比率は 60.4%（令和 3 年国家公務員給与等実

態調査）であるのに対し、機構職員の大学卒以上の比率は 92.7%となっており、学歴構成

による差があること。 

○ 給与水準の適切性の検証 
 在勤地が大都市圏であること、大卒以上の高学歴者の割合が高いことから、対国家公務員指

数（年齢差勘案）と国家公務員に比較して給与水準が高くなっているが、年齢・地域・学歴

差を勘案したラスパイレス指数は 100.8 となる。 
○ 給与水準の適正化を引き続き着実に進めていくため、令和 3 年度においても以下の事項を

実施するとともに、給与水準の検証結果と今後講ずる措置を機構ホームページに 6 月に公表

した。 
 a 55 歳を超える職員（4 等級（課長代理級）以下の職員を除く）に対する本俸、役職手当

等の支給について、国は 1.5%の減額支給措置が平成 30 年 3 月 31 日をもって廃止となっ

たが、機構は 0.5％の減額を引き続き実施 
 b 特別都市手当（国の地域手当に相当）について、国は平成 18 年度以降引上げを行い、平

成 28 年度に 20%（東京都特別区）の支給割合となったが、機構は引き続き 12%に据え置

き、抑制を継続 
○ 令和 3 年人事院勧告については、公務員の給与改定に関する取扱いについて（令和 3 年 

11 月 24 日閣議決定）を踏まえ、国家公務員に準じた対応とした。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第５  財務内容の改

善に関する事項 
通則法第 29条第2

項第 4 号の財務内容

の改善に関する目標

は、次のとおりとす

る。 
なお、独立行政法

人会計基準の改訂等

により、運営費交付

金の会計処理とし

て、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

引き続き、 収益化単

位の業務ごとに予算

と実績を管理するこ

と。 
 
１ 運営費交付金以

外の収入の確保 
運営費交付金を充

当して行う事業につ

いては、それぞれの事

業目的を損なわない

範囲で、利用者負担

その他の自己収入を

確保することに努め

ること。 
 
 
 
 
２ 自己資金調達に

よる貸付原資の確

保 
福祉医療貸付事業

及び年金担保貸付事

第３ 予算、収支計

画及び資金計画 
1 予算 
  別表 1 のとおり 
 
2 収支計画 
 別表 2 のとおり 
 

3 資金計画 
 別表 3 のとおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３ 予算、収支計

画及び資金計画 
1 予算 
  別表 1－1～1 

－4 のとおり 
 
2 収支計画 

別表 2－1～2 
－4 のとおり 
 

3 資金計画 
別表 3－1～3 
－4 のとおり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉医療経営指

導事業及び福祉保

健医療情報サービス

事業については、そ

れぞれの事業目的を

損なわない範囲で自

己収入の確保に努め

ているか。 
 
 
 
 
 
 
○ 福祉医療貸付事

業及び年金担保貸

付事業において、債

券の発行等による資

金調達を適切に行っ

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 令和 3 年度においては、運営費交付金を充当する事業につ

いて、利用者負担に配慮しつつ、適切なサービスや料金体系

を確保するとともに福祉医療経営指導事業及び福祉保健医療

情報サービス事業については、事業目的を損なわない範囲で

自己収入の確保に努めたもの、新型コロナウイルス感染症の

影響で経営セミナーが開催できなかったこと等により、収入

は予算額を下回った。 

区  分 実績額 予算額 対予算比 

福祉医療経営指導

事業収入 
21,296千円 72,864千円 29.2% 

福祉保健医療情報

サービス事業収入 
3,816千円 4,283千円 89.1% 

合  計 25,112千円 77,147千円 32.6% 

 
○ 福祉医療機構債券の発行については、当機構の社会貢献性

の高さを広く周知するため、12 月に当機構初のソーシャル

ボンドの発行を行い、投資表明を 32 件獲得した。 
  また、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、動画配

信やオンライン会議システム等を活用し、発行に係る説明会

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 福祉医療機構債券の発行

については、12 月に当機構

初のソーシャルボンドの発

行を行い、投資表明を 32件

獲得した。 
  また、新型コロナウイル

ス感染症の影響が続く中、

動画配信や Web 会議シス

テム等を活用し、発行に係

る説明会及び IR（投資家向

けの広報活動）を実施（説

明会は機構ホームページに

動画掲載 1 回、個別 IR は

訪問 3 回、オンライン又は

電話会議 20 回、集合 IR は

電話会議方式で 1 回（20 社

参加））したこと等により、

適切な発行条件で円滑な資

金調達を行うことができ

た。 
○ 不要財産の国庫納付につ

いては、会計検査院による

平成 29 年度決算検査報告

における機構への意見表示

を踏まえ、厚生労働省と協

議を行った結果、令和 3 年

12月に6.2億円の不要財産

（現預金）を国庫納付した。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○債権発行による資金調達 
 機構の社会貢献性の高さを広く周知する

ため、ソーシャルボンドを発行するととも

に、新型コロナウイルス感染症の影響を考

慮し、動画配信や Web 会議システム等を活

用し発行に係る説明会及び投資家向けの広

報を行うなど、円滑な資金調達に取り組ん

でいる。 
 
○不要財産の国庫納付 
 不要財産については、平成 29 年度決算

検査報告において、会計検査院より意見表

示のあった労災年金担保貸付勘定における

不要財産の国庫納付（6.2 億円）を行い、適

切な対応をしている。 
 
○評価 
 債券発行による資金調達及び不要財産の

国庫納付について、円滑かつ適切に行われ

ており、所期の目標を達成していると認め

られるため、「Ｂ」評価とする。 
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業において、債券の

発行等による資金調

達を適切に行うこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の

限度額 
１ 限度額 
 95,500 百万円 

２ 想定される理由 
（１）運営費交付金の

受入れの遅延等

による資金不足

に対応するため。 
（２）一般勘定におい

て、貸付原資の調

達の遅延等によ

る貸付金の資金

不足に対応する

ため。 
（３）年金担保貸付勘

定及び労災年金

担保貸付勘定に

おいて、貸付原資

に充当するため。 
（４）共済勘定におい

て、退職者の増加

等による給付費

の資金不足に対

応するため。 
（５）予定外の退職者

の発生に伴う退

職手当の支給等、

偶発的な出費に

対応するため。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の

限度額 
１ 限度額 

95,500 百万円 
２ 想定される理由 
（１）運営費交付金の

受入れの遅延等

による資金不足

に対応するため。 
（２）一般勘定におい

て、貸付原資の調

達の遅延等によ

る貸付金の資金

不足に対応する

ため。 
（３）年金担保貸付勘

定及び労災年金

担保貸付勘定に

おいて、貸付原資

に充当するため。 
（４）共済勘定におい

て、退職者の増加

等による給付費

の資金不足に対

応するため。 
（５）予定外の退職者

の発生に伴う退

職手当の支給等、

偶発的な出費に

対応するため。 

ているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

及び IR（投資家向けの広報活動）を実施（説明会は機構ホ

ームページに動画掲載 1 回、個別 IR は訪問 3 回、オンライ

ン又は電話会議 20 回、集合 IR は電話会議方式で 1 回（20
社参加））したこと等により、適切な発行条件で円滑な資金

調達を行った。 
区 分 金 額 年 限 発 行 日 

福祉医療貸付事業 
（一般勘定） 100 億円 10 年 令和 3 年 6 月 18 日 

福祉医療貸付事業 
（一般勘定） 100 億円 10 年 令和 3 年 12 月 20 日 

合 計 200 億円 － － 
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３ 不要資産の国庫

納付 
 
 
 
 
 
将来にわたり業務

を確実に実施する上

で必要なくなったと

認められる財産（不

要財産）を速やかに

国庫納付すること。 
 

第５ 不要財産又は

不要財産となる

ことが見込まれ

る財産がある場

合には、当該財産

の処分に関する

計画 
年金担保貸付

勘定及び労災年

金担保貸付勘定

に係る政府出資

金等について、業

務廃止後、金銭

納付により国庫

納付する。 
 
第６ 第５の財産以

外の重要な財産

を譲渡し、又は担

保に供しようと

するときは、その

計画 
なし 

 
第７ 剰余金の使途 
・ 全勘定に共通す

る事項 
業務改善に係る

支出のための原資 
職員の資質向上

のための研修等の

財源 
 

第５ 不要財産又は

不要財産となる

ことが見込まれ

る財産がある場

合には、当該財産

の処分に関する

計画 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
第６ 第５の財産以

外の重要な財産

を譲渡し、又は担

保に供しようと

するときは、その

計画 
なし 

 
第７ 剰余金の使途 
・ 全勘定に共通す

る事項 
業務改善に係る

支出のための原資 
職員の資質向上

のための研修等の

財源 
 

○ 不要財産の国庫

納付については、計

画どおり適切に実施

しているか。 
 

○ 不要財産の国庫納付については、会計検査院による平成29
年度決算検査報告における機構への意見表示「独立行政法人

福祉医療機構の労災年金担保貸付勘定における政府出資金

の規模について」を踏まえ、厚生労働省と協議を行った結果、

令和 3 年 12 月に 6.2 億円の不要財産（現預金）を国庫納付

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、動画配信やオ

ンライン会議システム等を活用し、発行に係る説明会及び IR
（投資家向けの広報活動）を実施（説明会は機構ホームペー

ジに動画掲載 1 回、個別 IR は訪問 3 回、オンライン又は電

話会議 20 回、集合 IR は電話会議方式で 1 回（20 社参加））

したこと等により、適切な発行条件で円滑な資金調達を行っ

た。（再掲） 
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４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 

 
目的積立金等の状況については、次表のとおりである。 
                                                                             （単位：百万円、％） 

 平成３０年度（初年度） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度（最終年度） 

前期中(長)期目標期間繰越積立金 300 291 286 283  

目的積立金 - - - -  

積立金 - 2,748 5,347 10,979  

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金等 - - - -  

運営費交付金債務 - - 944 564  

当期の運営費交付金交付額（a） 2,548 2,238 3,975 2,517  

 うち年度末残高（b） - - 944 564  

当期運営費交付金残存率（b÷a） - - 24 22  
（注）単位未満の端数については、金額は切り捨て、小数点以下は四捨五入して記載している。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ 効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 第６ その他業務運

営に関する重要

事項 
通則法第 29 条第

２項第５号のその他

業務運営に関する重

要目標は、次のとお

りとする。 
なお、独立行政法

人制度の趣旨を十分

に踏まえ、業務実施

方法の更なる改善を

図り、機構に期待さ

れる社会的使命を効

率的、効果的に果た

すことができるよう、

経営管理の充実・強

化を図ること。 
 
１ 効率的かつ効果

的な業務運営体制

の整備 
国の政策や福祉医

療に係る事業経営環

境が変化する中で福

祉医療に係る事業の

健全な発展を総合的

に支援するため、組

織編成等の業務運営

体制を継続的に見直

すこと。 

 
 

 

第８ その他業務運営

に関する重要事

項 
機構に期待される

社会的使命を効率性、

有効性を持って果た

していくために、機構

において最適なガバ

ナンスの更なる高度

化を図るとともに、引

き続き、「専門性の向

上」と「業務間の連携

強化」を図り、小回り

のきく福祉、医療を支

援する専門店として、

次のような機構の事

業全般にわたる共通

の取組を実施する。 
 
１ 効率的かつ効果

的な業務運営体制

の整備 
（１）国の政策や福祉

医療に係る事業

経営環境が変化

する中で福祉医

療に係る事業の

健全な発展を総

合的に支援する

ため、組織編成等

の業務運営体制

について、継続的

に見直しを行う。 
 
 
 
 
 

第８ その他業務運営

に関する重要事

項 
機構において最適

なガバナンスの更なる

高度化を図るととも

に、引き続き、「専門

性の向上」と「業務間

の連携強化」を図り、

小回りのきく福祉、医

療を支援する専門店

として、次のような機

構の事業全般にわた

る共通の取組を実施

する。 
 
 
 
 
１ 効率的かつ効果

的な業務運営体制

の整備 
（１）政策動向や事業

経営環境の変化

を踏まえ、組織編

成等の業務運営

体制の見直しを

行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 福祉医療に係る

事業の健全な発展を

総合的に支援するた

め、業務運営体制を

継続的に見直してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 令和 3 年度の業務運営体制に係る以下の組織見直しを

実施した。 
 a 情報事業部の再編 

情報セキュリティ脅威への万全な実施体制の構築及び

政府統一基準に準拠した運用管理部門との牽制機能を

確保するため、「情報セキュリティ対策課」を創設した。 
 b 新型コロナウイルス対応支援室の創設 
   福祉医療施設に対する新型コロナウイルス対応支援資

金について令和 2 年度中は、「新型コロナウイルス対策

融資業務室」を設置し組織横断的に併任体制で対応して

きたところであるが、令和 3 年度においても当該融資は

継続することから、業務運営体制の強化を図るため、福

祉医療貸付部と新型コロナウイルス対策融資業務室を統

合・再編のうえ、福祉医療貸付部に「新型コロナウイル

ス対応支援室」を創設し専任体制を構築した。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 役員会を原則として月 1 回

開催し、機構の業務運営等に関

する重要事項を審議・決定した

ほか、トップマネジメントを補

佐する経営企画会議を、新型コ

ロナウイルス感染症予防対策

を講じた運営とするため、原則

として四半期毎に書面で開催

し、重要案件に対し、迅速かつ

的確に経営判断を行うととも

に、役員連絡会を原則として毎

週開催し、機構内での情報の共

有化及び問題意識の統一を徹

底した。 
なお、経営企画会議の協議内

容等については、迅速かつ的確

に浸透させるため、イントラネ

ット等を通じて全職員に対し

て発信した。 
また、特に報告の必要性の高

い内容については、月次にて報

告することとし、新型コロナウ

イルスの感染状況を踏まえ、書

面形式で報告を実施するなど、

効果的に把握・共有し、トップ

マネジメントの推進を図った。 
○ 新型コロナウイルス感染症

に対応するため、政府の基本的

対処方針、東京都や大阪府の対

応方針等を踏まえた機構の対

応を検討のうえ、都度周知し

た。 
また、新型コロナウイルス対

応支援資金に係る融資の申込

みに迅速かつ適切に対応する

ため、福祉医療貸付部と新型コ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○組織における情報共有等 
役員会（月一回）、経営企画会議（四半期

毎）、役員連絡会議（週一回）を通じて、重

要事項等に関する組織としての意思決定、

経営判断及び機構内での情報の共有化及び

問題意識の統一の徹底等について、対面開

催に限らず、感染対策としての書面開催、

イントラネット等を通じての迅速かつ的確

な情報共有など、意思決定や情報伝達手段

において工夫を凝らして実施していること

が認められる。 
 
○業務運営体制の見直し 
業務運営体制については、 

・情報セキュリティ脅威への万全な実施体

制の構築及び政府統一基準に準拠した運用

管理部門との牽制機能を確保するため、「情

報セキュリティ対策課」を創設、 
・新型コロナウイルス対応支援資金に係る

融資の申込みに迅速かつ適切に対応するた

め、併任体制であった福祉医療貸付部と新

型コロナウイルス対策融資業務室を統合・

再編し、専任体制の「新型コロナウイルス

対応支援室」を創設、 
するなど、時勢に応じた体制の見直し・強

化に努めている。 
 
○WAM NET 基盤の活用 
福祉医療経営指導事業や承継年金住宅融

資等債権管理回収業務において、WAM 
NET 基盤を活用して、各種調査やデータ授

受のためのシステムを構築するなど、事業

間の連携により業務の効率化に取り組んで

いる。 
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（２）国の政策や福祉

医療に係る事業

経営環境の変化

等に迅速的確に

対応するため、ト

ップマネジメン

トを補佐する経

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）トップマネジメ

ントを補佐する

経営企画会議等

の効率的かつ効

果的な運営を図

り、理事長のリー

ダーシップが組

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ トップマネジメン

ト機能が有効に発揮

され、国の福祉医療

施策の変化等に関す

る重要事項に迅速か

つ的確に対応してい

るか。 

 c 新型コロナウイルス対応支援室の再編 
また、新型コロナウイルス対応資金において、「新型

コロナウイルス対応支援室」を再編し、調査等が必要な

案件に対応するための体制を構築した。 
 d 経営サポートセンターの再編 

経営サポートセンターは、リサーチグループ及びコン

サルティンググループにて業務を実施しているが、両グ

ループにおける機能が混在していることから、リサーチ

グループは「情報発信及び行政支援」を、コンサルティ

ンググループは「個別支援」をそれぞれ担うことで両グ

ループの機能を明確化し、より効果的かつ効率的に業務

を実施するため、リサーチグループの「事業報告書チー

ム」をコンサルティンググループに移管し、再編した。 

○ 新型コロナウイルス感染症に対応するため、政府の基

本的対処方針、東京都や大阪府の対応方針等を踏まえた

機構としての対応を検討のうえ、都度周知した。（危機管

理対策本部会議：1 回、機構の対応方針のメール周知：

17 回） 
○ 令和 4 年度の業務運営体制に係る以下の組織見直しに

ついて決定した。 
 a 新型コロナウイルス対応支援室の再編 

令和 3 年度に創設した新型コロナウイルス対応支援

室について、令和 4 年度の新型コロナウイルス対応支援

資金の継続に伴い、調査等が必要な案件に適切に対応す

る専任体制を構築することで体制の強化を図るため、新

型コロナウイルス対応支援室を再編し、「調査課」を創

設する。 
 b 年金貸付部の再編 
   年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業につい

ては、令和 3 年度末をもって申込受付が終了し、令和 4
年度から年金担保債権管理回収業務が始まることに伴

い、年金貸付部を「年金業務部」に、年金貸付課を「年

金担保管理課」に改める。 
 
○ 役員会を原則として月 1 回開催し、機構の業務運営等

に関する重要事項を審議・決定した。 
○ トップマネジメントを補佐する経営企画会議は、原則

として四半期毎に開催し、理事長からの「機構運営哲学」

及び「行動の指針」の提示、全役員による「令和 3 年度

重点目標」の指示、「令和 2 年度業務実績評価の検証」等

の重要案件に対し、迅速かつ的確に経営判断を行った。

ロナウイルス対策融資業務室

を統合・再編し、福祉医療貸付

部に「新型コロナウイルス対応

支援室」を創設し、これまでの

併任体制を専任体制とするこ

とにより、業務運営体制の強化

を図った。 
○ WAM NET 基盤を活用し、

福祉医療経営指導事業や承継

年金住宅融資等債権管理回収

業務において、各種調査やデー

タ授受のためのシステムを構築

するなど、業務間の連携により

業務の効率化を図った。 
○ プレスリリース、WAM NET
及び Twitter 等を活用し、それ

ぞれの媒体の特長を活かした

情報発信及び広報活動を実施

し、機構事業への理解・支持促

進に努めた。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

 
○評価 
組織としての迅速かつ的確な意思決定、 

情報の共有化及び問題意識の統一を徹底す

るとともに、時勢に応じた組織体制の見直

し・強化、事業間の連携による効率的な業

務運営の実施など、組織全体として効率的

かつ効果的な業務運営体制の整備に取り組

んでおり、所期の目標を達成していると認

められるため、「Ｂ」評価とする。 
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営企画会議等の

効率的かつ効果

的な運営を図る

ことで、理事長の

リーダーシップ

が組織運営に反

映される統制環

境を維持・強化す

る。 
 
 
 
 
 
 
（３）多岐にわたる事

業を実施してい

る機構の特長や

専門性を活かし、

業務間の連携を

強化するととも

に、職員の業務改

革等に向けた取

組を奨励し、業務

改善活動の活性

化を図ることに

より、業務の効率

的な運営を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

織運営に反映さ

れる統制環境を

維持・強化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）多岐にわたる事

業を実施してい

る機構の特長や

専門性を活かし、

業務間の連携を

強化するととも

に、職員の業務改

革等に向けた取

組を奨励し、業務

改善活動の活性

化を図ることに

より、業務の効率

的な運営を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 業務間の連携強

化や業務改善活動

の活性化により、ど

のような業務運営の

効率化が図られてい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ただし、令和 3 年度については、新型コロナウイルス感

染症予防対策を講じた運営とするため、書面形式での開

催とした。 
また、四半期毎の経営企画会議の開催に加えて、特に

報告の必要性の高い内容については、月次にて報告する

こととし、引き続き新型コロナウイルスの感染症状況を

踏まえ、書面での報告を実施するなど、効果的に把握・

共有することにより、トップマネジメントの推進を図っ

た。 
なお、協議内容等については、迅速かつ的確に浸透さ

せるため、イントラネット等を通じて全職員に対して発

信した。 
○ 役員連絡会を毎週開催し、機構内での情報の共有化及

び問題意識の統一の徹底を図った。 
 
○ 業務の効率化を図るため、機構の各業務において、以

下のとおりWAM NET基盤を活用した取組みを行った。 
a 福祉医療経営指導事業で実施する福祉・医療経営セミ

ナー年間実施計画に基づく 10 セミナーに加え、「新型

コロナウイルス対策経営セミナー」など合計 12 セミナ

ーをオンラインセミナーとして配信した。 
b WAM NET 基盤を活用し、福祉医療経営指導事業が

実施する各種調査の仕組みを構築し、「令和 3 年度介護

報酬改定に関する調査」など 6 件の調査を円滑かつ効

率的に実施した。 
c 福祉医療貸付事業の貸付先が自らの施設の経営状況

と経営指標を比較することができる「経営指標自己チ

ェックシート」（無料診断）サービスを提供し、施設経

営者への支援を行った。（対象施設：特別養護老人ホー

ム、ケアハウス、保育所・認定こども園、病院、介護

老人保健施設／利用件数：全 1,915 件） 
d 承継年金住宅融資等債権管理回収業務において、受託 

金融機関との各種事務連絡等を掲載するための掲示板

システムを構築し、受託金融機関に対する周知の効率

化及び迅速化を図った。 
○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、対面による相

談や各種会議、研修・セミナー等の開催が困難となった

ため、機構の各業務において、以下のとおり Web 会議サ

ービスを活用した取組みを行った。 
なお、Web 会議サービスの活用にあたっては、役職員

向けイントラページに利用手順等を掲載し周知すること
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さらに、機構事

業への理解・支持

促進に資するた

めの効果的な情

報発信及び広報

活動を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに、機構事

業への理解・支持

促進に資するた

めの効果的な情

報発信及び広報

活動を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 機構事業への理

解・支持促進に資す 

るための効果的な情

報発信及び広報活

動を行っているか。 

で、業務の効率化を図った。 
＜Web 会議サービスの活用＞ 
a 福祉医療貸付事業に係る融資相談、債権管理に係る代

表者ヒアリング及び地方銀行協会との打合せ会議等 
b 経営支援事業に係るコンサルティング業務 
c 社会福祉振興助成事業に係る助成相談及び中間支援

組織（NPO センター等）を活用した助成説明会 
d 「社会福祉振興助成事業審査・評価委員会」、「心身障

害者扶養保険資金運用委員会」、「WAM NET 事業推進

専門委員会」などの外部委員が参画する各種委員会 
e 福祉医療貸付事業・年金担保貸付事業・承継年金住宅

融資等債権管理回収業務に係る業務改善・代理貸付事

務手続きに関する全国銀行協会との会議 
f 財務省、厚生労働省など所管部局との打合せ等の会議 

 
○ 機構事業に関するプレスリリースを実施し、機構業務

への理解・支持促進に努めた。（実績：56 回） 
○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、対面による相

談や各種会議、研修・セミナー等の開催が困難となった

ことから、動画配信、オンライン会議等を用いて積極的

に情報伝達を行った。 
○ 寄付月間（Giving December）「賛同パートナー」の登

録を引き続き行い、機構ホームページ上の「ご寄付のお

願い」ページに寄付月間ロゴを掲載するなど、機構の認

知度及び社会的な信頼性を高めるとともに、寄付金獲得

の一助となる活動を実施した。 
○ WAM NET やメールマガジン、Twitter 等を積極的に

活用し、それぞれの媒体の特徴を活かし相乗的に広報す

ることで、福祉医療経営指導事業のリサーチレポートや

経営動向調査をはじめとする各種情報の効果的な拡散を

図った。（メールマガジン：213 件、Twitter：1,572 件） 
 
＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施した業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症に対応するため、政府の基

本的対処方針、東京都や大阪府の対応方針等を踏まえた

機構の対応を検討のうえ、都度周知した。（危機管理対策

本部会議：1 回、機構の対応方針のメール周知：17 回）

（再掲） 
○ 福祉医療施設に対する新型コロナウイルス対応支援資

金について令和 2 年度中は、「新型コロナウイルス対策融

資業務室」を設置し組織横断的に併任体制で対応してき
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たところであるが、令和 3 年度においても当該融資は継

続することから、業務運営体制の強化を図るため、福祉

医療貸付部と新型コロナウイルス対策融資業務室を統合・

再編のうえ、福祉医療貸付部に「新型コロナウイルス対

応支援室」を創設し専任体制を構築した。（再掲） 
○ 新型コロナウイルス感染症に対する機構の取組みにつ

いて、理事長自らが専門誌において解説することで情報

発信を行い、機構への理解・支持促進に努めた。（ドク

ターズアテンション 6 月号、毎日フォーラム 7 月号）  

 
 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―２ 内部統制の充実 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間

最終年度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２ 内部統制の充実 

 
 
 
 
 
 
（１）内部統制につ

いては、「独立行政

法人の業務の適正

を確保するための

体制等の整備」（平

成 26 年 11 月 28
日総務省行政管理

局通知）を踏まえ、

内部統制基本方針

等関係規程類を適

時適切に見直し、

整備するとともに、

各種会議や研修等

における指示の伝

達等を通じて役職

員で認識を共有す

ること。 
 

また、モニタリン

グを通じて内部統

制の仕組みが有効

に機能しているか

点検・検証を行い、

その結果を踏まえ

て、当該仕組みが

有効に機能するよ

う見直しを行うこ

とにより、機構の

組織規模及び事

務・事業の特性を

踏まえた内部統制

２ 内部統制の充実 
 
 
 
 
 
 
（１）内部統制につい

ては、「独立行政

法人の業務の適

正を確保するた

めの体制等の整

備」（平成 26 年

11 月 28 日総務

省行政管理局通

知）を踏まえ、内

部統制基本方針

等関係規程類を

適時適切に見直

し、整備するとと

もに、各種会議や

研修等における

指示の伝達等を

通じて役職員で

認識を共有する。 
また、モニタリ

ングを通じて内

部統制の仕組み

が有効に機能し

ているか点検・検

証を行い、その結

果を踏まえて、当

該仕組みが有効

に機能するよう

見直しを行うこ

とにより、機構の

組織規模及び事

務・事業の特性を

２ 内部統制の充実 
 
 
 
 
 
 
（１）内部統制の更な

る充実を図るため、

内部統制基本方針

等関係規程類を適

時適切に見直し、整

備するとともに、各

種会議や研修等に

おける指示の伝達

等を通じて役職員

で認識を共有する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、ガバナンス

委員会や監査によ

るモニタリングを

通じて内部統制の

仕組みが有効に機

能しているか点検・

検証を行い、その結

果を踏まえて当該

仕組みが有効に機

能するよう見直し

を行う。 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
＜評価の視点＞ 
○ 内部統制基本方

針等関係規程類を

適時適切に見直し、

整備するとともに、

各種会議や研修等

における指示の伝達

等を通じて役職員で

認識を共有している

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 内部統制の仕組

みが有効に機能して

いるかモニタリング

を通じて点検・検証

を行い、その結果を

踏まえて見直しを行

っているか。 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
○ ガバナンス委員会を原則として四半期毎に開催

し、リスク管理に関する事項等について報告した。

ただし、令和 3 年度については、新型コロナウイ

ルス感染症予防対策を講じた運営とするため、書

面形式での開催とした。 
また、四半期毎の開催に加えて、特に報告の必

要性の高い内容については、会議構成員への資料

配布による月次報告を行うとともに、機構内のイ

ントラネットへの資料掲載や会議議事録等を活用

した職員への指示の伝達を通じて、役職員で認識

を共有した。 
  さらに、全役職員向けにコンプライアンス研修

を開催し、内部統制及びコンプライアンス意識の

定着を図った。 
 
 
 
 
○ ガバナンス委員会において、リスク等管理に係

る各種モニタリングの報告等の実施及び当該活動

結果を踏まえた規程等の見直しを行うとともに、

内部統制の仕組みが有効に機能しているかについ

て「独立行政法人の業務の適正を確保するための

体制等の整備」（平成 26 年 11 月 28 日総務省行

政管理局通知）を踏まえた総括点検を実施した。 
○ リスク・アプローチに基づく内部監査を実施し、

検出された問題事象及び前年度以前に検出された

問題事象に関する改善活動をフォローアップし

た。 
  また、令和 3 年度内部監査結果に基づき、今後

取り組むべき課題等をとりまとめ、経営企画会議

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ ガバナンス委員会については、新型

コロナウイルス感染症予防対策を講じ

た運営とするため、定期的に書面で開

催し、リスク管理に関する事項等につ

いて、機構内のイントラネットを通じ

て、役職員で認識を共有した。 
また、全役職員向けにコンプライア

ンス研修を開催し、内部統制及びコン

プライアンス意識の定着を図った。 
○ 内部統制の更なる充実を図るため、

ガバナンス委員会において、リスク等

管理に係る各種モニタリングの報告等

の実施及び当該活動結果を踏まえた規

程等の見直しを行うとともに、内部統

制の仕組みが有効に機能しているかに

ついて「独立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整備」（平成26
年 11 月 28 日総務省行政管理局通知）

を踏まえた総括点検を実施した。 
○ リスク・アプローチに基づく内部監

査を実施し、検出された問題事象及び

前年度以前に検出された問題事象に関

する改善活動のフォローアップを行い、

マニュアル等の見直しが行われてこと

を確認した。 
  また、令和 3 年度内部監査結果に基

づき、今後取り組むべき課題等をとり

まとめ、経営企画会議において内部監

査の総括報告を行うとともに、その結

果等を踏まえ、リスク管理上の課題を

分析・定量評価し、令和 4 年度内部監

査計画を策定した。 
○ 「政府機関等のサイバーセキュリテ

ィ対策のための統一基準群」が令和 3
年 7 月に改定されたことを踏まえ、ク

ラウドサービス利用時に実施すべき対

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 
○内部統制の充実 
内部統制については、 

・内部統制及びコンプライアンス意識の定

着を図るため、全役職員向けコンプライア

ンス研修を開催、 
・ガバナンス委員会において、リスク等管

理に係る各種モニタリングの報告等の実施

及び当該活動結果を踏まえた規程等の見直

しを行うとともに、内部統制の仕組みが有

効に機能しているか総合点検を実施、 
・内部監査の実施により検出された問題事

象及び前年度以前に検出された問題事象に

関する改善活動のフォローアップを行い、

マニュアル等の見直しを実施、 
等により、更なる充実を図るとともに、令

和３年度内部監査の総括報告の内容を踏ま

え、リスク管理上の課題の分析・定量評価

をした上で、令和４年度内部監査計画を作

成するなど、内部統制が有効に機能するた

めの取組を着実に実施している。 
 
○情報セキュリティ対策 
情報セキュリティ対策として、サイバー

攻撃への防御力及び組織対応力を強化する

ため、 
・インシデント発生時における対応訓練、 

・サイバー攻撃への対応事例等をテーマと 

した研修の受講、 

・標的型攻撃メール対応訓練、 
等の実施により、セキュリティ対策の強化

に努めている。 
また、WAM NET 及び機構ホームページ

の暗号化設定の厳格化や、Web アクセスブ

ロックの強化及びなりすましメールのブロ

ック強化を行うなど、技術的な対策におい
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の更なる充実を図

ること。 
 

 
 
（２）政府機関の情

報セキュリティ

対策のための統

一基準群を踏ま

え、情報セキュ

リティポリシー

等関係規程類を

適時適切に見直

すとともに、適

切な情報セキュ

リティ対策を講

じることにより、

情報システムに

対するサイバー

攻撃への防御力

及び組織的対応

能力の強化に取

り組むこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、上記の

対策の実施状況

を毎年度把握

踏まえた内部統

制の更なる充実

を図る。 
 
 
（２）政府機関の情報

セキュリティ対

策のための統一

基準群を踏まえ、

情報セキュリテ

ィポリシー等関

係規程類を適時

適切に見直すと

ともに、適切な情

報セキュリティ

対策を講じるこ

とにより、情報シ

ステムに対する

サイバー攻撃へ

の防御力及び組

織的対応能力の

強化に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、上記の対

策の実施状況を

毎年度把握し、

 
 
 
 
 
（２）政府機関の情報

セキュリティ対

策のための統一

基準群を踏まえ、

情報セキュリテ

ィポリシー等関

係規程類を必要

に応じて見直す

とともに、厚生労

働省と連携した

CSIRT 訓練を実

施するなど、サイ

バー攻撃への防

御力及び組織的

対応能力の強化

に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、上記の対

策の実施状況を

把握し、PDCAサ

 
 
 
 
 
○ 情報セキュリティ

ポリシー等関係規程

類を適時適切に見

直すとともに、適切

な情報セキュリティ

対策を講じることに

より、情報システム

に対するサイバー攻

撃への防御力及び組

織的対応能力の強

化に取り組んでいる

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 情報セキュリティ

対策の実施状況を

把握し、PDCA サイ

において内部監査の総括報告を行うとともに、そ

の結果等を踏まえ、リスク管理上の課題を分析・

定量評価し、令和 4 年度内部監査計画を策定し

た。 
 
○ 「政府機関のサイバーセキュリティ対策のため

の統一基準群」が令和 3 年 7 月に改定されたこと

を踏まえ、クラウドサービス利用時に実施すべき

対策に係る記載の追加や、Web 会議サービス、テ

レワークに係る情報セキュリティ対策手順を新た

に制定するなど情報セキュリティポリシー等関係

規程の改定を行うとともに、改定の要点をまとめ

た資料を作成し、役職員への周知を図った。 
○ 内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）

が主催する政府機関等の情報セキュリティ対策の

ための統一基準の改定に伴う勉強会や、情報セキ

ュリティに関する実践的な知識の習得を目的とし

た CSIRT 研修を受講した。（実績：オンラインミ

ーティング 5 回） 

○ 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）
が主催する実践的サイバー防御演習を受講した。

（実績：2 名） 

○ 情報システムの安全性・信頼性の確保のため、

令和 3 年度情報セキュリティ計画を策定し、次の

とおり情報セキュリティ対策の強化を行った。 

a 標的型攻撃メール対応訓練 

b 情報セキュリティ遵守事項やテレワーク、Web
会議関連の内容を中心とした研修 

c WAM NET及び機構ホームページの暗号化設

定について「TLS 暗号設定ガイドライン」（第

3.0 版）に基づき厳格化 

○ 令和 3 年度情報セキュリティ計画を策定し、標

的型攻撃メール対応訓練（実績：6 回）やセキュ

リティ研修（実績：9 回）を実施した。 
○ 情報セキュリティインシデント対処に係る厚生

労働省との連携訓練を実施し、連絡体制の確認及

び連携強化を図った。 

 
○ 情報システムの安全性・信頼性の確保のため、

情報システム委員会において審議・承認を経て、

令和 3 年度情報セキュリティ計画を策定のうえ、

策に係る記載の追加や、Web 会議サー

ビス、テレワークに係る情報セキュリ

ティ対策手順の制定など、情報セキュ

リティポリシー等関係規程の改定を行

うとともに、改定の要点をまとめた資

料を作成し、役職員への着実な周知を

図った。 
○ サイバー攻撃への防御力及び組織対

応力を強化するため、情報セキュリテ

ィインシデント対処に係る厚生労働省

との連携訓練を実施するとともに、情

報システムに対するサイバー攻撃への

対応事例等をテーマとした内閣セキュ

リティセンター（NISC）主催の研修を

受講し、その内容を反映した標的型攻

撃メール対応訓練やセキュリティ研修

を役職員に対して実施した。 
○ 情報システムの安全性・信頼性の確

保のため、標的型攻撃メール対応訓練

や情報セキュリティ研修などの情報セ

キュリティ対策を講じ、その結果等を

情報システム委員会で検証すること

で、PDCA サイクルによる強化・改善

を図った。 
技術的対策としては、「TLS 暗号設

定ガイドライン」（第 3.0 版）に基づく

WAM NET及び機構ホームページの暗

号化設定の厳格化や、Web アクセスブ

ロックの強化及びなりすましメールの

ブロック強化を行い、情報セキュリテ

ィ対策の高度化を図った。 
また、委託業者及びデータセンター

と連携した災害時対応訓練を実施し、

情報セキュリティ対策の更なる高度化

を図った。 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 
 

ても、情報セキュリティ対策の高度化を図

っている。 
さらに、委託業者及びデータセンターと

連携した災害時対応訓練を実施するなど、

情報セキュリティ対策の更なる高度化に努

めている。 
 
○評価 
上記の取組により、内部統制の充実及び 

情報セキュリティ対策の強化に積極的に取

り組んでおり、所期の目標を達成している

と認められるため、「Ｂ」評価とする。 
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し、PDCA サイ

クルにより情報

セキュリティ対

策の改善を図る

こと。 

PDCA サイクル

により情報セキ

ュリティ対策の

改善を図る。 

イクルにより情

報セキュリティ

対策の改善を図

る。 
 

 

クルにより情報セキ

ュリティ対策の改善

を図っているか。 
 

次のとおり情報セキュリティ対策を実施した。 
また、その内容については情報システム委員会

において検証を実施することで、PDCA サイクル

による情報セキュリティ対策の強化・改善を図っ

た。 
a 人的対策 
・標的型攻撃メール対応訓練（実績：6 回） 

・構内 LAN（オープン環境）におけるセキュリ

ティ関連情報の周知 
・新任者向け情報セキュリティ研修及び情報シ

ステム管理者向け研修 

・上記訓練、研修等で把握された課題等の再周

知、再訓練の実施 

・注意喚起（外部メールのモニタリングを行い

不審な外部メール受信している職員に対して、

外部メール受信時における情報セキュリティ

意識向上のための注意喚起を行う） 

b 技術的対策 

・アクセスログ確認（通信ログの定期的な確認

による不審な通信の発見） 

・WAM NET 及び機構ホームページの暗号化設

定について「TLS 暗号設定ガイドライン」（第

3.0 版）に基づき厳格化 

・テレワーク時のセキュリティリスクの検知の

ためのシステムログのモニタリング 

c 災害時対応訓練（委託業者及びデータセンタ

ーと連携） 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―３ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和 3 年度行政事業レビューシート番号 802・848 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 （参考） 

前中期目標期間最終年

度値 

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値、平均値

等、目標に応じた必要な情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 人事に関する事 
 項 
（１）女性活躍や働

き方改革を推進

する観点から、

育児・介護等と

の両立支援、ワ

ーク・ライフ・バ

ランスの推進な

どの各種人事施

策を講じるこ

と。 
 
 
 
 
 

（２）福祉医療分野

における金融業

務機能等の強化

を図る観点か

ら、人材の確保・

育成に係る方針

を策定するな

第９ その他主務省

令で定める業務

運営に関する事

項 
独立行政法人福祉

医療機構の業務運営、

財務及び会計並びに

人事管理に関する省

令（平成 15 年厚生労

働省令第 148 号）第

４条の業務運営に関

する事項は、次のとお

りとする。 
 
１ 職員の人事に関

する計画 
（１）女性活躍や働き

方改革を推進す

る観点から、育

児・介護等との両

立支援、ワーク・

ライフ・バランス

の推進などの各

種人事施策を講

じる。 
 
 
 
 
 
 
（２）福祉医療分野に

おける金融業務

機能等の強化を

図る観点から、人

材の確保・育成に

係る方針を策定

するなど、職員の

第９ その他主務省

令で定める業務

運営に関する事

項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 職員の人事に関

する計画 
（１）女性活躍や働き

方改革を推進す

る観点から、育

児・介護等との両

立支援、ワーク・

ライフ・バランス

の推進などの各

種人事施策を講

じる。 
 
 
 
 
 
 

（２）福祉医療分野

における金融業

務機能等の強化

を図る観点か

ら、人材確保・育

成に係る方針を

策定する。 

＜主な定量的指標＞ 
なし 

 
＜その他の指標＞ 
なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○ 育児・介護等との

両立支援、ワーク・

ライフ・バランスの

推進などの各種人事

施策を講じている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 金融業務機能等

の強化を図る観点か

ら、人材確保・育成

に係る方針の策定に

ついて検討を行って

いるか。 

 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進

法に基づく一般事業主行動計画を策定し、機構ホ

ームページに公表するとともに、職員が利用しや

すい環境づくりをより一層促進するため、イント

ラネットに掲載している出産・育児及び介護に関

する支援制度について改めて周知した。 
○ 育児・介護等との両立支援を推進するため、産

前産後休暇、育児休業及び復帰後の職員のための

相談体制について運用した。 
○ ワーク・ライフ・バランスの推進については、

法令で年5日間の取得が義務付けられている年次

有給休暇の取得を促進するため、その取得状況等

を、定期的に経営企画会議等で報告することによ

り管理を徹底した。 
 
○ 福祉医療分野における金融業務機能等の強化

を図る観点から、人材の確保・育成に係る方針を

策定した。 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
○ 育児・介護等との両立支援の推進に

ついては、次世代育成支援対策推進法

及び女性活躍推進法に基づく一般事業

主行動計画を策定し、機構ホームペー

ジに公表するとともに、職員が利用し

やすい環境づくりをより一層促進する

ため、イントラネットに掲載している

出産・育児及び介護に関する支援制度

について改めて周知した。 
○ ワーク・ライフ・バランスの推進に

ついては、法令で年 5 日間の取得が義

務付けられている年次有給休暇の取得

を促進するため、その取得状況等を経

営企画会議等で報告することにより管

理を徹底した。 
○ 福祉医療分野における金融業務機能

等の強化を図る観点から、人材の確保・

育成に係る方針を策定した。 
○ 担当業務に必要な知識・技術の習得、

職員の能力開発等を目的として、通信

教育等による職員研修を実施した。 
また、専門性の高い職員を育成・確

保するため、民間金融機関等との人事

交流を引き続き実施した。 
○ 「新型コロナウイルス感染症に係る

予防接種を受ける場合等における職員

の職務に専念する義務の免除に関する

臨時措置について」（人事院指令 14-2）
を踏まえ、機構においても、新型コロ

ナウイルス感染症に係る予防接種を受

ける場合等の特別有給休暇を創設し

た。また、業務継続及び職員の感染防

止の観点から、時差出勤、在宅勤務を

継続的に実施し、事務所内の感染予防

対策を徹底した。 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
○女性活躍や働き方改革の推進 
育児・介護等との両立支援を推進するた

め、 
・次世代育成支援対策推進法等に基づく一

般事業主行動計画を策定及び公表、 
・職員に対する出産・育児及び介護に関す

る支援制度の継続的な周知、産前産後休暇、

育児休業及び復帰後の職員のための相談体

制をの確保など、職員が各種支援制度を利

用しやすい環境作り、 
・年次有給休暇の取得状況等を経営企画会

議等での報告による管理の徹底、 
等の実施により、女性活躍や働き方改革の

推進に取り組んでいる。 
 
○人材の確保・育成 
人材の確保・育成対策として、 

・業務に必要な知識・技術の習得、職員の

能力開発等を目的とした通信教育等による

職員研修の実施、 
・さらに、貸付部門に所属する職員に対し

ては金融業務機能の強化を目的とした通信

教育の実施、 
・人材の確保・育成に係る方針の策定、 
・民間金融機関等との人事交流の実施、 
など、より専門性の高い職員の育成・確保

に努めている。 
 
○新型コロナウイルス感染症への対策 
 予防接種を受ける際の特別有給休暇の創

設、時差出勤及び在宅勤務の活用による事

務所内の感染予防対策の徹底に努めている。 
 
○評価 
ワーク・ライフ・バランスの推進や研修 
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ど、職員の資質

向上を図るた

め、人材の確保・

育成に努め、士

気及び専門性の

高い組織運営に

努めること。 
 

資質向上を図る

ため、担当業務に

必要な知識・技術

の習得、能力開発

等を目的とした

各種研修や外部

との人事交流を

引き続き行う。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 施設及び設備に

関する計画 
なし 

 
３ 積立金の処分に

関する事項 
前期中期目標の期

間の最終事業年度に

おいて、通則法第 44
条の処理を行ってな

お積立金があるとき

は、その額に相当する

金額のうち厚生労働

大臣の承認を受けた

金額について、独立行

政法人福祉医療機構

法第 12条第１項に定

める業務の財源に充

てることとする。 
 

また、担当業務

に必要な知識・技

術の習得、能力開

発等を目的とし

た、より効果的な

研修を実施する

とともに、専門性

を磨き、民間活動

への支援の質を

高めるため、若手

職員の育成を目

的とした福祉医

療分野に関する

専門研修、金融

業務機能の強化

のための研修や

民間金融機関等

との人事交流を

引き続き行う。 
 
２ 施設及び設備に

関する計画 
なし 

 
３ 積立金の処分に

関する事項 
前期中期目標期間

からの繰越積立金は、

独立行政法人福祉医

療機構法第 12 条第 1
項に定める業務の財

源に充てることとす

る。 
 

 
○ 職員の資質向上

を図るため、担当業

務に必要な知識・技

術の習得、能力開発

等を目的とした各種

研修を実施するとと

もに、外部との人事

交流を行っている

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 業務に必要な知識・技術の習得、能力開発等を

目的として、公開セミナー、通信教育及び部署毎

における固有の能力を習得するための専門研修を

実施したほか、金融業務機能の強化を目的として、

貸付部門に所属する職員を対象とした通信教育を

実施した。 
○ 専門性の高い職員を育成・確保するため、民間

金融機関等との人事交流を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

制度の充実に努めており、時勢に沿った人事

施策の改善充実を図るなど、所期の目標を達

成していると認められるため、「Ｂ」評価と

する。 
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＜新型コロナウイルス感染症への対策として実施し

た業務＞ 
○ 新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大に

備え、引き続き在宅勤務を実施した。 

○ 「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を

受ける場合等における職員の職務に専念する義務

の免除に関する臨時措置について」（人事院指令

14-2）を踏まえ、新型コロナウイルス感染症に係

る予防接種を受ける場合又は当該接種により副反

応が発生し療養する必要がある場合に取得できる

特別有給休暇を創設した。 
 

 
４．その他参考情報 
（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析などを記載） 
 

 


